平成 25 年度アンケート回答付記意見
短答式試験について
(1)公法系
(ｱ)憲法
a. 適切である
・過去問と比較して
・問題の水準，内容いずれもバランスがとれている
・判例を踏まえるか、論理整合問題であり、適切な設問である。難易度的にも適切なレベルである
・平易な問題であった。
・細かな知識を問う問題数が減り、判例等の基礎的事項を問う問題が多かったと考えます。
・人権分野は基本的に判例の趣旨を問うものであり、統治機構分野も標準的なコンメンタールの内容を理解していれば解答できる。概ね良質と言える。
・憲法の基本的知識を体系的に修得し、判例・学説を正確に理解する能力を養った者に対して、最新の判例や学説を正確に理解しているのか、憲法的思考を展開することができているかを問う問題が多かったという印象を受けた。基本的知識の修得をはかる短答式として、その難易度も適切であったと評価する。
・基本判例および基本的な学説の理解を問う問題であるから。
・基本を素直に問う問題であり、受験生の能力を比例的に測ることができる。
・出題範囲が満遍なく、また、問題の内容・水準も、憲法の基礎的学力を図る上で適当であると評価する。判例・学説についても、過度に細かい論点に拘泥していない点を高く評価する。
・出題範囲のバランス、分量、難易度などからみて、適切と判断した。
・基本的知識を問う問題となっており妥当
・短答の中には，論理的思考を求める問題もあったが，複雑な論理を要求するものはなく，むしろ知識ではなく論理で点を取れるという意味では，易しい問題であったといえる。
・実務にとっても重要な内容で構成されている。
・全体として基礎知識及び判例の趣旨の正確な理解が問われている。出題範囲、分量及び難易度の何れも法科大学院における憲法教育の水準に相応している。
・複数の基本書を丹念に読んでいれば解答が可能な問題であるから
・判例の基礎知識を問うものであった。
b. どちらかといえば適切である
・各分野から基本的な内容の問題が出題されている。
・難易度の観点から。
・やや簡単すぎると感じられる問題が存在した。
・安定感がある。
・正誤問題の一部の肢については，正誤が必ずしも明確に語れないものもあるのではなかろうか。
・一部細かすぎると思われる設問が見うけられる。
・僅かながら、細か過ぎる出題が見受けられた。
・分量はさほど多すぎず、大半の問題は内容も適切
・基本的な知識と理解を問うことに重点を置くべきである。後述4参照。
・基本的な事項の理解を問うている点はよいが、全体に選択肢が短くなりすぎていて、かえって判断を迷わせるところがあるように思われる。
・基本的な理解ができていることを求めている。
・判例および学説の基礎的な理解を確認する問題である。
・短答式試験については、きちんと勉強している受験生であれば、迷い無く正解にたどり着けるものであることが望ましい。第４問や第２０問について、さらに平易な出題を考える余地がありはしないか。
・最高裁の法廷意見に関する知識を問う問題を中心とする方針を今後とも継続すべきである。
・基本的な知識と思考力を問うものになっている。ただし，最高裁判例の比重が大きく下がったのはなぜだろうか。疑問を感ずる。判例に関するあまりに細かな知識を問う必要はないと思うが，法科大学院の授業で当然扱うべき重要判例について反対意見等も交えた設問をつくることには，意義があるはずである。
・学説の当否を聞く正誤問題が若干みられる点は問題である。
・全体として基礎的なことを問うていた
・分野間のバランスが良い、重要判例の理解を問うものが多い。
・旧試験の短答と比較して難易度が低い。短答で落ちる人が少なく多くの者にチャンスがある。
・学説の正誤を問う問題は、どうしても唯一の正答を導きにくい。たとえば、恩赦についての平成24年度［No.28］の肢は、佐藤幸治・日本国憲法論501-2頁によるものと思われ、注釈書のなかには同旨の叙述も見られるが、そうした立場に立たない体系書も存在し、内閣制度百年史・上676頁によれば恩赦法を定めなければ違憲とまでの認識は立法者（金森）にはなかった［この点については昨年度回答後に気づいた］。こうした明らかな困惑を覚える出題は今年度はなかったように思われるが、学説の当否を問う問い方はごく少数にとどめるべきであろうと考えられる。
・判例の少数意見も含む細かい知識まで要求されなくなったこと
c. どちらともいえない　
・難易度はともかく、昨年度と比べると、判例に関する出題がかなり減っているように思われる。出題傾向を年ごとに変えることは適切ではないのではないだろうか。また、判例に関する知識を問うことは、多少細かくとも、学生の勉強の方向付けを与えるという点を考えると、昨年度の方 が適切であったように思われる。
なお、第９問においては、「憲法は，私有財産制と具体的な財産上の権利をともに保障しており，後者には所有権などの物権の ほか債権や知的財産権などが含まれる」との命題について正誤が問われているが、そもそも、この命題には一義的な結論は存在しないはず である。確かに、法学協会『注解日本国憲法』や佐藤幸治『日本国憲法論』には同命題を肯定しうる言説がみられるが、これはあくまで解 釈論として提示されているに過ぎない。例えば、知的財産権は憲法による保障の範囲外とする解釈も論理的には排除されてはないのであ る。「判例に照らして」（ただし、同問題について、明確に答えを提示した最高裁判例は存在しないと思われる）という質問ならともか く、漫然と解釈上開かれた問題について正誤を聞くことは法解釈・憲法解釈について唯一の結論があるかのごとき誤解を受験生に与えかね ないものであり、法学教育上も極めて妥当性を欠く出題形式であると考える。
d. どちらかといえば適切でない
・細かな判例知識を問う問題が減ったので去年より易しくなったが、憲法の問題として紛らわしいものがかなりある。
・２０問中９問が、８択問題になっており、実力を正確に測る形式のものとはいいがたい。この形式によると、少しミスをした受験生も、相当に実力の低い受験生も同じ結果となるので妥当ではないと思われる。
・短答式試験については、憲法総論と統治機構の分野に関する設問がかなり細かい知識を問うもので、法的判断能力と無関係なものが散見される。その一方で、北方ジャーナル事件最高裁判決など重要な最高裁判例の内容を精確に学んだか否かを問う形式の問題が姿を消し、判例を素材とした法科大学院の講義は逆行するような傾向がみられる。この点については、強い懸念を有している。
e. 適切でない
・司法試験は、高校入試でもセンター試験でもありません。今年の問題は、ナンセンスな問題が多すぎると思います。具体的には、第1問ア、第2問イ、第3問イ、第4問、第7問、第8問イ、第9問、第10問ア及びイ、第15問ア及びイ、第17問ア及びイ。
 (ｲ)行政法
a. 適切である
・偏りなく全般にわたる出題分野を対象とし、最近の重要判例をはじめとする素材について、基礎的知識から応用的思考力までを問う試験となっている。
・基本的事項に焦点を絞った良問と考えられる。
・学説・判例の基本的な理解を問うものであり、難易度的にも適切なレベルである
・考えさせる問題が増えている。
・設問の内容・程度とも適切であると思う
・基本的な問題が多かったから。
・出題の範囲・内容・レベルとも適切であると考える。ただ、今年度は、やや、容易な問題が多かったように思われる。
・一部にやや細かな知識を要する設問もあるが、出題範囲及び難易度のいずれも適切である。
・基本を問うもので適切
・実務にとっても重要な内容で構成されている。
・出題分野および難易度ともに適切であると思います。
・行政法総論・救済法から基本的なこと、応用的なことを出題しているし、最近の有名な最高裁の理解も尋ねているため。
・基礎的な問題であった。
・出題形式も多様で、出題範囲も偏りがない。
・基本的な問題が万遍なく出題されているため。
b. どちらかといえば適切である
・基本的な出題と思うが、未修者の負担を考えると、もっと易しくても良いのではとも思う。
・概ね基本的な重要判例を素材にして作問されている。
・第28問ア，第33問アは，どのような知識を問うているのかがやや不明確と思われる
・全体として行政法の重要な論点に目配りがされている。ただし、第22問と第27問は、同じく建築確認を素材としている点は、でバランスを欠いているのではないか。第22問は開発許可でも対応可能だったのでは。
・概ね例年並
・レベル的にも内容的にも特に問題はない
・一部難解な問題がある。
・細かな知識を問う問題が含まれている。
・短文化し基礎的な質問である。
・基本的な判例の知識を問う問題が多くておおむね妥当である。
・一部難度の高い設問が含まれているが、概ね基礎的・基本的な知識を問う設問を中心に出題されていると評価できる。
・基礎知識として必要な事項が出題対象となっている。
・難問が少なかった。
・一部の問題でやや細かすぎる判例の知識が問われているように思われる
・学説、判例、条文が出されているが、判例の内容を細かい点まで出題している。
・これまでよりも基礎知識を問う設問が多くなっている。
・最近の重要判例も的確に取り入れており、行政法上の基本的問題を問うものである。しかしながら、行政不服審査法及び行政組織法に関する問題は、やや細かなところを問うているように思える。また、今年だけの問題ではないが、住民訴訟の関する質問は難度が高いのではないか。共通的到達目標が「住民監査請求（地方自治法２４２条）及び住民訴訟（地方自治法２４２条の２）の特色を理解している。」としか書いていないこととの乖離を感じる。
c. どちらともいえない　
・基礎知識のみで回答可能な良問（ex.第26問）もあれば、実務的に過ぎる（ex.第36問）とか、難解（ex.第28問）と思われる問題もある。（大阪学　院）
・問題の難易度にばらつきが大きい。
・問い方の形式をもう少し単純化して、受験者の負担を軽減すべきだと思われる。
・例年のことながら、問題数が多すぎる。
・やや細かな条文・判例知識を問う設問が散見される
・法科大学院で学修した内容が出題されているが、問題文の量が少し多いと思われる。
d. どちらかといえば適切でない
・例年指摘していることであるが，短答式で問われる知識が細かすぎ，法科大学院修了者として当然知っていなければならないレベルを超えていたり，コアカリキュラムを逸脱していたりする印象がある。今年度の問題でいえば，以下のとおり。
第21問エ　公共用財産の取得時効―知識として必要か？
第25問　　聴聞と弁明―条文なしで当然に知っていなければならないか？
第28問　　委託契約―何の知識を問いたいのか？特にウ（契約違反を理由とする刑罰を条例で定めうるか）は行政法の問題か？
第32問　　審理・判決―条文なしでここまで知っていなければならないか？
第32問ア　違法性の承継の論点として学説上は指摘されるが，引用判例の直接の判示事項ではないのでは？
第34問ウ　今さら無名抗告訴訟に関する判示を問う必要があるのか？
第39問　　行政不服審査法の教示―条文なしで当然に知っていなければならないか？
他方，行政法の基礎的理解を前提に，個別法令の解釈を問う第22問（建築基準法）などは良問である。
e. 適切でない
 (2)民事系
(ｱ)民法
a. 適切である
・幅広い分野について基本的な知識を問うており、また、分野横断的な選択肢も交えることで、知識の定着度を測るものとなっている。
・どの分野からもバランスよく出題されている。
・民法の全分野にわたってバランスよく出題されている。２点配点の問題と３点配点の問題とのバランスもよい。
・ただし、第7問で一般法人法に丸1問をあてる意図はよくわからない
・正確な知識を問う形になっており，特に不適切な問題はないと思える。
・出題範囲・内容として。
・条文・判例などの基本的な知識を平易な形で問うているから。
・基本的な知識を問う問題が多いと考えるから。
・財産法については分野間のバランスよく出題されている。身分法についても、基礎的な出題でよいと思う。とくに第25問のような考えさせる問題は良いと思う。
・奇をてらわず基本的な知識を問う問題を中心としている
・大系的基礎知識と判例法理を学修することで充分に解答できる。論文判定資格を選別するに適当な良問である
・例年のとおり、基本的な知識を問う問題が多い。出題分野のバランスも適切である。
・今回の民法の合計３６問は、基本的事項を問うもの－条文を参照すれば解けるものも多い－であり、かつ総則から相続までの民法の全分野にわたり、妥当であると思う。
・基本的な理解力をバランスよく問う問題であり、適切であると考える。
・大半の問題が条文及び判例の基礎的知識及び理解を問うものであるから
・第7問の一般社団法人に関する知識はやや細かい印象もあるが、その他はごく基本的な知識を確認するものであり、全体としては妥当といえる。
・民法の全分野にわたって重要な問題を網羅的に質問しており、問題がバランスよく配分されている。問題の内容も適度な難しさを備えたもので、適切であると思われる。
・基本的知識を問うもので、全体として見て、適切と思われる。
・基礎的な事項からの出題に限られている。
・予備校等に行かなくても、法科大学院の授業だけで十分合格点がとれる。
・基本的知識を問うており、難しすぎない難易度であった。実務にとっても重要な内容で構成されている。
・基礎知識の確認ができるものであった。
・民法総則から相続までの全範囲を万遍なく出題している。難易度もちょうどよい。いくつかの問題でやや細かい知識を問うものがあるが、この程度はやむを得ない。
・学生が怠りがちな条文の理解および各論点につき民法全体の横断的な知識が問われており、受験生の学修方法並びに基本的な学力を測るのに適切である。
・条文、判例ともバランスよく、難易度も適切に出題されている。
b. どちらかといえば適切である
・おおむね条文と基本判例にもとづく出題となっているが、予備試験の短答式の問題と一部重複しているのが気になる。予備試験と本司法試験は、少なくとも短答式に関する限り、同一水準でよいとの前提であろうか。
・昨年と比べて大きな変更はないように思われるから。
・例年の問題傾向が裏切られていないから。
・「素直な問題」が多く基礎的な知識で解けるものと考える。（ただし、一方で「法律の性質及び短答式という問題形式の性質上、単なる条文知識（それも、あまり重要性のない条文）や例外的な制度に関する知識（それも、実務上利用されることのない条文）が要求される問題が多い」、「問題文で記載された前提事実が、各肢を検討する上での重要な前提になっているのではなく、特定の肢の例外を除外するために記載されている場合も散見され、ミスリーディングな状態になっているものも見受けられる。」という意見もあった。）
・条文や判例の理解により概ね解答可能。４択が昨年の２問から６問に増加。反面６択１問あり。
・基本的事項から満遍なく出題することが一応意識されている。
・細かな条文知識を問うのは疑問。
・いずれも、法科大学院で普通に勉強すれば修得しているはずの知識を問うものであり、内容・難易度とも適切である。ただし、若干細かすぎる知識を問うているのではないかとの印象もなくはない。
・基本的な条文や判例の知識を問うものが多く、組み合わせ式の肢も増えて、オーソドックスでよいと思うが、特別法や細かい条文の知識までは必ずしも必要ではないと思う。
・やや平面的な問題も存在した
・基本判例を正確に理解しているかを問う問題が多いが、講義では触れない規定、ほとんどの教科書では扱われていない判例から出題されている。たとえば、第６問エ、第１２問ア。
・毎年述べていることであるが，短答式試験は，条文と判例の結論（重要なものについては理由も）だけで満点がとれるものでよい（法科大学院の民法ないし民事系科目の教員のほぼ全員が満点をとれるレベルの問題でよい）。そのような観点からいって，今年も，肢としてやや問題であると思われたものもいくつかあった。次の問題ないし肢が適切でないと考える。
〔第７問〕いわゆる一般社団法人法の規定を丁寧に読ませる問題は不適切であろう（未修者のことを考えると，基本書に説明があるからなんでも出題してよいと考えるべきではない）。出題するとしても，重要な部分（特に従来の民法に規定があったような部分）に限定されるべきである。〔第８問〕の肢３（常識的に分かるともいえるが，任意規定がどうかやや意表をつくような嫌いがある問題は適切ではない）。〔第９問〕の肢３（表現でまどわすような問題は適切ではない）。〔第１６問〕の肢４（「別段の定めをした場合に限り」でまどわす出題は適切ではない。きちんと学習した者に迷わせるような出題は避けるべきである）。肢１も平易といえば平易であるが，わざわざ所有者を変えてひねりを加えるような出題にしないでいいと感じる。〔第１７問〕の肢ア（肢ウとエが誤っているので正解を導くのは容易であると思われるが，この肢アは，おかしな書き方で，建物が滅失していて履行不能であるのに，買主からの引渡請求を「拒絶することができる」という表現は混乱させるので適切ではない。〔第１８問〕の肢エ（破産の例を民法で出題するのは適切ではない）。以下，一つ一つの理由は省略するが，それぞれこのような細かな知識を問うのは適切ではないと思うものとして，〔第２０問〕の肢２，〔第２１問〕の肢オ，〔第２３問〕の肢イ，〔第２５問〕の肢ア，〔第２７問〕の肢３，〔第２８問〕の肢ウ，〔第３０問〕の肢１，〔第３３問〕の肢エ，〔第３４問〕の肢オ，〔第３５問〕の肢ア及びウなどがある。条文と主要な判例のみで解答できる問題に徹底してもらいたい。また，表現も，ひっかけ問題や誤答に導くことを狙ったおかしなものとせず，普通の典型的な教科書的な表現にしてもらいたい（たとえ，それで全員が満点でもよい）。
・概ね妥当な出題と考えるが、一部の問題においては細かすぎる知識を問うものがあると思われる
・出題傾向に大きな変更はなく、概ね適切だった。ただ、選択肢ごとに事案が異なるなど、解答に時間がかかる問題がかなりある。未修者に考える余裕が与えられるような出題数や問題文の長さにして欲しいと思う。
・基本的な知識を問うた設問がほとんどだが、瑣末な設問も一部に見られる。
・問題内容、程度については例年同様であり、基本的に条文や判例に関する基本知識を問うているものであった。ただ、文章表現として適切性を欠いているのではないか、と思える選択肢もあったように思われる。
c. どちらともいえない　
・少し簡単すぎる。
・試験時間とのバランスが疑問
・難易度が高いというわけではないが、例年にくらべると分野横断的な問題、あるいは、細かな知識が要求される問題が多かったため。
・個々の問題をみれば適切な問題が多いが，解答時間との関係で問題数が多すぎること，六法を参照させずに細かな条文の知識を問う（＝細かな条文の暗記を強いる）問題が散見されること，時間不足・情報不足の中では難易度が高いと思われる問題も散見されることなど，疲労がたまっている最終日に実施していることも含め，受験生に対し必要以上に高いハードルを設定しているように思われる。
d. どちらかといえば適切でない
e. 適切でない
(ｲ)商法
a. 適切である
・会社法のほぼ全領域にわたり、基本的な知識を問う問題がバランス良く作問されており、また、商法総則や商行為法についても、他の商法領域と交錯させるなど工夫された出題がなされているため。
・難問奇問はなく、範囲もまんべんなく出題されており、適切である。
・細かい条文を聞くような問題はなく、商法の基本的理解ができているか、というような問題がほとんどであった
・全般的に難易度が上がっていると思われる。また、第46問肢アや第47問肢アは、他の肢と異なり、明らかに関連性が乏しい。難易度を低下させるために挿入されたのかもしれないが、司法試験最終日で疲労困憊している受験生を却って混乱させる可能性もある。他の４つの肢と関連性のある肢の方が理解度を図れるものと思料する。
・判例学習の重要性を受験生に認識させる内容となっている。
・条文・判例を問う問題がほとんどであり、法科大学院の学習で基本的に対応できること、試験専用の勉強をそれほど必要としないこと、最低限知っておかなければならない知識を問うだけであり、短答式の性質にも適合していることが理由である。
・例年と同様に、商法の基本的事項に係る条文の正確な理解や判例及び学説の立場について正しく理解しているかどうかを問う問題が、商法全般からバランスよく出題されたため。
・短答式試験・論文式試験ともに検討いたしましたが、所要の時間内に法科大学院修了生が解答すべき出題の内容として適切であると考えます。ただ、短答式試験につきましては、報道によれば、憲法・民法・刑法のみを残して廃止する方針とのことで、そのような方針をとる場合に、従来は、論文式試験では出題されず、短答式試験のみで毎年５～６問（配点で、民事法150点のうち、10～12点）出題されていた商法総則・商行為法および手形法小切手法の扱いをどうするのか、明らかにしていただきたいと思います。というのも、もし不意打ち的に論文式試験で手形法の出題がなされた場合、従来ならかかる分野について短答式の対応のみで済ましていた修了生にとってあまりに過酷であると思われるからです。おそらくは、採点作業の観点からも、論文式試験では従来どおり会社法の出題がベースになると予想されますが、「会社法の出題を中心とする」とはっきり保証していただくのが疑心暗鬼を生まないために有益と考えます。
・会社法、商法総則・商行為、手形法について偏りなく学習したかどうかを問うものであり、適切であると考える。
・基本的な判例・条文内容を適切に問題として出題しているので
・商法分野からまんべんなく出題されているため。
・良質な問題が多かった。
・難易度も丁度良く、バランス良く出題されている。
・基本的な理解を問う問題であるから。
b. どちらかといえば適切である
・選択肢の中で難易度の開きが大きすぎるものが見受けられる。
・会社法の基本的な重要論点を中心に問うているから。
・概ね会社法の基本と基本判例を理解すれば解る。ただし第40問について，社債等振替法からの出題については問題ないが，選択肢ウを記憶のみで解答させるのは細かすぎるかも知れない。45問のような問題は，知識頼りのみではないという意味で，望ましい。
・若干ではあるが、難易度の極めて高い問題がある
・会社法プロパーが14問題、商法総則・商行為法が３問題、手形法が２問題そして民法と民事訴訟法の問題で会社法と関係するのが各１問題というように従来通りバランスよく出題されている点が良い。ただし、民法や民事訴訟法と比べて圧倒的に組み合わせ問題が多いのが気になった。
・総則・商行為・手形小切手法部分。やや細かいものもあるが，条文・判例・基本的な教科書の知識で解ける問題が多いから。
・昨年よりやや難しくなったようにも感じるが、ほぼコア・カリキュラムと連動が図られていると考えられるので、どちらかといえば適切である。
・全体としてはおおむね適切と思われるが、第40問や第45問は必ずしも適切とはいいがたい。
・一部、やや技術的で細かすぎる問題も存在するが、概ね適当である。
・基本的な知識、理解を問う問題が増えているように思われる。
・条文判例などがバランスよく問われている。ただ、少し細かいところもある。
・一時ほど些末な知識が要求されることはなくなり、とりわけ、商行為法、手形法の分野では基本的な問題となっていることは評価できるものの、なお一部の問において、細かな知識が要求されているため
・選択肢の一部に難しすぎるものがあるが、他の肢から正解にたどり着くことができるので、全体の難易度としては適切だと思われる。
・分量、内容ともにおおむね適切であると評価できる。
・学力レベル的に見れば、概ね適切なものといえるが、一部の問題については、条文上の知識に偏重している傾向も見られる。
・素直な問題である。もっとも、第４０問については疑問がある。
・工夫された設問も増えているが、まだ少し細かすぎるところがある。
・従来より易しくなったといえようか。
・条文・判例を基礎とした、バランスの良い出題であるため。
・概ね基本的事項である。
・基本的な問題が多い。
・社振法については、授業内で充分に触れることができていないのが現状である。
c. どちらともいえない　
・個々の肢については、本質的でない細目を問う問題が多い。
・実務的には、手形・小切手の需要が減り、電子債権に移行していることから、出題のテーマについて見直していく必要がある。
・一見、細かな知識を問うものが多いように思われる。基本的な知識からの合理的な推論で、正解肢を導くことができるような問題にすることが望ましいと考える。他方、選択肢から、ある程度の絞り込みか可能となっているため、難問ばかりとはいえないとも思われる。
・実務にとっても重要な内容で構成されている。細かい条文の知識が要求される問題がある。
・条文の細かな知識を問う問題も散見される。第45問のような、より本質的で論理的な思考力を試す問題を増やすことが望ましい。
・あきてきた、つまらない、多少のクレームは覚悟で、作る人を大幅に変えたら。
d. どちらかといえば適切でない
・振替法まで問うことには疑問がある。
・条文の細かい知識を問うものが多い。
・会社法以外の問題はもっと少なくてよいと考えるため
e. 適切でない
　＊複数回答
　　　　・細かな知識を問う問題が多い。（e）一部に細かな知識を問う問題が含まれている。(c)【c,e】
 (ｳ)民事訴訟法
a. 適切である
・基礎的な知識及び理解を問う問題となっており，出題分野・難易度ともにおおむね適当である。
・基本的問題でありながら、現在の学説状況を問うている点、また、判例の射程も問うている点
・必要十分な知識問題だと考える。
・民事訴訟法の基本的知識を問う問題が出題されており適切である。
もっとも、民事系第６４問は、実務上の重要度は理解できるものの、民事訴訟法に関する基本的知識とまでいえるかどうか、疑問もある。
　　　　・その多くが基礎的な知識を問う平易な問題であり、良問である。
・基本的事項を満遍なく聞いているから。
・さまざまな分野からバランスよく出題され、かつ難易度も適切である。特に第63問のような出題はもっと増やしてもよいと思う。
・総じて幅広い基礎的知識及び条文（民訴規則も含め）の理解を問う出題となっており，その範囲も管轄，証拠調べ，仮執行宣言，訴訟上の和解，上訴等にも及ぶなど適切妥当である。
・●すなおに考えて解答できる問題となっている。「落とすため」の難問ではない。
　　  ●民事訴訟法の全ての分野を網羅した問題となっている。
　　　★以上、全般的にみて適切であるとはいえる。
ただし、第５６問の選択肢５の「移送の申立てにより」の言葉づかいは、誤解を与える表現であると考える。
・論文試験では問えない実務に必要な具体的知識について全体から問うている。
・難しいと思われる問題もあるが、全体的には適切と思われる。
・広く基礎知識が試されている。
・基本事項を確認している
・基本的な知識を問う問題が多い。
・基本的な知識，判例からの出題であったと思う
・満遍なく出題されており、全体としての難易度も適切と思われる。
・法科大学院の授業レベルに適合するものであった。
・基本的な問題。横断的設問もある。
・基本的な問題が多く、奇問、珍問の類はなかった。しかし、中には、控訴審に関する問題のように受験生には厳しいものがある。
b. どちらかといえば適切である
・細かい知識を問う問題がある。
・出題と難度において適切であった。
・知識を問うている。
・条文の内容をそのまま問う問題がやや多かったようである。
・総合的・横断的な問題を増やしてもいいのではないか。
・条文及び基本的な判例に基づく出題であり，概ね適切であるが，知識のみで解答可能な問題が多く，思考力を問う問題が少ない。
・やや細かいものもあるが，条文・判例・基本的な教科書の知識で解ける問題が多いから。また，出題箇所についても論文試験では出題しにくい分野が出題されている点も，理由。
・細かい事を聞いていると考えられる選択肢も存在するが、正解を見つけ出すために鍵となる選択肢は、民事訴訴訟法理論において基礎的理解に属する事柄が多く、全体としてはバランスが取れていると思われる。しかし、不適切と思われる選択肢も存在する。第58問の4.では、訴訟脱退に被告の同意は不要だとする学説も存在するのではないかと思われる。また、第62問のオ．では、これらの複数の選定当事者が固有必要的共同訴訟人の関係に立つ場合には、全体との関係で訴訟は中断するのではないか（抑も、固有必要的共同訴訟人の関係に立たない場合でも、死亡した選定当事者との関係では訴訟手続は中断するのではないか）。
・基本的に良い問題だとは思うが、手続的内容を問う比率が、高すぎると思う。
・第71問は細かすぎるのではないか。
・いずれも想定される問題ではありますが、全体的にはやや細部に偏りすぎていはしないでしょうか。管轄・移送、訴訟能力、送達、宣誓、仮執行宣言、上告と上告受理などは、全部の出題がもっと多数に及ぶのであれば、いずれも出題されて然るべき問題だと思いますが、全部で19問にすぎないことからしますと、この種の問題の占める割合が高すぎるように思われます。論文式試験との役割分担ということはあるにしても、論文式試験の試験問題と調整しながら、もっと基本的な論点に関する問題に重点が置かれるべきではないでしょうか。ただ、そうは言っても、70問などはもう少し出題の仕方に工夫（ひねり）があってもよいのではないかという気はします。
　なお、56問の選択肢「５」の末行は「（Ｙの）移送の申立てにより」ではなく「（Ｙの）移送の申立てがなされても」とすべきではないでしょうか。また、63問の設問の下から２行目に「抗弁を含まないもの」とあるのは「抗弁を含まないものないしは抗弁とはなり得ないもの」とするか、いっそ「抗弁とはいえないもの」とした方がよかったのではないかという気がします。
・条文の正確な理解を前提としており適切。
・やや細かすぎる問題がある。
・やや細かすぎる知識を要求している問題がある。実務にとっても重要な内容で構成されている。
・確実な知識があると一定程度答えられる。
・だいたいのところ、適切な出題である。
・一部細かすぎる知識を問う問題がある。
c. どちらともいえない　
・適切な問題もあるが、例えば管轄や送達等について、六法を参照しないで解答させるには無理のある、かなり細かい問題もある。
・やや実務的な細かい点の暗記を必要としている
・多少、細かな知識を問いすぎているように思える。
・例年通り19問。肢の中から正解を1つ選択する問題が7問（第56、57、59、60、61、66、67問）、肢の中から正解を2つ選択する問題が7問（第58、65、70、71、72、73、74問）、各肢の正誤を組み合わせの形で問う問題が5問（第62、63、64、68、69問）。問いの多くは、基本的な理解を問うものと見受けられるが、そうであるにしても、単に条文の知識のみで回答できるようなものは、出題する意味があろうか。短答式試験の趣旨・役割に関わるともいえるが、要は、実務家として必須の基本的法的素養（主要な判例についての理解や重要な法制度に対する理解など）が欠缼しているかを判別できればよいのではないか。細かな条文の知識をそらんじることを求めるのは、ふるい落とすためだけの試験の印象がありはしないか。もう少し問題数を絞り、基本的な法概念、制度趣旨などを考えさせる出題というのは実現可能性はないか。
・ほぼ適切な問題だが、重箱の隅をつつくような設問もある。
d. どちらかといえば適切でない
・例えば、63問は考えさせる問題であるが、細かい知識だけを問う問題がある（例えば、59問、62問、67問）
・時間に比して問題数が多く，また細かな条文等の知識を問いすぎる
・重箱の隅をつつくような問題が多いとの印象であり、こういう問題で法律家としての適性・能力・センスを判定できるかどうか若干の疑問を禁じ得ない。
e. 適切でない
＊複数回答
・細かすぎる問題が少ないと思うので。(b)基礎的知識を確認するもの。(a)【a,b】
 (3)刑事系
(ｱ)刑法
a. 適切である
・過去問と比較して
・基本的な判例・学説の知識を確認する内容となっており、適切である。
・分量・内容ともに適切
・理論、法文、判例について適切に問われている。
・判例にそった基本的な問題が出題されている。
・基本的な事項を問う問題が多く，法科大学院での学習成果を試すという観点から見て，良問であると思われる。
・質量共に基本事項の理解度を見るのに適した出題であると考える。
　　　　・従来の傾向どおりであるから。
　　　　・出題範囲，難易度とも適切であるように思われる。
・法的思考を問う問題と判例の理解を問う問題がバランスよく
・法曹にとって必要な基本的理解、知識を問う内容であるから。
・複雑な形式によることなく，基本的な知識および推論応力をバランスよく確認する内容となっているから。
・出題範囲・難易度ともに、刑法の基礎知識を問う問題として適切である。
・基本的に判例の知識を前提にして、よく考えさせる問題と思われる。
・基本判例の正確な理解と論理的な思考力の有無をテストできる問題だと思われるので。
・正確に覚えておく必要がある設問がいくつかあるので
・内容・分量とも適切である。実務にとっても重要な内容で構成されている。
・基本を問う良問である。
・基礎的な知識を確認するものになっている。
・事例問題が多いが、刑法の基本的かつ重要な論点について正確に理解しているか、特に実務上重要である判例の見解をきちんと理解しているかを問うているので適切と考える。全体的にバランスがとれているとは思うが、正誤問題の多用や「判例によれば」という出題形式の多用は、択一対策として判例を丸暗記しようとするおそれがあるので、検討の余地があるのではないだろうか。
・刑法の基本的知識を問う良問が多く、概ね適切であると思われる。
・思考能力を問うものになっている。
・基本的な論点について適切に発問している。
・基本的知識を問うているから。
・各領域における知識・思考がバランスよく問われている
b. どちらかといえば適切である
・正解の選択には影響しないと思われるものの、厳密に見ると選択肢の表現が正確性を欠いている場合がいくつかある。
・判例をベースにした素直な出題で，基本的な学力を確認するには適切と思われます。ただ，複雑な回答経路を経ることない限りで，学説を交えた出題が2～3題程度あってもよいかと思います。
・問題が各領域からバランスよく出題されている。
・旧司法試験型の出題が一部にみられた。
・犯罪論を中心に、刑法の基本的な理解を問うもので、良問と思われる。ただ、刑罰論については、条文を見ればわかるものは問わなくてよいのではないか
・概ね基本的知識の確認に徹した出題内容になっている。
・難易度という点では、適切な水準と思う。判例の意義を確認する問題については出してもよいが、設問はもう少し吟味して、各肢が明快に答えられない内容となっていないか検討して欲しい（出題者がどのような人かが予想がつくような設問は、良問ではないし、迎合の風潮を助長する。）
　比較的平易であること、正しい定義の理解を求める問が多いことは、積極に評価するが、「落とし穴」的な問題が散見されること、異論のあり得るところについて「判例」に限定せずに正誤を問う問題について妥当性に疑問があることなど疑問点もある。
・５肢にわたって正誤を問う問題とその配点について，他の問題とのバランスがとれているか？配点の変更が平均点の低下を招いたのではないか？
・知識問題と論理問題がバランスよく出題されており、どちらかと言えば適切である。条文知識の問題はやや細かすぎるきらいがあるが、判例問題や論理問題については主要なものがほとんどであり、適切であったといえる。
・犯罪論については適切であるが、刑罰論については条文上の細かな知識を問うものが見られ[たとえば第の]、もう少し刑罰の本質や犯罪論との関係などを問うのがあってよいのではないか？
・出題範囲，問題文の量，質，いずれも従前の傾向と大きく変わっておらず，端的に基礎知識を確認するという択一試験の趣旨に適った出題と思われる。基本的判例を踏まえた設問が多く、設問の難易度が混ざっている。
・概ね基本事項の理解を問うもので、適切だと思われるが、判例の知識を問うものがやはり多い点は偏りがある。
・基本的事項を中心とした問題であるため。
・無駄に複雑な問題が減り、法科大学院で学習する基本的な理解があれば解ける問題が大部分であるため。論理的に考えさせる問題も適度に出されているため。
・論文式試験との関係を含めバランスのとれた出題である。単純な判例の結論を記憶しているかどうかを試すにとどまらないような工夫もある。ただし、「判例の立場に立って検討した場合」との出題が受験者を細部の記憶へと誘導するおそれがないとはいえない。
・設問の趣旨が分かりにくい問題もあった。
・基本的な理解で解答できるものが多いことから。
・基本的な問題が多い。
・おおむね良問であるが、第９問、第16問の選択肢イおよびオ、第18問の選択肢４のように、条文ないし判例の些末な知識のみを単純に問う設問に関しては、知識偏重のきらいが若干あるように思われた。また、設問11および設問20については、事例が質問内容とあまり対応しておらず、事例それ自体にはあまり意味がないようにも感じられた点が気になった。
c. どちらともいえない　
d. どちらかといえば適切でない
・内容はともかく、予備試験と重複問題が多いのは不適切
・足切りが多すぎるのは、問題の方にも問題があるのでは？
e. 適切でない
　　　・未修修了者には難しすぎる。
　
＊複数回答
・問題により難易度にばらつきがある。【a回答：2名　b回答：1名　ｃ回答：1名】
・判例の立場や単純な知識（特に第9問）を問う問題が多く、思考力というより記憶力を問うているように見える→ eq \o\ac(○,C)に関する記述
肢につき曖昧あるいは不明確なものが散見される。また，実質的に正誤だけを問う問題の割合が多い。→ eq \o\ac(○,d)に関する記述【c,d】
(ｲ)刑事訴訟法
a. 適切である
・基本的な条文・判例の理解を問う問題と，論理的解釈から解答を導く問題がバランスよく配置されている
・出題事項・水準ともに妥当である。解答も時間内に十分可能と思われる。
・分量・内容ともに適切
・基本的知識を確認するための問題として適切な難易度であると思われる。
・基本的に条文や判例等の基本的知識を問うものである。また，実務上重要な問題についてもバランス良く触れられている。
・今年を含め、毎年度、基本判例、条文などの基本的知識を問う良問が出題
されていると考える。
・基本的知識を問うている。
・若干、条文の細かい知識や実務に関する詳細な理解を要する問題もあるが、全体的に見て難問とそれほどでもない問題のバランスが取れているように思われる。
・若干細かい知識を問うている出題もあるものの、全体的には法科大学院の講義（刑事訴訟法科目・刑事実務基礎科目等）をまじめに受けていれば対応できる出題内容であり、分量的にも回答時間との関係で適切であると考えられる。
・出題範囲，問題文の量，質，いずれも従前の傾向と大きく変わっておらず，端的に基礎知識を確認するという択一試験の趣旨に適った出題と思われる。
・内容は基本的なものであった。
・基本事項の確実な理解を試す良問である。
・基本事項だから。ただし、上訴は除くのが適切。
・条文・裁判例の知識を丹念に問う良問。
・分量・内容とも適切である。実務にとっても重要な内容で構成されている。
・適切な内容である。
・難易度が適切である。
・基本的事項について聞いている設問が多く、また知識の有無だけを聞くのではなく、考えさせる設問が含まれている。
・条文・判例知識は概して基本的／それ以外の対応が必要なものもおおむね基礎的なもの／分量・作業量も多くはない
・制度の理解に必要な基本知識をストレートに問うものであり妥当
・出題の範囲及び難易度ともに適切である
・基本判例、条文の知識を適切に問う問題となっており、実務家の基礎を身につける誘導を十分にしているため。
・広く基礎的な知識を問う設問になっている。
b. どちらかといえば適切である
・概ね適切であるが、錯覚を誘うクイズ的設問もある。
・一部ではあるが，問題文が長過ぎるもの，単に日本語としての論理矛盾を問うものが散見される。
・全範囲から万遍なく出題されている。
・分量が少し多いように思われます。
・条文に定めた手続を問う平易な問題が多いが、刑法と異なり「組み合わせ」を問う問題が多いので、両科目の公平化・平準化が図れるか疑問がある。
・形式面では、刑事訴訟法の問題に関する限り、問題文がページをまたぐ形になっていることがなく、一覧性に配慮されていた点が適切であり、今後もこのような取り扱いが継続されることを希望する。内容面も、基本的知識の定着度を測るという趣旨に照らしておおむね妥当と思われるが、正解肢の個数を選択させる問題（たとえば第25問）は、出題レベルが不適切なものとまでは言えないものの、個々の受験生の能力を適切に評価できるかに疑問があり、出題するのであれば第24問のように個別の選択肢について正誤を問う形で対応することが可能であるから、そうすべきではないかと思われる。
・比較的新しい判例まで取り込まれており、細かな条文までも尋ねているため十分な勉強が必要な内容となっている。細かい条文も、実務上使われるものであり、模擬裁判等の実務系の授業を選択していた受験生には比較的有利だったのではないかと思われる。
・実務的な内容の出題であったと思われる。もう少し基礎的でも良かったかもしれない。
・条文知識だけを問う問題はなるべく減らすべきである。
・基本的知識を問うものとなっている
・幅広い範囲からの出題で、科目全体について基本的理解を確認するには適していると思う一方、解答時間が不足する受験者が多いのでないかと思う。
・学説を問うものがあった。
・短答試験問題の出題傾向については、これまでと同様である。刑訴法における基本的な制度や概念等の基礎的な理解を問う問題として、全体的には素直で基本的な問題と思われる。しかし、知識偏重型の細かな知識を問う問題も、これまで同様に出題されているという点は問題として残る。
・基本的な問題が多い。
・一部、授業での指導では困難と思われる技術的な問がある。
c. どちらともいえない　
・控訴及び略式手続に関する問題（39問、40問）まで出題する必要があるのか。
・基本的問題が、もう少し欲しい
d. どちらかといえば適切でない
・一部出題意図不明。
e. 適切でない
　　　　＊複数回答
・基本的な理解知識・思考能力を問うもの。問題により難易度にばらつきがある。【a回答：4名　ｃ回答：1名】
・肢につき曖昧あるいは不明確なものが散見される。また，個数を解答させる第２５問は出題方法として適切か疑問→ eq \o\ac(○,ｄ)に関する記述【b,d】
論文式試験について
(1)公法系
(ｱ)憲法
a. 適切である
・内容複合的な出題で，受験生に考えさせるという点では適切であった。
・オーソドックスな勉強してきた受験生であれば，論点を発見しやすい問題である
・数年前までと比べると素直な問題であると思う。
・質問形式も安定しており、設問２で「Ｂ県側の反論についてポイントのみを簡潔に述べた上で」としたことも、受験生に親切である。主テーマは憲法上重要なポイントに関わるものであり、資料も適量である。特定の学説や外国判例に依拠しなければ高得点が挙げ難いような出題でもないように見受けられる
・基本事項の確認とともに応用能力も問われる良問であると考えます。
・判例知識との接合が適切
・基本的な知識を問う良問であると思う。今後も、今年度を最大限として、これ以上の難問は出題しないことを期待する。
・単なる「暗記」に基づく抽象的、観念的、定型的記述ではなく、問題に即した憲法上の理論的考察力を見ることを主眼として組み立てられた論文問題には、憲法に関する判例を踏まえたうえで憲法理論をより深めることが求められている。
そこでは最新の法理論を意識した設問が設定されることもあり、憲法理論を深めた法曹を生み出すものとして意義が深い。例えば、近年、最高裁判所が示した違憲・合憲の事例の中には、実質的に憲法理論へと言及するものが増えている。論文試験が直接の原因ではないにしても、よい影響を及ぼすものとなっていると感じており、近時の問題傾向を適切と評価している。
・基本判例に関する基本的な問題と、応用問題とが含まれているから
・憲法問題の分析能力を測ることができる問題であり、難易度も適切であると考える
・基本論点に関わる出題内容で、かつ受験生の法科大学院での学習成果、理解度が適切に評価しうるものとなっており、分量も適切と判断した。
・過去の事例を組み合わせたオーソドックスな問題であると評価しうる。
・法科大学院において学修し、終了したものが備えるべき知識を用いて回答できる問題である。
・依拠すべき最高裁判例が分かりやすい良問である。
・決して奇をてらった問題ではないが，従来の概説書等で十分に検討されていなかった論点についての憲法上の主張を検討させようとしており，記憶力に頼った定型的記述を行うことでは対応できない問題であった。
・憲法の基本問題を問うものであるから。
・二つの不許可処分の合憲性を問う点でやや難しいが、事案の的確な解析を踏まえて、判例などの正確な理解に基づく解釈適用を問う良問である。設問文が過年度の問題に比べて、より明確になっている。
・判例や学説についての基礎知識を事例問題で応用的に問う良問である印象を受けた。
・基本書と判例の原文を読み込んでいれば答えられる基本的な問題と、それを応用した問題が組み合わされていて、しっかりと考えさせる問題であったから
・判例の理解を問うものであった。
・出題としては、易しめの前半問題と難しめの後半問題が混合され、適切と思われる。ただ、後者については、大学の内部関係［大学の自治と学問の自由の相剋］という判例・演習問題に乏しい領域で、近時論文レベルで展開されている［法科生の作品として本郷隆・東京大学法科大学院ローレビュー第7巻］議論をフォローしながら錯綜した問題に挑戦した答案が、正当に評価される必要があると思われる。
b. どちらかといえば適切である
・構想力と構成力の問われる問題が出題されている。
・人権規制の合憲性審査の基本的問題のひとつとして。
・時事に題材をとるのは良いと思う。
・基本的な判例・学説を理解し、事例に応用できれば解答可能な問題であり、法科大学院教育の理念に即した良問である。ただ、２時間で解答するには、事例がやや複雑にすぎるように思う。
・説例の中での処分理由に事実誤認があると思われるが、憲法の問題としてはそのようなことを指摘させようとすることが適当であるとは思われない。
・一見すると平易だが、高度な論点を含み、憲法について考える力を見るのに適した良問であると言える。しかし、実質２問であり、分量的に多い。
・基本判例を踏まえた問題で適切であるが、更に簡潔な問題とすべきである。後述４参照。
・例年と同様に時事的要素を含む点、デモや大学のゼミという日常的にイメージし易い場面を取り上げた点、および、複数の重要判例相互の関係の理解を問うものである点で、適切な出題だったと考える。
・出題テーマとしては適切であり、処分違憲の主張もよく問題文を検討すれば解答は難しくない。ただ、条例の違憲性の問題点を摘出することに困難を覚える受験生が多いと思われる。
・事案に即して、どの憲法上の主張が最も有効かを考えさせる問題としてよい出来だと考える。平成24年度のように特定の判例を知っているか否かで、解答に差異が出るような出題よりは好感をもてる。ただし、設問は解答を誘導しすぎの印象がある。もちろん、このような誘導がないと、出題者の意図からみて本質的でない論点に字数を使う答案が多数出てくるのを懸念した結果であることは理解するが･･････
・ロースクールの授業で対応できる標準的問題であるが、出題分野がマンネリ化してきている。
・昨年度から、出題レベルに無理が無くなった結果、難問に全員が成績が伸びない事態よりもかえって憲法の実力が全体成績に反映されやすくなったのではないかと思われる。
・デモ行進と集会という憲法の精神的自由権に関する重要テーマについて，事案の分析を正確に踏まえて対立する利益を正面から検討させようとする出題であり，大いに評価できる。条例の文言の明確性などを争点から外したこともよかった。処分を２つ争わせているが，過度に難しくなったということはないだろう。ただし，集団運動条例と住民投票条例の関係がわかりにくく，不許可理由が「住民投票運動に伴う弊害を生ずる可能性が高い」となっていることを正確に分析するのに困難を感ずる受験生も多いのではないか。その結果，住民投票という契機にふれないで，平穏な生活環境への害や商業活動への支障の有無に集中する答案になってしまうおそれがあるように思われる。住民投票という契機をいれたことに出題者として大きな意味があるのであれば，出題者の意図にそわない答案が増えないか危惧する。処分を１つにして，問題文において住民投票との関係を丁寧に説明するという手もあったように思われる。
・実務にとっても重要な論点で構成されている。事実関係が不自然である。
・重要判例で解けるものであった
・下敷きとなる判断枠組のある論点とそうでない論点が組み合わされている点がよい。但し、ボリュームとしては時間不足となるのではないかという懸念がある。
・基本判例を元にして考えさせる問題である点とても適切と考えるが、問題文中の「表現」にやや偏りが感じられる。
・処理能力の速さが重視されすぎている感が否めない。
・基本的な知識を前提にしている点では良問であるが、一通り論点をとりあげると解答時間が不足すること。
c. どちらともいえない　
・二つの不許可処分の内容・性質の異同についての整理・比重のかけ方に苦慮するのではないか。
・採点基準が分からないので判断が困難
・法科大学院で学修した内容が出題されているが、問題文の量が少し多いと思われる。
・問題の内容や検討しなければならない資料の分量などは適切なものになってきたと考えられる。しかし、本年のように、憲法上の根拠条文が複数考えられる出題は、受験生の実力を評価する場合には明らかに不適切である。結果的にどの条文を根拠してもよいのだとしても、受験生がいずれの条文にすべきかに悩んでしまうことは容易に想定される。本来であれば、十分な事案の分析に基づいて説得的な法的議論を展開できる学生が、十分な実力が発揮できないことが想定される。仮に悩んでもしょうがないと考え、直感で争点を選択した学生が、当該争点に関する十分な論述を行うことによって相対的に高得点を得ることになれば、法科大学院の教育が目指す理念と司法試験における評価が完全に乖離してしまうのではないか。
d. どちらかといえば適切でない
・問題としては、なんの野心も見られない安易な問題。資料（二つの条例抜粋のみ）をあまりつけない最近の傾向はそのまま。この点では、立法事実や原告側の詳細な事情は、考慮できない。適用違憲の検討を具体的な事実に基づき丁寧にやらせるという意図かもしれないが、その割には、当事者の主張として用いることが出来る事情は、問題文にしかなく、それも社会的事実の一部なので、実際の実務にはあまりそぐわない。大学施設の問題は、考え出せば面白い問題を含むが、根拠となる学則すら示されておらず、大学長の裁量権など立ち入った検討はできない。
・論点自体は悪くありませんが、出題の方法に工夫がないと思います。司法試験の問題は、今後、旧司法試験に回帰すべきで、考える力や議論する力は必要ないということでしょうか。
・もう少し論点を絞って出題してもよかったのではないか。問題の事案が必要以上に複雑化されているような印象がある。
e. 適切でない
・二つの不許可処分のうち、前者は一般助成＝パブリックフォーラム、後者は選択助成＝文化専門職の職責の独立を求める被助成者の権利にかかわる処分であり、論じわけで受験者の学力を問うことができる構成になっている。
問題自体は良問と言える。
また、本学の教育課程においても、十分に講義しているところである。
このため、本学のような学術水準を備える法科大学院の期末試験の問題としては適切といえよう。
ただし、現状の採点担当者（司法試験考査委員）には、おそらくこのような高度な学術的分析を行う能力はないように思われ、本学で講じられているような憲法学の最先端水準の議論を踏まえた採点はできないと考える。（採点者の中に、選択助成の場面を適切に取り扱い、また公立大学の学生が教室の使用許可を求める権利の憲法、行政法上の位置づけを把握できている者が何名いただろうか？）
出題者は、自らの採点能力では取り扱えない出題をしており、猛省と謝罪文の公表を期待する。
 (ｲ)行政法
a. 適切である
・基本的・基礎的知識があれば、「法律事務所の会議録」と資料１～３に基づいて回答が可能な問題である。
・参照条文を深く読ませるよう仕向けている。
・訴訟要件と本案勝訴要件のそれぞれについて、複合的な問題構造の下、基本的な論点を有機的に考えさせる試験となっている。
・設問に付された誘導が丁寧であり、地道な勉強を続けてきた法科大学院生なら説得的な解答が可能であろうと考えられる
・勉強しておればできる問題。原告の立場、被告の立場での理論構成が問われ、片寄らない思考が問われている良問である。
・基礎的知識の応用力が試される内容である。
・なじみ薄い分野からの出題だが、指示に従って適切に検討を加える能力があるかを試す良問である
・基本的な論点の正確な理解を試しているから。
・知識を問うというよりも、考えさせる問題となっている。
・オーソドックスな出題であり、問題文の中の弁護士による誘導・ヒントも適切である。
・行政法の基本的事項や重要判例を十分理解し、資料を検討すれば解答できる内容であり、分量的にも適切である。
・法的推論の能力を試すものとして妥当。出題が土地に傾きがちのきらいも。
・土地区画整理法の実例を素材として、定款の処分制の有無を問い、本案事項の違法性についても、定款の変更の違法性を主張することの当否を尋ねる良い設問であり、解答のヒントも法律事務所の会議録にあることにより、受験生にとても参考になっていると思う。
・設問が適切な誘導になっていた。
・受験生が組しやすい素材を用いて，基本事項を問う問題であるため。
b. どちらかといえば適切である
・第一問は難しすぎるのではないか。 
・内容は処分性の有無と本案の主張の検討を通じて、個別行政法に対する理解を求めるもので、適切な内容と思われる。しかし、個別行政法の出題分野について、昨年、今年と同じ分野からの出題であって、やや偏りがあるように思われる。
・行政法の基礎知識を前提に条文解釈力や事案の法的評価の力を試す良問であるが，法科大学院の通常のカリキュラムでこのレベルに達するのは相当の工夫を要するように思われる。
・判例知識と個別法解釈能力があれば十分に２時間で対応できる問題であり適切であった。ただ，個別法解釈の配分がやや高いように思われる。
・設問1は、行政法判例を深く掘り下げた理解を必要としている点で、良問。設問２は、検討時間に限りがあることからすれば、個別法の解釈についてはもう少し誘導があった方がよいと思われる。（とくに法21条1項4号の解釈について）
・やや学生になじみがないマイナーな事案を扱っているが、問題文による誘導がなされており、適切と考えられる
・もう少し難易度を下げてもよいのではないか。
・どちらかといえば適切であるが，以下の点で疑問がある。弁護士の会話の「本件認可の法的効果を幅広く検討することによって」という，「幅広く」の意味がよくわからない。約款と条例を比較するなどというヒントが必要なのかもよくわからない。実体的違法事由を論じさせるには条文上の手がかりが少なすぎるのではないか。
・分量、設問自体は妥当だが、授業で扱うような判例を素材としていないため
・論点は一般的で適切であるが、素材が特殊な事案であり、余り適切とは言えない
・判例を意識させる問題である。
・素材とされた条文は余りなじみのないものであるが、その分、知識ではなく考える力を問う問題として、適切である。但し、（毎年そうであるが）誘導が多すぎるのが気になる。
・多数の条文の摘示については、受験者の負担が大きかったのではないか。結果として、十分に対応できない者が多かったと思われる。今後の出題に工夫が必要とされる点であろう。
・基礎的論点の一歩踏み込んだ理解を問う点は適切と考える。ただ、時間の割には答えるべき内容がやや多いように思われる。
・知識を問うよりは、よく考えさせる問題だった。
・実務にとっても重要な論点で構成されている。
・特に[設問２]について、誘導文に沿って解答をさせるという特徴が出すぎているようにも思われる。採点が難しいということは理解できるが、もう少し自由な発想で解答をさせる部分を作ってもよいように感じる。
・問題としては適切と考えられるが、土地行政領域から出題される頻度が高く、その点は配慮されるべきと思われるため。
・やや特殊な問題について、丁寧にヒントを与えて解答させるスタイルとなっているが、もう少しオーソドックスな事例について、問題点を自分で発見させるスタイルでもよいのではないかと思われる
・問題の趣旨が明確である。
・解答時間に不足する懸念がある。
c. どちらともいえない　
・難易度自体は高くなく、妥当であるが、特殊な処分性判別を答えさせるよりも、適切な訴訟類型の選択を答えさせるような問題のほうが実務に活きるのではないか。特に、今後、短答式試験から行政法が外れるとすると、本問の試している能力は限定的過ぎるように思われる。
・採点基準が分からないので判断が困難
・事例自体は通年同様興味深いものであるが、今年については、例年丁寧すぎる感のあった弁護士事務所の会議録が意図的にポイントを外している感がある。また設問1については、研究者の観点からは、同会議録による示唆乃至誘導との関係で、どのような採点がされるのか注視している
・行政法の重要問題に関するよく練られた良問と思いますが、平均的な受験生にとっては、難度の高い問題のように思われます。
・難問ではないものの、特定の論点に偏っている感がある。
・組合実施の土地区画整理事業における賦課金は授業であまり扱わない問題であり、受験者が問題文を理解するのに時間がかかったのではないか。但し誘導は適切であったと考える。なお、処分性が重要問題であることは否定しないが、２年連続出題されることは疑問である。
d. どちらかといえば適切でない
・試験時間がもっと確保されていれば考えさせる良問といえようが，これから実務家となろうとする者に対して出す問題としては過剰要求と思われる。とくに設問2は難問で，じっくりと検討させる時間が必要であろう。また，設問1の誘導は，本件認可の法的効果の検討と噛み合わないように思われる。
・かなりの難問である。
・最高裁判例の出ていない事案からの出題は、学生の日常的勉学の範囲を無用に広げるおそれがある。また、設問の一部に行政法の授業で扱う範囲を超えた個別法の実体法的論点に関するものが含まれている点も、適切とは言い難い。
・多様な行政分野の中で、まちづくり行政関係の領域に偏っている感がある
e. 適切でない
・①行政分野は多岐にわたるにもかかわらず、素材に偏りが見受けられる、
②処分性に関する作問が多すぎる、③論点発見能力は不要と判断しているのであろうか、④原告側代理人の立場からのべよと問いつつ、あとで適法かなどという問い方はいかがなものか、⑤認可の処分性の有無について語らせるのは、自治体職員ではなく弁護士にするのが妥当と思われる。
・まちづくり関係の法令が過去繰り返し出題されており、素材選択の点で不適切である。
 (2)民事系
(ｱ)民法
a. 適切である
・現場思考力を問うなど、良問である。
・基本的知識に基づいて主張を法的に構成する能力、応用的な問題にその場で対応する能力、また判例の射程・批判を考える能力を測るものとなっている。
・基礎的な知識およびそれにもとづく発展能力を問う問題として適切である。
・財産法の問題を、事実関係に即して総合的に考察させる良問である。設問が３個にとどまっているという点も、受験生にじっくり考え抜かせて論述させるものであり、適切であると考える。
・試験時間と設問数とのバランスがとれており、いずれも出題者の法的思考を試すという意味で考えさせる出題内容である。
・基礎的知識を基に応用力、事実関係の分析、評価力などを試し、法科大学院教育の内容、程度にも即したものである
・事実の創作的要素が減り、重要な事項を考えさせる問題となっている。
・本年も幅広く民法の重要テーマについて問われており、ここ数年の出題内容・水準は安定しており、良問といえる。また、いずれも単なる知識ではなく受験生に考えさせる問題となっている
・昨年よりも、答えやすい問題が増えた点は評価する。受験者がほとんどできない問題では、きれいな実力の差が出ない。どこかで受験生がやったことがあるであろう問題を出題していない点は賞賛に値する。物上代位の問題はいつかでると受験生は予想しており、今年それが一つの問題と出題された。判例を知っているだけでは解けない問題としたがよいが、難しい問題である。このような問題が１題でることは、上述のこと（難しすぎる問題は避けるべきであるということ）との関係で問題ないと考える。
・民法規範の趣旨と構造を問い、また法理の相互関係を問いながら、民事紛争の解決策を解答させようとする作問であり、実務試験として好ましいと評価する。
・問題数が適切であり、深く考えて論述する能力をみるのにふさわしい。
・基本的な理解をバランスよく問う問題であり、適切であると考える。
・3つの設問のいずれも問われている内容は、民法上の基本的な論点に関する知識とその応用によって対応できるものであり、問題文の分量も妥当なものといえる。
・一見すると問題文が長いと感じられるが、ほぼ1頁1問という形になっていて、適切である。問題のレベルも極端に難しいものではなく、基本的事項の理解を問いつつ応用問題に展開しており、適度の難しさを兼ね備えている。
・いずれも、基本的な範囲からの出題でありながら、既存の知識をもとにして自分で考えることを求めるものになっており、法科大学院修了生の学修成果を図る上で適切である。また、設問3は、判例の射程を考察することを求める趣旨の出題であると考えられるが、判例を事案と関連付けて理解することの重要性を法科大学院生に伝えるメッセージにもなっており、積極的に評価されてよい。
・問題文の分量、難易度から適切である。
・要件事実的な知識も求められていると思われるが、基本的なものであった。
・基礎知識を踏まえた応用力を量る良問である。
・問１から問３まで、いずれも、いわばオーソドックスな論点であった。問3はとかく学修が薄くなりがちな相続法の問題であり、受験生にとっても今後の学修方法を立てやすかったと思われる。なお、問1・設問3についてであるが、平成13年の最高際判決を摘示する必要があったかについては、疑問に思われる部分がある。賃料債権に対する物上代位の行使は典型論点であり、ロースクール生であれば、当然理解しておくべき事案である。出題の客観性の担保が趣旨であったと思われるが、親切すぎるであった感は否めない。
・基本的な知識を事実に当てはめて回答する問題に加え、自らが結論に至る筋道を考えて記述する問題が出題されており、司法試験の問題として適切だと考えます。ただ、試験時間が2時間であることを考えると、受験生が自らの知識を前提として考えることができる時間を十分に確保する必要性があります。出題はできるだけ小問的なものを控え、問題数を限定することも考慮いただきたいと思います。
・問題内容、程度については例年同様であり、基本的に条文や判例に関する基本知識を問うているものであった。ただ、文章表現として適切性を欠いているのではないか、と思える選択肢もあったように思われる。そのためｂという評価になった。
b. どちらかといえば適切である
・本年度は、どのような解答を求めているのか、どのような手順を踏んで解答すべきかに関して設問が非常に丁寧であったと思われる。また、以前のように細々と資料を読みこなす問題ではなく、基本的な争点について基本的な解釈を問うているものと思われ、その点でも、スタンダードな法科大学院教育の内容に一致しているものと感じられた。ただ、設問１の解答に求められる「主張」のレベルと、設問２の解答すべき「主張」のレベルとが、配点から考えても異なるのではないかと想定されるので、その旨が設問で言及された方がよいのではなかろうか。
・保証の事例は下級審判例をしっているか、どうかが影響するが、そのことの是非については議論の余地があると思う。
・出題内容から。特に、問題②については、現場で制限時間内に対応するには、やや難しい感があり、問題③にまで辿りつけない者もいるのではないかと思われる。
・基本的な知識を問うたり知識偏重ではなく考えさせたりしている問題ではあるが問１出題形式のように出題意図が若干読みづらいところもある。
・民法の設問１については、代理の要件を中心として要件事実的に論ずる容易な問題と、追認の書面性という受験生にとっては目新しい問題が組み合わされており、基礎学力が問われるとともに、実力差が反映される問題である。また、民法の設問３については、判旨の勉強だけではなく、判例の事案や解説を含めた検討を日頃よりしていることが要求されており、この点でロースクールの受験生にとっては授業の内容が役立つ問題形式であるように感じた。ただ、結論において、無効である、差止めできる、請求できるという結論を導くことが目的となっており、企業活動に関する法律問題を解決することが重要となる商法の分野において、現実の問題解決につながるかどうかは度外視される問題となっているため、実務に即した法曹を選抜する試験として十分かどうかには疑問がある。
・問題の難易度としては、適切と考える、ただし、今少し旧司法試験のような一連の論点を論じた上で問題解決に至る設問があったほうが適切と考えるから
・学生は実際の事例に触れる機会がさほど多くはないため、事案の整理にかなり時間と労力を割かなければならなかったものと思われるが、内容としては基本的な知識の定着のみならず深い考察力が試される適切なものであった
・今回の問題は、①無権代理行為の追認と保証契約の要式性の関連性、②賃貸借契約における賃借物の毀損に対する賃借人の責任、③抵当権者の賃料債権への物上代位と賃貸借契約に伴う必要費債権による相殺の関係、を問う問題の３つであった。①・②の出題内容は、基本的な論点に関連するものであり、概ね妥当と思われるが、やや意表をつく感があった。ただ、出題の分量としては、事実関係の整理に要する時間を考えると、若干多いように思われる。③で【参考】判例を掲載したのは、受験生の記憶に要する重い負担を解消する点で良いと思われる。
・基礎的な法律関係にひねりを加え、丸暗記した知識では対応できず、現場での思考を求める問題である。ただし、結論の違いを含め複数の法律構成が可能と思われる問題であるから、採点基準を明確に示すべきと思われる。
・問題それ自体は適切であるが、解答すべき内容を考慮すると２時間でおこなうには、量が過大である。
・わざわざ判例をあげた意図が不明。
・解釈論の展開を求める作題は、実務法曹養成教育の立場からは、若干の違和感を感じる民事系第一問設問３
・法科大学院修了者だからこそ解答できる問題という意味では適切。しかし、時間内で解くには分量としては、多く思われ、踏み込んだ検討が結果としてできなかったのではないかと思われる。
・予備校等に行かなくても、法科大学院の授業だけで十分合格点がとれる（ただ、有職者については、やや困難）
・基本から考えさせる問題で、判例との違いを聞くのも応用力を試すものとして良いと思われる。時間に比して分量が多すぎる点は気になる。実務にとっても重要な論点で構成されている。
・設問１は保証契約の要式性についておそらくあまり考えたことがないような問題であり、設問３は判例を批判的に検討させるなど判旨を単に覚えるだけでは対応できない問題で、自分で考えさせるという意味では良いと思うが、じっくり考えさせるには分量が多く時間が足りないのではないかと思う。
・その場で考えさせる問題であった。
・全体的にみればやや難易度が高いが，設問はいずれも知識の有無で解決できるものではなく，当該分野に関する基本的な知識を前提に，あるいは参考となる判例を示したうえで，事案分析力，論理的かつ実践的な思考力・判断力，事案に即した法解釈・適用能力を試す問題であり，適切である。問い方も，当事者の主張を検討させたり，中立的な立場から当否を判断させるなど，多角的な視点での検討を求めるなど，適切である。
・問題としては適切といってもよいが、分量が多く、時間内に十分な解答を作成するのは困難と思われる
・問題量が若干多く，時間内に解答できるか懸念がある。
・問題に対して解答がすぐ分かるような出題ではなく、受験生の現場思考力を試すという方向性が現れており、この意味では好ましい出題である。しかし、今回の出題範囲は、債権総論（一部民法総則）、担保物権に関するものであり、やや偏ったものとなっている。この点は、昨年度までほぼ全体的に債権法分野に偏った出題であったのが担保物権を入れたことによって若干是正されたが、もっと総則、物権、債権の財産法全分野から少しずつ出題することによって、偏りをなくす方向で議論されたい。暗記に頼る受験生を排除する、つまり、法的思考力を試すという方向性をより鮮明に打ち出す必要がある。
c. どちらともいえない　
・よく考えられた出題だと思うが、採点基準が分からないので判断が困難
・問題が長すぎる。
・出題範囲は適切。ただ問題分量がやや多い。
・出題の狙いがおおむね基礎的な知識を踏まえた応用力をみようというところにあると推察され，思考力を問ういい問題だという評価もあろうし，確かにそういう面もあるが，受験生はきわめて限られた時間のなかで判断をせまられるわけで，いずれの結論にすべきかを迷わせ，やや博打的な選択をせまることになるような問題になっている嫌いがあるように思われる。司法試験はあくまで専門知識をきちんと獲得できているかどうかを確認する資格試験としてとらえるべきで，基本的な知識が活用できるか，事例に即した判断ができるかをみればよく，法曹としての適格性や能力を見るところに重点を置こうとするあまり，意外で考えたこともないような変わった問題にして，現場での判断の「運」が左右するようなことは避けるべきである。
　〔設問１〕〔設問２〕〔設問３〕全体に，未修者からきちんと勉強してきた受験生に不安を抱かせるような出題になっており，このようなことでは基本書だけでは足りず，予備校で対策を考えてもらおうとする方向になることも懸念される（実際，司法試験の受験予備校が「基本書を自分で読むだけではだめだ」という宣伝をしているようである）。
　思考力を養うため，法科大学院では今年度出題のような問題を扱うことはよいとしても，司法試験では，基本書で書いてあることだけでしっかり答案に反映できるような出題にしてもらいたい（そうでなければ，法曹の志願者が一層減る原因にもなるのではないかと思われる。本をしっかり読んで学習しても，思考力が足りないと（しかも試験場での現場思考がたまたまうまくいかないと）合格できない試験だということになると，誰しもそんなリスキーな試験に将来をかける気持ちは大きくそがれるのではないか）。
基本書で学んだ知識をもとに，自分で考えれば解ける問題を目指すのではなく，基本書で学んだ知識がきちんと把握できているか，理解できているかを確認する試験でよい（単なる暗記の吐き出しでよいといっているわけではないが，それまで考えもしなかったような問題を出すべきではないということである）。
〔設問１〕では，保証契約に書面を要求した趣旨を考えさせようという問題は，法科大学院の授業で扱うにはいい問題ではあるが，司法試験の問題としては適切とは思われない。
〔設問２〕は，どのような採点をするのかにもよるが，Ｂの請求が可能な根拠も多岐にわたり，あまり聞かない問題点が発生するもので，あてはめ，考える力を見ているのであろうが，司法試験の問題としてはやや適切ではないように思われる。もっとストレートに単純なものでよい。
〔設問３〕も同じく，法科大学院の授業で扱うのにはいい問題であるが，このような判例との対比をさせる問題は，いかにも実務的ではあるが，資格試験としての司法試験の問題としては適切ではないと思う（どのような採点基準がとられているのか分からないが，書き方如何で，必ずしも実力が反映するとは限らないように思われる）。
　司法試験は実力がある者が実力どおりに合格できる試験であるべきで，後になって（司法修習などで），司法試験に合格した者に基本的知識がないとか，実力がないとかいわれることがあるが，その場の思いつきの差が考える力の差でそれが法曹としての実力であると誤解され，たまたま書いた方向性が出題者や採点者の意図にそったことが功を奏して合格してしまうような試験にすべきではない。
・論点そのものの発見は容易であるが、通説・判例等が想定していない場面で、それらの法理を用いた解決が可能であるか否かを問うものであり、問題としては非常に興味深い。ただし、昨年より回答数が減ったとはいえ、上記のように考えさせる問題でもあり、２時間という時間で解答を作成するのは容易ではない。このような状況で法曹にふさわしい能力を持っているか否か判断できる内容となっているのかという点には、疑問である。
d. どちらかといえば適切でない
・特に、設問３の出題の趣旨が鮮明ではない。参考判例として問題文に引用されている判例は基本判例として講義、演習で扱われており、参考判例として明示する趣旨が明らかではない。
e. 適切でない
・高度な応用力が試されるような出題だった。未修者が３年でこのような問題を一定時間内に処理できるほどのスキルを身に付けるのは不可能だと思う。このように凝った問題でなければならない理由はどこにあるのか、甚だ疑問である。
＊複数回答
・内容はまずまずであるが、分量が多く、２時間で解答が終了するか疑問→ eq \o\ac(○,ｃ)に関する記述【b,c】
 (ｲ)商法
a. 適切である
・会社法の機関の領域から、基本的かつ実務的にも注目されている論点について、事実関係を正確に理解することを前提に、会社法を適切に適用する基本的な知識と能力が問われると同時に、深く考え論ずることもできる出題がなされているため。
・基本的な知識をベースに、応用として考えさせる問題が出題されており、法的思考能力を問うのに適切な出題である。個々の設問の問い方としても、適度な誘導がなされているし、量的にも妥当だと思われる。なお、資料をより深く読み解くことを要求する設問が入っていてもよいと思われる。
・基本的な解釈力を問う量門である。
・閉鎖会社をめぐる法律問題を横断的に問うており、受験生の実力が正確に反映される内容となっている。
・基本的な会社法の理解ができていれば、それほど難しくないので一応は記述できるが、十分検討した記述になっているかを見るには適切な問題である。
設問１の前半は条文が理解できていれば、後半は名義書換の判例が理解できていれば解ける問題であり適切である。設問２の（１）も基本ができていれば、決議の方法に法令違反があり決議取消事由があることは分かる。さらに裁量棄却・Aが特別利害関係人に当たるかなどの検討を通じて、問題解析能力がよくわかるので適切である。設問３の②は募集株式発行の無効事由に当たるかどうかについてであるが、この会社が非公開会社であるので、どのように記述するのかで問題解析能力がわかり適切である。 
なお、配点については２：５：３となっているが、すべて２つの内容を解答する必要があり、設問２の配点５が高すぎると感じる。
・基本的な知識を前提にした事例分析が中心であり、問われていることも基本的な問題であり、かつ、問い方も昨年と異なり混乱を生じさせないものであることから、実力に応じた得点差がつくと思われる問題であることが理由である。
・自力で解釈しなければならない問題である
・基本的な問題点を組み合わせた問題のように思われる。
・これまで実務的に重要性があるものの出題の対象となっていなかった非公開会社を正面から扱う問題であり、判例法理や学説の問題意識を十分に反映したものであるため
・論点は少し多過ぎるように思われるが、知識を応用して考えさせる設問となっており、良問である。
・会社法の基本的事項に係る重要条文の正確な解釈並びに会社法における法制度への横断的な理解を求めると同時に、判例及び学説の正しい立場を理解しているかどうかを問う問題であったため。
・短答式試験・論文式試験ともに検討いたしましたが、所要の時間内に法科大学院修了生が解答すべき出題の内容として適切であると考えます。
・会社法上の重要問題についての理解と、事案のあてはめ能力を問う問題であり、非常に良問であったと考える
・無理のない良問と考える。
・基本的な判例や学説の通説的な見解に従い、事案に則した考え方を求める適切な設問であり法科大学院の授業内容をも理解された適切な内容となっていたと考えられる。
・会社法の複数分野に渡る基本的知識を問う良問であると考える。
・問題は基本的なことを問うた問題であるため。
・思考力を問うものであった。
・取締役会設置会社や株式譲渡制限会社などの当該会社の基本的な種別に関し、問題文でなく定款に記載し、そこから読み取るようにしたのが特に良かった。
・基本的な条文および裁判例の理解を試す問題であり、会社法の基礎が理解されていれば、おおむね解答できる良問であると思う。
・中小規模同族会社に起こりがちなテーマを、支配権維持、報酬額の決定手続き、相続株式が共有状態にある場合の対応など、多岐にわたり出題されており、非常に良い問題である。法科大学院講義の予習、復習を緻密に消化しておけば十分に回答できるなど、基本を重視しており評価できる。
b. どちらかといえば適切である
・設例の中に数多くの論点を盛り込み過ぎている→解答時間不足となり、思考力より直観力ばかりが物をいう結果となる
・会社法の全体を重要条文を中心に万遍なく聞いているから
・報酬決議は反対多数で成立していないがどの取締役にいくら返還請求できるかにつき疑義が多い。
・概ね，会社法の各規定の趣旨と基本的な判例を丁寧にフォローする必要を受験生に示す良問であると思う。ただし，設問２の後半は，何を回答すればよいのか解りにくかったのではないか。
・基本的な論点を問うているから。もっとも、時間内にすべての論点に言及するためにはかなり事務処理能力を必要とすると思われる。高度の事務処理能力を要求することは、現在のように答案練習を行うことができない法科大学院教育と建前上矛盾する可能性も感じる。
・実務的な視点も含まれており、新司法試験らしい問題である。
・問うている内容は、おおむね適切と思われるが、論点（検討すべき事項）を詰め込み過ぎ、受験者には過大となっているのではないか。
・一部、やや技術的で細かすぎる問題も存在するが、概ね適当である
・設問１～３に通ずる形で事例が設定されているが、設問ごとに事例を格別に設定することは考えられないか。その方が受験生にとって解答し易くなるように思われる。
・内容は適切であるが、相変わらず分量がやや多いのではないかと思われる。
・問題で検討すべき法的問題が多岐に亘っているため、解答に要する文章量が多すぎ、時間内に十分な解答を行うことが若干困難である印象を受ける。出題意図として解答を要求する内容を絞り込むことにより、より精度の高い起案ができるような出題を試みるべきものと考える。
・一般的な教科書類に結論が示されていないような問題が含まれており、難問の部類に入ると思われる。他方、通り一遍の解答が求められていないという点では、適切な論理の積み重ねから解答を導かせることが気とされていると思われる。その意味では、良問であると考える。
・重要論点を多角的に問う、学習上の成果を出しやすい出題であるため。
・受験生により見解が分かれる問題であり〔とくに設問３〕、総合的な論述力が求められる点で評価することができる。もっとも、論点が多く時間不足が懸念されるので、設問の形式に工夫が必要かもしれない。
・諸制度を総合的に考えさせる問題である。
・問題自体は良問であると考えるが、２時間という解答時間 を考えると、受験生の負担が大きい。
c. どちらともいえない　
・今年の問題は、去年、一昨年に比べて、何を解答させたいのか、分からないような問題が多かった。会社自体の設例があまりありえないことである。
・問題内容は基本的な知識や思考力・分析力を問う問題として適切ではあるが、論点が多岐にわたるため所定の時間内に答案を作成するのが難しいように思えた。すべてに答えるとなると平板な解答にならざるを得ないであろう。
・論点の数がやや多すぎる。
・採点基準が分からないので判断が困難
・多論点すぎる。深く考慮する人は未完に終わる。マニアックな論点が出なかったことは評価できる。
・実務にとっても重要な論点で構成されている。基本的問題と応用力を問う問題があり、この意味では適切である。しかし、多論点で、事務処理能力に比重がかかり、深く考察する者には不利である。論点を減らすべきではないか。
・問題文中に解答をリードする部分が多すぎないか。
・概ね適切であると思う一方で、基本的な論点をもっと重視すべきではないかとも考えるため
・残された論点としては、ある意味予想された感がある。
・実務的にはこのくらいの問題が素直で良問だとは思うのですが、司法試験ということですと、どうなるのかなという気がします。あまり差がつかないので、よくできる人でもちょっと失敗すると不合格ということになりそうなのが気になります（本当にできない人はこの問題でもアウトでしょうから、まちがってうかるという問題はないと思いますが）
d. どちらかといえば適切でない
・従来に比べて簡単すぎる気がする
e. 適切でない
 (ｳ)民事訴訟法
a. 適切である
・判例の意義と射程を深く考えさせ，理論的応用力を試す問題であり，適切である。
・基礎的事項に関する正確な知識に基づいて論理的に考える力を問う問題となっている
・法科大学院での学習成果を問うのに適切である。
・基本的な判例について、その事案と問題事例を比較させつつ理解を問う問題や、具体的な事例に即して検討を要求する問題など、判例を結論のみでなく十分に理解できているかを問う問題である。
・基本的論点でありながらも判例の正確な理解と現在の学説・理論状況の正確な理解を問うているから
・判例から具体的事案の検討をさせる良問だと思う。
・考えさせる問題で、単に判例の結論だけを暗記するだけでは正当にならないから。
・判例の事案との区別等、民事訴訟法についての的確な理解が問われており、適切である。
ただし、事例１で引用されている判例については、引用されている部分が傍論ではないかと考えられるため、引用の仕方の変更あるいは別の判例の引用も考慮されうるであろう。
・知識を問うものも一部あるが，ほとんどが判例理論の射程を操作することによって一定の結論を導かせる問題であり，法科大学院で修得した法的思考能力を試すものとなっている。
・基礎的事項でありながら、民事訴訟法の基礎理論を理解した上で自分の頭で考えないと適切な解答ができない問題内容だと考えられるから（特に〔設問１〕）。但し、判例についての知識にやや偏りがちのように思える設問もないではない（特に〔設問２〕〔設問３〕）。
・法科大学院で必ず学習する基礎的な事項及び重要かつ著名な最高裁判例に対する正確な理解とこれに基づく具体的事例への応用を問う良問である。
・●実務でも扱う可能性のある事案であったと思う。これまでの数回の出題　が、試験のためだけの問題ではないか、と考えざるを得ないものもあったことからすると、改善されたと思う。
　●設問１、設問２は、「確認の利益」「当事者適格」についてきちんと考えさせる問題である。また設問３、設問４は、訴訟物論、処分権主義論、既判力論、弁論主義論、要件事実論の正確な理解を踏まえた上で、きちんと考えさせる問題となっている。裁判所の釈明権行使のありかたや、代理人弁護士の行うべきことにまで目配りした上でのかなり精緻な検討が必要となるものと思う。
●教科書に答えが書いてあるという問題ではない。
●実体法である民法の理解（特に相続法の理解）が不可欠な問題である。それゆえ、民事法系の出題が、民法分野、商法分野、民事訴訟法分野に分けたものにはなっているが、民事訴訟法分野の出題である「民事系科目第３問」については、民法と民事訴訟法のつながりも問うている問題になっていると思う。
ただし受験生が、相続法分野の学修が手薄な場合には、解答が難しいと思う（実務家としては、今回の相続法分野の出題分野は、当然、日常業務で扱う分野ではあるが）。
●問題文中に解答のためのヒントになる記述が相当ある。この記述をヒントとして認識すべく、注意深く問題文を読んで欲しい問題である。
●問題文の長さも適切である。これまでのように、継ぎ足し継ぎ足しで余計なストレスをかけさせることもなく、改善されている。
★以上適切な問題であると考える。
・考える力を試す問題である。
・処理すべき内容は多いが、基本的な内容の応用力を試すよい問題である。
・大変よく練られたよい問題であると考えます。ただし、設問４は相当高レベルの問題で、受験生にとってはやや難しすぎるのではないか、その割には配点が高すぎるのではないかという気はします。
・従来からの基本的論点でもあり、ある程度、きちんと勉強した学生は対応できる問題となっている。
・考えさせる問題である
・きわめてオーソドックスである。
・実務にとっても重要な論点で構成されている。
・自分で考える力があれば答えられる問題である。
・考えさせる材料を用意した上で考えさせる良問である。最後の問題はレベルが高いように思える。基礎的理解をふまえて応用力を試すもの。
・知識ではなく理解・応用を求めている。
　　　　・基本的な問題につき、応用力を見ようとする問題である。
b. どちらかといえば適切である
・設問４は良問であるが、この論点に触れているごく少数の参考書があり、これを読んでいる者が有利となる点に疑問がある。(東北学院)
・概ね設問は妥当なものであり、難度も適切であった
・概ね法科大学院での学習を前提とした出題であると思われるが、遺言執行者の当事者適格等は受験生にとってはかなり難しいのではないか。（東京大学）
・概ね基本事項の理解とその応用力を問う良問であると考えるが，設問4を十分に考察するのは時間的に厳しいのではないか。
・〔設問１〕は，誰でも学習したことのあるはずの判例を挙げながら，その判旨を事実関係とともに理解しているかを問うものである。判例の「判旨」の部分だけを暗記して済ませようとする姿勢に警鐘を鳴らすものともいえ，良問と思う。
　〔設問２〕についても，判例百選などのような学習用判例集にも載っている判例を題材にしている。ただし，この設問では判例の前半のみ引用して後半部分を問うているようにも見える。そうだとすると，判例の知識を問うているだけの問題となり，良問と言えるかは疑問である（あくまでも，上記の理解が正しければ，の話であるが）。
　〔設問３〕は要件事実（民事実務基礎科目）の問題といえそうだが，弁論主義の適用に関する有名な最高裁判例を理解していれば答えられる。ただ，配点からすると基本原理から答えることはできず，要件事実論的な簡略が解答が要求されていることになるのだろうか。基本的な事項にかかるとも言えるし、設問４の伏線ともいえ、良問といえるだろう。
　〔設問４〕は，信義則の内容を事案に即して具体的に考えることを要求し，その際，抽象論に終始せず，設問の事例に則して答える姿勢が問われている。①平成9年最高裁判例の多数意見に反対する立場から立論させている点，②受験生の得意な信義則であるが，単に「紛争の蒸し返し」とだけ答えれば良いというものではない点，③単に上記判例の反対意見を読んでいれば答えられるわけではないという点，で良問と言える。
・知識より思考を試すものとして素晴らしいが、量が多すぎて、時間は決定的に足りない。
・良問ではあるが，その場でじっくり考えて，論理一貫性のある立論ができるためには，もう少し設問の数を少なくすることが望ましい（関西学院）
・昨年の問題に比べてよい問題になっている。
・重要な基本的知識を4問に分けて幅広く問うている点で評価できる。ただし、判例の解釈の整合性に終始させているきらいがあり、法律家としての立論能力を図り切れているかについては、留意が必要なようにも思われる。
・出題分野が限定されているが、判例及び学説の丁寧な理解を促進する問題であると思う。
・基本判例の応用を問うものであり適切。
・思考力を試すよい問題であったと思うが，問題数は多すぎる。
・設問それ自体は良問であったと思われるが、設問数は１問多い印象を受ける。また、配点にやや偏りがあったように思われる。
・2つの事例で、それぞれ2つずつの設問、ただ、設問3は2つの問いなので、計5問を2時間で回答する。そのうち、問いの内容からすると、設問2と3は、解題にそれほど困難を感じるものではないだろう。たとえば、設問3は、ＧのＨに対する土地所有権確認ならびに所有権移転登記手続請求の訴えで、Ｇが、土地は自分がＪより購入したと主張したのに対し、Ｈは、土地は亡父ＦがＪから購入し、ＦからＨが贈与されたと主張。この訴えでは、Ｊから購入したのはＦである（ただし、ＦＨ間の贈与の事実は認められない）ことを理由に、請求棄却。しかし、その後も、Ｈが単独所有に固執したので、ＧはＨに対し、土地はＦの遺産であり、相続により共有持分権を取得したことを理由に、所有権一部移転登記手続請求の訴えを提起したとの事案で、Ｇが相続によって所有権を取得したとの主張をする場合の請求原因を問い、また、前訴の主張を踏まえたとき、裁判所が、この請求原因を判決の基礎に採用できるかを問うもの。したがって、前者は、相続での所有権取得で主張すべき請求原因事実、すなわち、①ＦはＪから土地を購入、②Ｆの死亡、③ＧはＦの子を指摘すればよく、後者は、かかる請求原因事実のうち、①ＦがＪから購入したとの事実は、前訴でのＨの主張に顕出。ゆえに、原告・被告間の主張共通の原則（なお、その他の②、③は、Ｇの陳述に見てとれる）。かように、請求原因事実の基本的理解や、弁論主義の基礎を把握していれば回答できるだろう。また、設問2は、土地を所有するＡが、この土地をＣに遺贈し、遺言執行者をＤとする旨の遺言を作成した後、死亡。Ｄは遺言に従い土地のＣ名義の所有権移転登記手続を申請し、この登記が経由。その後、相続人のＥはＤに対し、遺言が無効であるとの理由で、所有権移転登記手続抹消登記手続請求の訴えを提起したとの事案で、Ｄに被告適格がないとの立論を求めるもの。遺言執行者の当事者適格に関する最判昭51.7.19／百選12の法理を援用できれば、回答可能だろう。次に、設問1は、土地を所有するＡが、この土地をＢに遺贈する旨の遺言を作成した後、死亡。相続人のＥはＢに対し、遺言無効確認の訴えを提起したとの事案で、この訴えが確認の利益を欠き、不適法との立論をさせる。その際、最判昭47.2.15／百選23を前提としつつ、事案の違いを踏まえるとの条件が設定。したがって、まず、昭47年判決の法理を把握する必要。これは、自筆証書遺言が作成されていたが、それが全財産を共同相続人の1人に与えるとされていたものの、具体的に誰かは明らかでないようなものだった。そして、死亡したので、共同相続人間で財産の帰属をめぐって争いとなり、1人の共同相続人が他の共同相続人に対して、遺言無効確認の訴えを提起。そこでは、問題文中に引用の判決がされ、確認の利益を肯定。回答としては、逆の立論を導かねばならない。判決の法理は、「請求の趣旨をあえて遺言から生ずべき現在の個別的法律関係に還元して表現するまでもなく、いかなる権利関係につき審理判断するかについて明確さを欠くことはなく、また、端的に、当事者間の紛争の直接的な対象である基本的法律関係たる遺言の無効の当否を判示することによって、確認訴訟のもつ紛争解決機能が果たされる」というものだから、要は、①審理対象の明確性を欠くか、②紛争解決機能が果たせるかが、確認の利益の判断基準だろう。この点、本問ではＥの所有権を確定するのではないので、明確性の点で問題といえ、昭47年の事案は共同相続人間の紛争であって、遺言の無効を宣言しておけば、その後の相続財産をめぐる派生的な紛争（遺産分割の争いなど）は回避できるといえるが、本問ではそういった事情はない。概ねかような検討が要求されるものと考えられるが、所与の判例法理を正確に読み解き、その上で設問事例との比較対照をして、求められた立論を導くものであり、やや難の印象。最後に、設問4は、ＧＨ間の前訴での請求棄却判決によって、土地についてのＧの所有権の不存在の判断に既判力が生じているから、後訴で、Ｇが、共有持分権の主張をするのは、前訴の既判力によって遮断されるとのＨの主張に対する反論を考えるもの。その際、最判平10.6.12／百選81-②を参考に立論するとの条件が設定。この問題は、最判平9.3.14／百選A28を題材にしており、Ｈの主張は、その判旨に沿うもの。ただ、これには反対意見があり、その中で、「当事者が一般的に期待する判決の紛争解決機能から、その主張が前訴判決により解決されたはずの紛争を蒸し返すものか否かという観点からの検討も必要であり、既判力に抵触する主張でも、例外的に許容すべき場合がある。…原告は、前訴判決に従い、遺産であることを承認して…手続を進めようとしたのに、被告の信義則に反する対応で、紛争解決の合理的期待を裏切られ、予期していなかった遺産帰属性の争いを解決するために、本訴提起を余儀なくされた…」と述べられており、これが回答の骨格となる考え方を示唆。そして、問題文中で引用された平10年判決からは、「…実質的には前訴で認められなかった請求及び主張を蒸し返すものであり、前訴の確定判決によって…紛争が解決されたとの被告の合理的期待に反し、…信義則に反して許されない」との法理が抽出できる。そうすると、Ｇからすれば、前訴は売買を理由とする単独所有であり、後訴は相続を理由とする共有持分権だから、必ずしも蒸し返しに当たるとはいえないし、Ｈからしても、前訴で土地はＦの遺産と判断されているのだから、共有持分権を察知でき、自己の単独所有の主張は無理筋と認識できるのだから、紛争解決の合理的期待を阻害されたということはないだろう。むしろ、後訴の提起に至った事情は、前訴判断にもかかわらず、Ｈが単独所有の主張に固執したゆえであって、信義則違反の具体的事情に該当するだろう。凡そかような論旨が求められるとすれば、ここでは、事案を全く異にする例から判例法理を正確に読み解き、その上で設問事例と比較対照をして、求められた立論を導くものであり、相応の難の印象が拭えない。ただ、今年度の問題は、全体的には、百選掲記の判例に係わる場面が多く、もちろん、単にその結論だけを表層的に把握しているというのでは足りず、正確かつ深層的な理解が求められているのだが、いずれにしても百選学修の重要性を指摘できる。その意味では、学生の視点からしても、日頃の民事訴訟法の学修の指針となるし、法科大学院における民事訴訟法の授業に照らしたとき、授業の具体的な到達目標を立てる際に応分の示唆となる要素を包含した問題だったと評価できるのではないか。



・重要な論点が出題されており、難易度も適切である。
・受験生にはやや難解なレベルであった。
・基本的な問題から深く考えさせる問題までうまく配置されている。
・判例べったりではなく、判例を承知・理解した上でその限界を考えさせるという設問は良かった。しかし、小問の中には難度がやや高いものもあったように思われる。
c. どちらともいえない　
・採点基準が分からないので判断が困難
・論理的思考力を試すには良い問題と思えるが、ただ扱っている分野がどうしても限られた法科大学院の授業時間内では扱えないものも多い。
・設問４に関連して、信義則のような一般条項を問題とする以前に、民事訴訟法の直接の適用解釈が問題となるところを問うべきではないか。設問３の問題文の趣旨がわかりにくい。
・設問１～３は良問である。しかし、設問４は出題の仕方が不適切である。設問４は「訴えが信義則に違反するので不適法である」という趣旨の判例を示して、「後訴は信義則に違反しないので前訴の既判力が及ばない」という結論を誘導しているように読める。しかし、信義則に違反しないことは当然の要請であり、信義則に違反しないからといって本来できないことができるようになる（既判力により遮断されるものが遮断されなくなる）という論理はおかしい。出題の意図は、「本来既判力により遮断されものが本ケースでは例外的に遮断されない」とする理由を既判力の本質・根拠から説明させようというものであろうと思われるが、そうであるなら、問題文による上記の誘導（L3とP3の会話）は誤導といわざるを得ない。
d. どちらかといえば適切でない
・解釈論というよりも政策論を問うているのではないか。
・一部の学説を前提とした設問があった。
・問題数が多すぎる。
e. 適切でない
 (3)刑事系
(ｱ)刑法
a. 適切である
・刑法解釈論についての正確な理解の存否が問われており、適切である。
・刑法上の基本概念を正確に理解していれば，その応用であるにすぎず，受験生の基礎力を試すには，非常に適切な問題であったと思料する。
・分量・内容ともに適切
・法科大学院の刑法教育において取り上げるべき最高裁判例が問題事例のベースに用いられながら，問題事例の具体的事実に工夫がなされることで，最高裁判例の射程に含まれるのかをその場で検討させること，および，問題文量や争点の数など一定押さえられることで，あまり考えもなく書き散らすような論述を排し，的確な現場思考を適切な文章で論理的に示す方向を目指すことは，今後も継続していただきたい。
・数件の判例が素材として組み合わされており、理論事項の理解が反映する。
・典型的な論点を扱いつつ、事案に適切にあてはめができるかを問うており、極めてよい出題と思われる。
・基本的な判例・学説の知識を踏まえつつ、解答者自らが考えた上での
対応を求める内容になっている。
・法学未修者でも，３年の教育課程をまじめにとりくめば対応できる問題であり，法学未修者を原則とするはずの法科大学院での教育成果を試すという観点からみて，良問であると思われる。
・基本判例に基づく出題となっている点は評価できる。
・質・量ともに適切であった。具体的事案を分析させるに適した問題であった。
・時間配分に工夫の必要があるが、具体的事例中の論点発見と論理的思考力が問われる構成
・従来の傾向どおりであるから。
・設問の量が適切である。事例のいくつかの論点につき、事実を踏まえて論じさせることになっており、共犯を含め全体的な分析・総合の論述力を問うことになっている。受験生を悩ませる問題だとは思うが，問題文の量を抑えめにしているので，じっくり考えさせる出題になっていると思われる。ここ数年問題の量がやや過剰で，事務処理能力で差がつくという印象を持っていたが，今年の問題はよく考えさせる良問ではないかと思う。
重要判例を念頭に事実関係を具体的に分析させることにより，具体的事案を前提とした判例の理解と，未知の事案に対する問題発見能力・事実評価能力とが適切に問われる内容となっているから。
・近時の判例に現れた諸論点を中心に据えたうえで、理論的な構成力を試す問題となっている。
・近時の判例を踏まえ、総論の論点もちりばめられているので
・基本を問う良問である。
・法科大学院制度の理念に合致した形式、内容になっている。
・刑法総論・各論における重要な論点に関する知識とその応用を問うており、近年の重要判例を踏まえた、刑法の正確な理解と事案の分析力、論理的思考力を総合的に問うている。
・早すぎた構成要件の実現の良問、実力差が如実に現れる。
・刑法の重要論点にかかる問題であり、内容的には概ね適切であると思われる。
・基本的な問題であった。
・基礎知識を前提に応用力を試している。
・基本的知識をもとに，事案の具体的な処理能力を求めており，難易度も妥当な範囲内と認められるから。
・共犯・錯誤・公共の危険等重要な論点についての理解を見ようとする点が評価できる
・論点は、いずれも授業で取り扱うものであり、問題の分量（Ａ４で2頁以内、罪責を問う者は甲、乙の2名）、その内容等からしても、適切なものといえる。
・近時の判例をベースに基本的な問題処理能力を試す内容となっていると同時に、実行犯がトランク内に人がいることに気付いたという事実をどう評価するかという点など、自力で考えなければならない部分も含まれている点で、論文試験問題として良問であると思われる。
b. どちらかといえば適切である
・内容的には適切な方だが、論点が多すぎる。もっとしぼった方がより良い議論をさせることができる。
・近時の最高裁判例を学んでいればとり上げるべき論点が何かが容易にわかるが、いずれの論点も学説の対立が激しいため、時間内の処理が難しい。
思考力を問う工夫がされているが，内容がやや教室設例的である。
・凡作と感じたが力を試す問題として適切な内容だろう。要の事実がちょうとした一句のなかに圧縮されているところがあるが、実務家登用試験としては、もう少し冗長な書き方であってもよいのではないか。事実関係が簡潔に表現されているということは、事実をどう構成して処理して行くのかという部分を考えさせ、その能力を問うという側面が弱くなっているということにならないだろうか。 
最近の重要な判例をしっかり勉強していれば，考えられる問題であるが，２時間で整理して答案を作成するにはやや複雑に過ぎる。
・基本的には良問だと思うが、若干難易度が高いという印象も受ける。
・「早すぎた実現」と「公共の危険」だけでも，それなりに対応が必要だが，間接正犯や錯誤が絡むので論点が多すぎる。行為の一体性を否定・公共危険認識は不要という解答の方針が当然の前提なのか？真面目に考える者こそが時間不足に陥って途中答案に終わってしまうのならば，あまりいいことだとは思えない。
・法科大学院の授業で取り扱われる重要判例を素材とし、それを組み合わせた問題でよく考えられた良問だと思うが、論点が多く、これを2時間で書くのは困難ではないかかと思われる。ちなみに昨年私が在外研究を行ったドイツ・バイエルン州の司法試験では1頁前後程の問題[今年の問題はhttp://www.juraexamen.info/wp-content/uploads/2013-1-Aufgabe-4.pdfで見ることができる]で試験時間は5時間である
・主要論点の数が少ないのはよいことであると思われるが，難易度が高すぎるのではないかという疑問がある。
・問題文が比較的短く、設例の全体像を把握しやすかったことから、論述を尽くすことができなかったという受験生の声がなかった。一昨年度の問題に比べると、改善されたように思われる。
・標準的な論点を含んだ事例問題であるという点では一応適切な問題と言えるが、判例の事案などいずれも定番の論点であり、従ってマニュアル的な解答も予想され、もう少し考えさせる問題がより適切ではないかと思われる。
・難易度は適切だが、事実関係が現実味に乏しい（乙の帰宅方法の謎等）
・１～５については、まともに考えるとかなり難しいように思われるが、能力の差が答案に現れやすいと考えられるので。
・特殊な知識を前提とせず考えることができる問題であるため。
・内容は良問であるが、量が多い。実務にとっても重要な論点で構成されている。
・総論・各論の重要論点に関する事例を提示し、論理的思考力、具体的な事案処理能力を問う内容で、法科大学院の学習内容に合致していると考えられる。
・昨年に比べ、解答のための時間に余裕があったであろうことは思考力を問う点で評価できるが、事実を分析して評価する側面が弱かったのは残念であった。
・部分的に、基礎に基づく事案解決能力というより理論面に重点が置かれているように思われる点は適切でないと評価する
事実関係を重視した問題であるから。
・問題文が短くなった結果として事実分析力を問う側面が少なくなったように思われ、この点はやや疑問である。
c. どちらともいえない　
・理論的な知識・判例の知識の確認という観点からは適した問題であったと思うが、時間内に事実関係を正確に分析・評価するには、やや難解であったと思うので。
・旧司法試験の問題に戻っている。
・旧司法試験のような論点重視の問題のように思われる。しかし、平成19年度の問題のように、判例の射程を考えさせることも必要ではないか
・採点基準がわからないので判断が困難（関東学院）
・論ずべき問題点は基本的であり，これを一貫した解決に結び付ける力量を見るという観点からは，法科大学院における学習に沿っており，適切である．もっとも，それだけに単純化された類型的思考ではなく，深く学習した成果を書くことを想定すると，質・量ともにやや負担が大きいかもしれない。
問題内容は適切であるが、解答時間に照らして、論じるべき点がやや多すぎる。
d. どちらかといえば適切でない
・二時間という時間制限を考えると、複雑にひねりすぎなのでは？
e. 適切でない
　 ・未修者が3年間の学習で満足すべき解答をするのは困難。
　　　　＊複数回答
・質、量、分野のバランス等、適切であると思われる【a回答：1名  b回答：2名】
・論点もそれほど多くは無く，基本的思考を問うている→ eq \o\ac(○,ａ)に関する記述
重要論点が複雑に交錯した、良問である。ただし、事実認定よりも理論重視であったようにも思われる→ eq \o\ac(○,b)に関する記述【a,b】
(ｲ)刑事訴訟法
a. 適切である
・基本的な問題について丁寧に書かせる出題であったと思われる。
・基本的なことを理解しているかを問う素直な出題である。
・法科大学院で学んだ基本的な判例・学説が理解されていることを前提に，もう一歩先を考えさせる問題となっている
・問題数も適切で、内容も基本的な知識を根本から理解しているかを問う問題であるため、受験生の能力を適切に測ることが出来ると思われる。
・論ずべき問題点の個数が適切である。また，難易度も，法科大学院において学修すべき標準に適合している。
・逮捕、差押、実況見分に関する基本的事項が理解されているかを問うため
の良問であると考える。
・分量、内容ともに、概ね、法科大学院での学修を積んでいれば合格レベルに達することのできるものと思われる。
・基本的判例を理解していれば回答できる。
・典型的な判例とその周辺を問うており比較的良問であると思います。
・前年に引き続き基本的な論点に関して考察力を問う内容であり、論点数、分量も適切である。基礎がしっかりとできている受験者であれば、現場での考察によって高得点が可能であろう。
・問題の内容は基本的な良問であり、分量も従来と比べて少なくなり
2時間で回答できるものとなった
・基本事項の確実な理解を試す良問である。
・問題の分量との関係では、一定の解釈論を展開したうえで事実に対する意味づけとあてはめを答案に書き示せるだけの時間がいちおう受験生に与えられたように思われ、問題ないという意見です。出題されたテーマも、大枠として適切であったように思われます。
・解答に要する知識は特に高度なものを要求しているわけではないが，丹念に事実を読み込ませ，考えさせる問題になっている。証拠法では，立証趣旨による場合分けがきちんとできるかが問われており，代表的な裁判例に即した良問だと思います。
・大部分が、正確な条文解釈と基本的な法理論によって考えることができる。
・適切な内容である。
・一部によく考えさせる設問を含み，ややむずかしいながら良問である。
・かなり詳細な事実関係を適示しつつ、捜査法及び証拠法の重要問題の包括的な知識を問う問題といえる。
・基礎的な問題と思われる。
・複雑な解釈論を必要とするものではなく、条文とその解釈についての基本的な理解を前提に、与えられた事実を丁寧に評価させる問題であり、実務家に必要とされる基礎的能力を問うものとして妥当である。例年、ボリュームが過多であり、時間内にじっくり思考して処理するのが困難な面があったが、今年は改善がみられる。
・実務上、基本的で重要な問題点について、基本的な理解・応用力を試す良問であり、論点の数も例年のように過多ではない
・思考力の差が出る問題であった。
・基本判例をベースとしており、法科大学院の教育と、実務をつなぐことを意識させる問題になっているため。
・判例・下級審裁判事例や学説に関する細かな知識を求めるものでは無く、刑事訴訟法に関する基礎的・本質的な理解ができていれば、骨太な解答を書きうる機会を与える設問であり、好感が持てる。
・例年と比べ、基本的かつ実務的な問題で、法科大学院教育の成果を問うにふさわしいものと思われる。
b. どちらかといえば適切である
・〔設問１〕出題は、法科大学院の授業の水準より若干高いが、その場で考えさせる趣旨であれば妥当な出題水準といえる。
〔設問２〕出題は、法科大学院の授業で扱う内容であり、伝聞証拠に関する基本的事項の理解を確認するうえで妥当な出題水準といえる。ただし、甲が黙秘していることを前提としたときに、実際の訴訟における実況見分調書の使い方として不自然さの残る設例となっていないかについては気に掛かる。
設問１及び２全体としては、論述すべき分量が若干多いのではないかと思われる。
また、過去の出題と重なる事柄であっても、基本的で重要な問題であれば、再度取り上げることは差し支えないと考える。この点は、短答式試験でも同様であり、受験者の学力別の正答率などを踏まえた、過去問の活用はむしろ望ましいことであるように思われる。
・やや分量が多い
・証拠法については，出題分野がやや偏り過ぎている。
・受験者の学修内容を問うのにふさわしい問題であるから。
・逮捕・捜索差押えの適否に関する基本的な論点、再現実況見分調書の証拠能力という、近時重要判例も示され実務上も極めて重要な論点が問われている
・出題の形式・内容は適切と考えるが、解答すべき事項が試験時間に比して多すぎると思われる。
・逮捕等の捜査の適法性及び証拠の証拠能力という２つの問題からなる点は，昨年を除き，毎年同型式の出題である。逮捕及び逮捕に伴う差押えの適法性を問う問題はよく整理されていて，受験生の基本的理解とその応用能力を問うことのできる良問といえるが，第２問は，類似問題が反覆出題されており，問も「証拠能力について論じなさい」という形式的な問であり，考えさせる問題ではないところが気にかかる。
・内容の面では、おおむね、基本的な条文および判例・学説の知識があれば対応できる問題であり、法科大学院での教育内容に沿うものであった。また、問題文の分量が昨年に比して減少し、その限りで、内容についての検討により多くの時間を割くことができるようになったことも評価できる。また、論じるべき内容についても、その程度が例年に比して平易なものになり、受験生の能力の評価をより適切に行いうるものとなったと考えられる。ただし、その量が依然として多いことから、問われるべき問題点の一層の絞り込みを行い、多くの受験生との関係で、論述の有無のみならずその内容によって評価がなされることが可能になることを期待する。
・内容的には基本的事項であり適切と思料するが，出題される分野に偏りがある。
・応用的な点も含まれているように思われるが、問われている中心的な問題点は概ね法科大学院の講義をまじめに聞いていれば対応できる内容のものと考えられ、事案も（特に前段は）回答上必要な事実を無駄なく丁寧に組み込んだもので、適切と考えられる。ただ、設問１についての出題意図を全て正確にくみ取って回答し、かつ、設問２についても「実況見分調書」の証拠能力について丁寧に回答をしようとするならば、若干時間が足りなくなるのではないかと思われる。
・やや易しすぎるのではないかという印象である。
・現場で（事案を前にして）考えなければならない問題であったように思われる。実務家の適性を問うという意味では，適切であった。ただ，受験生にとっては，事実の評価が難しいという側面があったかもしれない。
・基本的な論点につき応用的な思考力を問う設問になっていたと思う。
・基本的な知識の正確な理解を問うている
・基本問題がから作問されているから。
・内容は良問であるが、量が多い。実務にとっても重要な論点で構成されている。
・捜査１問、伝聞１問という一昨年度までの出題の在り方に戻った感があるが、問題としては良問である。主題範囲が固定化されないことを望む。
・基本的な問題である。
・論点の枠自体はオーソドクスなもので取り間違いは少ないように思える／他方、その論点の中で事案が本質的に抱える問題点は優れて実務的な問題意識に支えられているようであり、また、その問題点を直接に扱う論攷等は多くはないように見受けられる／かといって解答を導き出すことが困難かと言えば（むろんたやすくはないが）、各論点で必要な要件・検討事項を的確に提示するとともに、その趣旨まで遡って事案に適した規範に昇華させ、あるいはあてはめを丹念に行うことにより得られた答案について一定の水準に達していると評価される限りにおいては、そうではないと言える／ただその作業量を考えると、試験時間はやや足りないように感じられるかもしれない
・論文式試験問題については、法科大学院で必ず学修する基本的な論点を取り上げており、適切であると思われる。論ずべき問題点の量についても、昨年と同様に適切と考えられる。ただし、証拠法は、伝聞証拠以外にも重要なテーマがあり、さらに証拠法以外にも重要なテーマがあることから、伝聞証拠に偏らない問題の作成という点は、今後の検討課題だと思われる。
・論点は明確であるが、事例がやや細かいきらいがある
c. どちらともいえない　
・問題文の事実設定が不自然にうつる部分がある（特に、職務質問で話しかけられた途端に、聞かれてもいないのに犯行の詳細を自白する場面
・採点基準がわからないので判断が困難
・高度な理解を求める問いが含まれており、法学未修者が3年の修業年限で到達する水準としては難度が高いように思われる。また、実況見分調書の証拠能力についての問題が繰り返し出題されており、出題の偏りという点でも疑問の余地がある。
・難易度は適切であるが、出題領域が伝聞法則に偏っているきらいがある
d. どちらかといえば適切でない
・難しすぎる。
・これまでの出題と合わせて見ると、証拠法の主題が伝聞法則、それも実況見分調書の問題に偏り過ぎている。このような出題の偏りは、法科大学院生に誤った意識を与えるおそれがある。もっと広い視野から多様な主題を出題するべきである。また、共謀共同正犯の準現行犯逮捕という問題は、難しすぎる。
重要論点についての正確な理解と事例解決能力を問うもので、適切な出題だと思う。設問2の「別紙2」Wの目撃可能性に関する発言については、証拠法的性格を誤解した受験者もいるかもしれない。ただし、全体としてみると、触れるべき論点がかなり多いので、解答時間が不足する受験者が多いように思う。
e. 適切でない
　　　　＊複数回答
・適切と思われるが、放火と公共危険の関係をそこまで細かく事実認定させる必要があるかどうか。刑事手続の基本的な理解を問うもの。【a回答：2名  b回答：1名】
(4)知的財産法
a. 適切である
・論点の選択も事案の作成・設問の設定も適切である。難易度もおおむね適切である。
・特許法については実務を意識しながら法的思考を問う基本的な問題であり，著作権法は解答するのに時間は必要なものの，基本的事項を問う問題であるため。
・難問、奇問ではなく、重要判例を正確に読み、基礎知識を確実に身につけていれば、素直に回答ができる問題
・ごく基本的な論点を現実の裁判例に即してきちんと理解しているを尋ねるものであるため
・事例として無理のない、実務的な内容であった
・基本的な知識があれば解ける問題であり、適切な問題と言える。例えば、著作権法の問題の場合、二次的著作物に関する権利関係や関連する論点の理解を問う問題で、条文、基本書、著名判例でどのロースクールでも取り上げているであろう内容を理解できていれば、回答できる問題と思う。同様の問題傾向が今後も続くことを期待したい。 
基礎的な理解を試す良問と思う。
・今年は第1問、第2問共に、例年になく難しかったように思います（特に第1問）。相対評価試験ですので、それでも有意な識別が可能であればよいのですが、難しすぎて、受験生の実力を正しく反映した結果となったか疑問です。来年、知財法選択で受験予定の神戸大LS現役学生の間でも、動揺が広がっているようです。ただでさえ対象となる判例百選が2冊ということで、分量ゆえに選択を敬遠されがちですので、受験勉強が報われないほどに難しい出題では、過度に忌避されることにならないか心配になります。昨年までの難易度に戻されることを期待します。
・第１問、第２問ともに、法科大学院の授業で必ず取り扱われる論点が、問題の内容とされるとともに、第１問では、労働契約法８条をめぐる新たな下級審裁判例にも目配りをした良い問題である。第１問は、労働契約法と労働基準法、第２問は、集団的労働関係法をめぐる問題として作成されており、それぞれの論点にアプローチするための法的ルールと、その当てはめも判例を適切に学習しているならば、比較的容易になしえたであろう、という意味において難易度も適切であったと評価できる。
・概ね、基本事項を考えさせて答えさせる問題になっていると思われるからである。
・著作権法において重要な二次著作物の理解が試されている。
・実務から遊離した空疎な講学上の概念とは無縁のところで、綿密に事実を追って、原告および被告（または、それらになる可能性がある者）の主張と反論を、要件事実の構成にそって組み立てていくことを求めるものであるから、よい実務家となる素質を持つ者を選別するための問題として、たいへん適切である。
・主に難易度の観点から、このように考えました。
・実務にとっても重要な論点で構成されている。
・問題の素材が適切に選択されている。
b. どちらかといえば適切である
・著作権法に係る第2問は、難易度も標準的な良問であったが、特許法に係る第1問は、難易度がかなり高かった。
・設問１は、やや難しい。設問２は、基本的だが時間の割には分量が多い。
・もう少し易しくてもよい。
・概ね適切と考えるが、問題がやや技巧的であるようにも感じられる。
・第１問はよい問題だと思う。第２問は，判例を意識した出題と思われるが，こういう問題を出すのであれば具体的な作品を別紙などで示さないとイメージがわきにくく，答案も書きにくいように思われる。
・特許法の設問は、最新の論点を含み、やや難しい。
・出題者からすれば、2問とも「出来のよい良問」ということになるのだろうが、受験者からすれば2問とも「超難問」と評価されるものであった。3時間という時間枠ではなかなかに整理・解答することが難しかった問題内容であったように思われる。一言で言えば、アクロバチックな問題であった。ここ2～3年の傾向が維持されており、ますます「知的財産法」を選択する受験生の割合を低下させることになろう。条文理解や最判理解を確かめる平易な問題でありながらも、受験生の能力を適切に評価できる問題であることが望まれる。2007年や2008年問題の程度・レベルに立ち戻るべきと思う。
・事例・論点とも概ねバランスが取れた出題といえる
・基本的な出題ではあるが、論点が多く、時間内にまとめることは難しいのではないかと思う。
・特許法の難易度が少し高かったように思う。
c. どちらともいえない　
・特許法に関する質問は、実務と法理のバランスが取れていて、適切とおもわれる。しかしながら著作権法については、実務経験の有無により大きな差異があり、実務未経験者にとって、少々不利と思われる。
・資格試験であることを考えると、第1問については、議論が十分になされていない最新の法改正部分に関する問題とするのは適切ではないと思う。第2問については、基本的論点を問う良問と評価する。
・採点基準がわからないので判断が困難
・著作権法は著名な判例をベースに出題であり、きちんと準備をしていた学生とそうでない学生とで差がつくことが予想される良問であると思われる。他方、特許法は平成23年改正に関わる細かな論点が出題されているばかりでなく、各論点が複雑に絡む難問であり、もう少し容易にしたほうが選抜に適していたように思われる
・特許法では論点の内容は適切と思われるがやや多すぎるように思われ、所定の時間内で受験生の能力を試すにふさわしいか疑問がある。一方、著作権法では論点がマンネリ化している。
・「どのような主張ができるか」、「どのような主張をすべきか」、「どのような主張をすることが考えられるか」という問いは、問いに答えるという基本姿勢を当然の前提とすれば、それぞれの問いに対する論じ方が異なると考えられます。
知的財産法（平成25年司法試験）の問題において、〔第2問〕の問形式は、「どのような主張をすべきか」、「反論としてどのような主張が考えられるか」、「双方の主張の妥当性を論じよ」となっています。一方、〔第1問〕の問形式は、「どのような抗弁を主張できるか論ぜよ」、「どのような再反論ができるか論ぜよ」という問形式となっています。両問の問形式の差は、論じ方の差について、どのような内容を期待してのものであるのかについて、「採点実感等に関する意見」等で明らかにされることを希望いたします。
特許法の問題と、著作権法の問題とが同じ問形式ではないことの意図を測りかねた受験生もいたようです。
・両問ともに問題文が長すぎるように思われるほか，特に問１がやや難解に過ぎると思われる。
・問題は適切であるが、設問が時間との関係で多すぎる
・第１問が難問であり，その分，第２問が平易な問題であった。バランスが取れていたともいえるが，受験生には得手不得手があることを考えると，公平の観点から疑問なしとしない。また，今後の試験対策として，研究者の司法試験考査委員の問題意識を確認しておかなければならなくなったことは，受験生の負担を増すものであるとともに，基本重視の立場から離れるものである。今後は，学生の多くが使用している教科書（中山，高林，田村，末吉編，等）のいずれにも記載があるような問題点を問うものにして欲しい。）　
d. どちらかといえば適切でない
・特許法は問題の難易度が高く、著作権法は問題の文量がやや多すぎると思われる
・難解である。
・特許法は難易度が高すぎるように思われる。著作権法は問題自体は難しくないが、書く分量が多すぎるように思われる。
・分量と論点が多すぎる。
・冒認した上で上位概念の発明にして出願する事例は、問題としては優美であったが、特許法の勉強を始めて2年程度の受験生には、やや過酷な問題であったように思われる。
e. 適切でない
・出題委員が長期にわたり固定されていることとの因果関係は不明であるが、特定の重要分野が新試験制度発足以来なぜか一度も出題されないなど出題分野に顕著な偏りが生じている
＊複数回答
・事例としてはやや複雑であるが、基本的理解を踏まえていれば対処可能と思われるため。(b)職務発明・冒認・返還請求・先使用権など詰め込んで複雑になった感じがする。特に、返還請求は特許法の主要な問題とは思えない。(c)【b,c】
　
 (5)労働法
a. 適切である
・問題の難易度は妥当、設問も簡明。
・検討すべき問題点は基本的なものであるが，事実の評価を緻密に行うべきことが求められており，良問と考える。
・典型論点であるが判例と少し違う点があり、判例の理解を問う良問と考える。
・労働法を一通り勉強していれば、十分解答できる問題だと思う。
・本法科大学院の授業でも取りあげている標準的な内容の出題であるため。
・難易度・内容ともに良問
・適切に修練しておれば（事例文を読み込めば）解ける問題である。
・個別的労働関係法と集団的労働関係法の双方の分野からバランスよく出題されている。
・事案の分量・内容・設問の仕方等バランスのとれた出題である。
・受験生の習得した労働法の知識を適正に評価するのにふさわしい内容であると考えるから
・標準的な論点から出題されている。
・重要判例が十分に理解されていれば解答できる内容である。
・実務にとっても重要な論点で構成されている。
・出題の意図が明確である。　ただ第２問で、当事者につき、Ｘ組合、Ｘ１ら、Ｚとしたのは、ややわかりにくい。前２者につき、Ｗ組合、Ｘらとした方が、よかったように思われる。
・従来から議論されている論点について、従前の最高裁や近時の裁判例を踏まえて、実務で問題となっている点を問う内容となっており、良問と考える。
・個別的労働関係と集団的労働関係の広い知識と理解力を試す内容となっており、比較的平易でバランスのとれた問題と考えます。
・問題自体は複数の基礎的な論点を組み合わせて問うもので、法律実務家に求められる法的知識とその応用力を問うのに適したものである。
b. どちらかといえば適切である
・論点は、難易度はオーソドックス。但し、事例が詳細なだけに事例に引きずられ判断に迷うおそれもある。
・個別法、集団法ともに重要論点が盛り込まれているが、第2問はやや難しすぎるのではないかとの印象である
・第１問について:Xが勤務内容を「特進クラスの物理教員」と限定されたか否かが問題文から明らかではない。限定されたと取られかねない記述もある。いずれにせよ，事実の評価に関わる重要な事項であるから，もう少しわかりやすく記述して欲しい。
第２問について:「営業が不可能となった…営業を休止…X1らの就労を拒否」の事情が不明確でわかりにくい。たとえば，ホテル営業以外の業務は残されており，X1ら以外の従業員がそれらの業務に従事しているようなことがあったのかといった点は，理論構成にも関わる重要な事実であるがゆえに，明らかにしておくべきだと思われる。また仮にY社が一切の業務を行っていないとする場合，20日のストライキから中1日で全従業員を排除したことになるが，事案としてかなり不自然であると思われる。
・問題の量が多すぎる。
・特定の判例を知っているか否かによって、結果に大きく影響した可能性も否定できないが、仮に知らないとしても、基本的な知識を応用することによって解答することも可能であり、基本的知識・判例の理解を問う司法試験の問題として適切と考える。
・事案の設定に無理がなく、基本的な問題に限定されているから
・設問１〕は，労働契約期間の性質、賃金額合意の有無、就業規則を下回る合意の効力と賃金債権の放棄など、現実に争われることの多い問題について、代表的なケースブックに掲載されている判例・裁判例をベースに回答できるものである。
〔設問２〕は，少し異なり、近年論じられることが少なくなった労働争議法と労働組合の統制権にかかる論点である。最近の最高裁判例を理解していればある程度解答できるが、とまどった学生もあったと思う
・論点は基本的なものだが、論点がやや多く、論述の時間が足りなくなる印象がある。
・オーソドックスな出題内容であるが、多岐にわたる論点について受験生が制限時間内に的確に対処できるか若干疑問が残った。
・主に基本的な論点に対する理解を問う設問であるから
c. どちらともいえない　
・概ねよく練られた基本問題であったといえるが、中には学会でもこれまでほとんど取り上げられてこなかったテーマについての設問があった。近年、実務上重要な問題となってきていることはわかるが、ロースクールでも教えていない事項であり、試験問題としては必ずしも適切とはいえない。
　また、第１問における「弁護士としてのあなた」と「あなた」との区別を明確にしておく必要があるのではないだろうか。
・採点基準がわからないので判断が困難
・比較的オーソドックスな論点ではあるが、問題が難しいように思われる。もう少し易しい問題でもいいのではないか。また、労働法は、他の選択科目に比べて参照条文が多すぎるので、もっと参照条文と範囲を絞っても良いのではないか。具体的には、労働基準法、労働契約法、労働組合法だけでも十分なのではないか。
・問１は適切であるといえるが、問２は実務についていない受験生にとって、結論は判断しにくい。
d. どちらかといえば適切でない
・特に第2問の設例は極端すぎて、現実的ではない。受験者のどのような知識・能力を問いたいのか不明である。
e. 適切でない
＊複数回答
・設問一は、①試用目的を有する有期雇用の雇止めについて、②募集広告と異なる労働条件との差額賃金請求について、③就業規則によらない、本人同意による労働条件の変更について（労働契約法7条と12条の関係）、という三点について問われている。いずれも良問といえる。
設問二は、①使用者のロックアウトの有効性、②組合の統制権（除名処分）の限界という二点が問われている。ロックアウトの有効性を検討する上で、労働組合と使用者の過去の交渉の態様も問われるところ、本問は、詳細な労使交渉の経緯を示しており、重要な事実を受験生が取捨選択できるかという点で、能力が問われる問題ともいえる。ただし、組合による除名処分の有効性判断については、本問の狙いとしては、正当性を有さない争議行為参加を命ずる組合命令の拒否と除名処分の限界を問うものであると推測できるところ、本問争議行為が正当性を有するか否かは微妙な判断が求められるように思われる。受験生によっては、正当性の評価が異なることから、期待通りの回答がなされるかどうかは不明である。その限りにおいて、問題作成の際に、もう少し明快な事例を作成した方が良いように思われる。【a,b】
 (6)租税法
a. 適切である
・分量等が妥当と思ったため。
・本法科大学院の教育課程を前提とした場合、内容が適切である
・第１問及び第２問は、いずれも、基本的知識を問う問題であると考えられ、条文の解釈ないし理解についての日頃の基礎的な勉学の成果を試す問題として、適切であると考える。
・第１問目は、個人所得税の所得区分の問題である。裁判員制度と最近の馬券事件を思い起こさせるような問題で、社会的に注目される背景をもった点で、良問である。ただし、これについては、「裁判員等に支給される旅費、日当及び宿泊料に対する所得税法上の取扱いについて」という個別通達が出されており、実務上、雑所得とする取扱いは明らかにされている。その限りにおいては知識を問う問題となっている。しかし、給与所得、一時所得、雑所得の区分の観点を筋道たてて解説することで、その論理的思考をチェックできるので、適切な問題といえる。 
第２問目は、いわゆる弁護士業の必要経費について争われた「鹿野事件」がベースとなるものと考える。その意味では租税事件で最近話題となった事件をベースとした問題で、良問といえる。ただ、この問題から所得税の必要経費と法人税の損金を無理矢理比較させることにあまり意義は感じない。法人税独立の問題はなかなか難しいので対応に苦慮しているのであろうが、その点は今後の課題である。
・日常的な出来事を題材に、租税法の基礎的知識から直近の判例等までをバランスよく問うている。
・裁判例の動向を踏まえつつも基本的な論点を問うているから
・「第１問」について：設問が１つしかない点は例年の傾向と大きく異なるが、非常に基本的な内容を問い、解答を求める問題となっており、受験者の力量がわかる問題ではないかと思われる。「第２問」について：とくに設問１は、所得税法における必要経費と法人税法における損金の異同という基本問題を扱っており、例年よりも解答しやすかったのではないか。
ただ、設問３は、本来であれば二つに分けるべきところを一つにまとめたように感じられる。
・問われているのが基本論点であり、事実関係から内容を読み解くという、
出題の意図に沿ったものであるため
· 受験生の学修度合いを測る適切な設問であると思われる
· 所得税の基本的理解を試す問題となっているから。
b. どちらかといえば適切である
・シンプルでよい問題であると思うが、あえて言えば、２問とも所得税の問題で法人税の部分が小さい。また、私法と関連した論点が少ない。
・設問は、基本的なことから応用までを問うもので、親切かつ適切である。しかし、出題が必要経費・損金に集中しすぎているのではないか。
・第１問は標準的な問題として適切だと思う。第２問の設問１は評価できない。
どこまで書けばいいのかわからない。「簡潔に」という指示があるが、何を中心に論ずればよいのか受験生は迷う。設問２との関係で交際費の取扱いを論じさせる意図かとも思ったが、措置法も施行令も参照させないのではそれも無理だと思う。また、設問２もそこまで要求していない。この設問はない方がよかった。設問２は基本的な知識の応用で対処できる点では評価できるが、問題に論点が多すぎる。受験生のレベルでは、設問１がなければなんとか時間内に対処できるくらいである。せっかく設問２について解答能力を持ちながら時間不足で十分対処できなかった受験生も多かったと想像する
・平成22年度の【第2問】のような試験問題とは異なり，具体的事例を素材にしつつ，租税法の解釈・適用に関する基礎的な素養を問うている点が高く評価できる。
・現在の標準的な教育課程を踏まえたバランスの良い出題である。
・1問は税法の論理より裁判員の業務の性格の論理が中心となり、やや難があると思われる。
・第２問設問１についてどこまで言及すればいいのかが必ずしも明確ではないことを除けば、基礎学力を問うものであり、又量も適正である。
・工夫されている出題であるが，第１問と第２問とが，近接した内容である点がやや気になる。
・基本的な理解が問われる問題であり、しかも日常生活の上で実際に遭遇することがあり得るような事例になっており、良問であると思う。ただ、学生にとっては難しい問題もあったのではないかと思う。
c. どちらともいえない　
・よく考えられた問題であるが、量的に多すぎると思われる。「日当」の性質については、企業や公的機関によって理解に差異があるので、題材として不適当である。
・設問が冗漫である。
・出題が個人所得税に偏っているとともに、本質を問うているとは言い難い。
・採点基準がわからないので判断が困難
・第1問、第2問の設問２は、課税実務または裁判例において一定の解決が見られている問題について問うものであり、かつ、実務における解決が、必ずしも法科大学院における租税法の授業で取り扱う内容の素直な延長線上にあるともいえないきらいがあり、受験生の（特に心理的）負担はかなり大きいと考えられる。なお、第2問の設問１は、法科大学院における学習の内容を問う良問であると考える。
・選択科目としての工夫がされていると思うが、もう少し基礎的な設問でいいように思う。
d. どちらかといえば適切でない
e. 適切でない
 (7)倒産法
a. 適切である
・概ね法科大学院での学習を前提とした出題であると思われる。
・典型的な事案につき，基本的な理解から近時の実務的問題点までを検討させる問題であり，良問と評価できる。
・例年どおり民事再生と破産法それぞれからの出題であり、基本的な事項を問いつつも、近時の重要判例の理解が問われるものである。
・破産法と民事再生法における基本的制度や典型論点，判例の理解を問う良問である。
・毎年の傾向であるが，基本的な事項と応用的な事項が含まれ，倒産法の理解を前提に自分で考えることができれば解答できる問題であって，適切な問題である。
・民事再生法に関する問題，破産法に関する問題，ともに良問である。判例・学説について普段からしっかりと勉強していた受験生にとって，その実力を十分に発揮できる問題だと考える。
・基本的な点を問う素直な問題であるが、いろいろと思考の幅を試す問題となっており、法科大学院の教育方針を忠実に踏襲している問題と思われる。問題の量も適正であると考える。
・質的には良問であると思う。ただ量的にやや厳しいかもしれない。
・具体的な事例を分析させたうえで、対策を考えさせる、よく練られた問題だと評価できる。）
・実務にとっても重要な論点で構成されている。
・判例などを利用して、適切かつ基本的な事例を利用し、問題を立てている。事例と問題の論点との間に無理がなく、また基本的な制度やその理解を問うているため、学生の到達度に応じた答案が引き出せる良問であると考える。
・自分で考える力があれば答えられる問題である。
・論理と実務の両面からの考察を求める良問である。
・基本的事項を問う設問である。
b. どちらかといえば適切である
・問題の難易度の差が大きいが、全体的には良い問題である。
・重要な事項を問う適切な問題であるが、最近の判例から題材を得るとヤマが当たりやすいことには注意が必要であると感じた。
・第１問は，事業継続に不可欠な財産の維持という倒産法の基本問題であり適切と考える。ただし設問２では再生債務者の財産管理が失当という判断を求められているが，授業では，民事再生の管理命令までは手が及ばないのが実情である。
第２問は，双方未履行双務契約における財団債権の問題であり，妥当な出題と考える。
・再生手続の比重は現状の程度が限度であると考えるので、ほぼ適切と考える。但し、これ以上、比重を大きくしないように望む。
・いずれの問題も授業で勉強しているものであり、条文を丹念にあたるなどすることによって解ける問題である。そうではあるが、第1問の設問2のＣ社がどのような申立をするかについては、途惑ったのではないか。
・基本的論点を考えさせる問題となっている。
・実務上の関心が高い事項であり設問として適切。第２問２（１）の「法的性質について論じなさい。」との問いは、具体的な問いの形式の方が良い。
・両問とも，最高裁判決等を中心として出題されており，よく練られた問題である。ただ，近年，この科目の選択率が下がっているようであり，内容的により平易にして，むしろ論述力・文章表現力に重点をおくような出題を期待したい。
・実務的に問題となる事案であり、未解決かつ理論的にも十分に整理がされていない問題で、受験生に考えさせる問題だったように思われる。ただ、設問形式が若干わかりにくく、難しい問題であることを考えると、もう少し工夫が必要であったかもしれない。
・問題自体は、倒産実務上も重要な課題のものが取り上げられ、良く練られた良問であると思われる。ただ、〔第１問〕〔設問〕１のファイナンス・リースの問題などは、法科大学院を修了したばかりの受験生に、その出題趣旨を理解出来るものなのかどうか、やや気になった次第である。
・基本的に倒産法の分野は毎年、良問が出題されています。
・若干難しい
・おおむね良い問題であるが、再生計画の履行にかかる問題等は、やや実務的関心に傾き過ぎという意見もありうるかもしれない。
・第1問設問1は、ファイナンス・リースという、近時議論の多い非典型担保について問うもので、法科大学院での学修の応用力を問う問題として適切である。第1問設問2は、学界の理論的関心や法曹界の実務的関心はともかく、受験生には難度の高過ぎる問題ではなかったかと思われる。第2問設問1・設問2(1)は、典型論点でありながら、事案の分析・規律への理解・適切な論述の各点についての実力を改めて問うもので、良問である。第2問設問2(2)は、最近の重要な最高裁判例の定立した規範の十分な理解を問うもので、判例の学習が判旨の表層的な理解にとどまっていないかを確認する上で好問である。
c. どちらともいえない　
・採点基準がわからないので判断が困難
・第1問は民事再生法、第2問は破産法からの出題。第1問は設問1と2で、設問1が2つの問いに分かれているため、計3問であり、第2問は設問1、2とも2つづつの問いなので、計4問。3時間の試験時間で、合計7問に回答しなければならない。単純に割っても、1問あたり25分程度ということになるが、例年と同じく、時間的にはやや厳しいのではないか。もちろん、この点は、問いの内容との相関関係で左右されよう。かかる観点からすると、第2問は、概ね条文の基本的な理解をもとに解題することが可能と評し得よう。設問1は、ＸＤ間の下請契約における元請／注文者Ｘの破産で、管財人Ｙがこの請負契約を解除した場合と、存続を選択した場合のそれぞれについて、Ｄの有する未払分の請負代金請求権の行使方法を問う。前者は民642条1項後段、後者では、破産手続開始時点での未払請負代金請求権は民642条1項後段、破産手続開始後の仕事に見合う請負代金請求権は財団債権（148条1項7号類推）。ただし、後者の前段に関し、継続的給付を目的とし、請負人の義務が不可分との見方をすれば、破産手続開始の前後を通して請負代金請求権は財団債権となるとの考え方も。設問2は、ＡＸ間の請負契約における請負人Ｘの破産で、管財人Ｙがこの契約を解除。その時点で、工事の出来高85%（8億5,000万）に対し、Ａは既に9億を支払済み。そこで、余剰分5,000万につき、その返還を求めるとの例で、まず、この返還請求権の破産法上の法的性質を問う。54条2項の適用（なお、最判昭62.11.26／百選69参照）。次に、この返還請求権につきＢが連帯保証していたので、ＡはＢに対し、保証債務の履行を求め、5,000万を回収。その結果、ＢはＸに求償債権を取得するが、この求償債権の権利行使の方法を問う。104条4項は「求償権を有する者は、その求償権の範囲内において、債権者が有した権利を破産債権として行使することができる」とするが、Ａが有していたＸに対する返還請求権は財団債権の性質。したがって、Ｂとしては弁済による代位の効果（民501条）として、財団債権の主張ができるだろう（なお、これを判示した例として、最判平23.11.22）。こうしてみると、条文の基本的な理解で対応できると思うが、ただ、設問2の2つめの問いは、1つめの問いとの関連もあり、応用的な検討・思考が求められよう。次に、第1問についてであるが、これは第2問に比し、全体的により思考力が求められ、応用的傾向が強い印象。設問1は、その前段で、Ａの事業再生に不可欠のリース物件を保持するべく、Ａがリース会社Ｂ社との話合いの機会を得るための方途を検討するもの。そのためには、ＡＢ間のファイナンスリース契約におけるリース会社Ｂの権利を、リース料債権を被担保債権とする担保権とみることを前提に、担保権実行手続の中止命令（31条1項）、そして、担保権消滅許可の申立て（148条1項）。その際、前者の発令に際しては、裁判所が、担保権実行の中止が再生債権者の一般の利益に適合し、当該担保権者に不当な損害を与えないかを判定することになるが、その場合、担保権者側の意見を聴く必要があり（31条2項）、これを経由しないで発令したときは違法となる。対して、後者では、裁判所がその許否の決定をするため、事業の継続の不可欠性を判定するが、その際、担保権者側の意見を聴取することは法定されていない。設問1の後段は、Ｂが解除権留保特約に基づいて、リース契約を解除し、物件の引渡を求めている場合の、Ａ側の対処を問う。この場合、再生手続開始前に既に解除されているので、ユーザーＡの物件利用権が消滅し、当該物件は再生債務者財産に帰属しないことになるから、担保権消滅許可の申立てなどはできない。設問2は、Ｃ提出のＡ再生計画案（ＡからＣへの事業譲渡等を内容とする）が債権者集会で可決され、裁判所による認可を受けたにもかかわらず、再生債務者Ａが、事業の譲渡を拒み、株主総会の開催もしようとしないときの、Ｃの対処を問う。43条1項の適用ということだが、それには再生債務者等の申立てを要する。再生債務者Ａの協力は見込めないから、管財人を選任させ、管財人に申立てをさせる。したがって、Ｃとしては、裁判所に管理命令の発令を申し立てる（64条1項。Ａへの監督命令は取り消される（54条5項））ことが考えられよう。以上、概観したが、第1問の内容は、総じて適切な条文の適用に至る考察の過程に、相当程度の時間を要するのではないかが懸念される。そうだとすれば、時間的制約の中、出題者が期待するような適当な回答に至ることは、法科大学院における倒産法科目の構成が多くは2科目4単位であることに鑑みて、やや厳しいのかもしれない。
d. どちらかといえば適切でない
・倒産実体法、手続法の両面からよく考えられた問題だと思うが、選択科目の問題としては、難度が高すぎると思われるから。もっと単純・簡単な問題でも、解答には差が出るので、その意味では採点には困らないと思われる。
・第１問について、ファイナンスリースに関する最判平成２０年１２月１６日の趣旨は、最判平成７年４月１４日との関連で、明確ではなく、ファイナンスリースに関する出題は、法学学習者に対して、適切でないと考える。
・小問はどれも歯応えがあり、全部について相応の論述を展開するとなると、時間不足が足りない気がする。（中央）
・先端的な問題すぎる。通常のロースクールの倒産法では教えるのが難しい分野の出題である。
e. 適切でない
(8)経済法
a. 適切である
・基本的な理解を問う出題がなされているから。
・考えさせる実践的問題だが、難しすぎることもなく、きちんと勉強していれば回答できる良問だと思われる。若干量が多いかに思われるが、例年と比べれば妥当だと思われる。
・独禁法の基本的な法概念や規制内容（特に要件）を正確に理解していることを前提に、問題文に示された事案に即して独禁法の中から関連した条文を選び出し、出題の意図に沿って具体的に論述を展開していくことが求められているレベルの問題であり、適切である。
・ある行為の違法性を問い、法適用の可能性を専ら論じる形式よりも、一定の事実から独占禁止法上の問題を検討する形式は、より現実の実務に近く、より実践性を問われる設問であると考えるから。
・①第１問は技術ライセンス契約に関するもの、第２問は事業者団体の活動に関するものとなっており、近時において、実際に生じやすく、独占禁止法の解釈が求められているテーマが試験問題の対象となっていること
②両問とも、複数の市場における競争に与える影響を検討するとともに、複数の適用条項の検討を行う必要があるものであること
③第２問については、事業者団体の行為に対する独占禁止法の検討に当たって、論点となる主要な事項（事業活動の共通化、社会的目的のための自主基準の設定、８条４号の論点等）が盛り込まれた設問であったこと
・基本を押さえておけば適切に解答できるレベルである。
b. どちらかといえば適切である
・行為類型事件の捉え方等、多様な構成の可能性を視野に入れると分量的に時間内答案作成が可能かどうか、疑問の余地がある。 
・経済法の基礎知識を問う問題となっている。
・競争促進効果あるいは社会公共的妥当性を検討させる内容で，複眼的な思考を問う点で適切であるが，技術内容の事実が少々複雑であることを否めないため
・過去には難しすぎると思われる問題もあったが、近時は適切な水準になっている。
・具体的な事項に言及している点。
・問題文の量が適切である（１問にA４用紙１枚程度）。市場画定を重視する出題趣旨は理解するが、不公正な取引方法における市場画定について、きちんと説明したテキストがない現状では、学生は対応することが難しい。採点実感等の中で、受験生に対して要求レベルを具体的に示すことが望ましいのではないか。年々、学生が選択科目にかける時間が少なくなっている現状においては、経済法受験者が減少する可能性は高いように思われる。受験生が解答の指針を立てやすいように、具体例を豊富にすることを含む採点実感等のさらなる充実を望む。
・第1問は抱き合わせについて、第2問は事業者団体の行為について、基本的な知識を問う問題と一応評価できる。ただし、両方の問題において正当な理由に関する類似論点が相当の部分を占めるようにみえること、及び第2問は判決・審決を学習することで必ずしも正確に答えられるとは限らず、公取委の相談事例集の学習までをも求めるものと読まれる可能性があることが気になった。なお、平成24年度の試験の最高点は66点であり、受験者間の成績のばらつきが他の選択科目に比べて顕著に少ない。他の科目に比べて、能力ある受験者の成績が低く評価されている（逆も同様）おそれがあり、試験問題及び採点基準の作成において注意が必要と考える。
・問題文に分かりにくいところがあるものの、経済法特有の分析能力を測ることができる問題であり難易度もほぼ適切であると思われる
・問題1の知財との関連部分は、少々、難しいと思われる。
・よく練られた良い問題であるが、いずれの問題も専門性の高い、実務的な面のある問題であり、受験生にとっては難解であったと思われるため
・法曹として必要十分な独禁法に関する知識を問うている
・論点があまり明確でなく，かつ多面的に論ずるための事実が少ない。
c. どちらともいえない　
・設問の狙いは理解できるが、事実関係の設定が、受験生を戸惑わせた可能性がある。
・第1問：ライセンス契約における制限行為ついて適用される規定、競争への影響をみるべき市場、競争阻害効果、行為の合理性等に関する論点について、高いレベルの分析・検討を要求する問題と思われる。
　第2問：　事業者団体による自主規制の独禁法上の問題を検討させる問題。教科書で自主規制に関する論点を勉強していれば解答できる問題で、基本的な点について理解しているかを確かめるものと思われる。
・採点基準がわからないので判断が困難
・第１問は先例不足
・結論が明確ではない事案について考えさせるという意味では良問であると思うが，２問とも，公正取引委員会の事前相談事例をそっくり素材としているという印象があり，また，第１問の設例には独占禁止法上の問題点を分析する上で重要な事項に関して不明な点が多く，解答に際して戸惑うと思われる。
d. どちらかといえば適切でない
・問題自体はよく考えさせる良問であって、演習形式の授業で取り上げたい素材であるが、量及び難易度からして３時間で通常の出来る学生がこなすには難しすぎる。上位５％以内の学生を識別するには適切だが上位２０％程度の学生については習熟水準を適切に測定できるものとは思えない。
・両題ともSPECIFICな領域に絞った出題であり、基本的な競争法理念の理解を試すというものとは距離がありすぎる印象である。選択科目に対する出題方針としては若干の疑問を感じざるを得ない。
・実務にとっても重要な論点で構成されている。本年度の経済法の問題は相談事例集の事例を基にしたものであり、実際に起こり得るものでもあろう。ただし、第1問については、問題作成者の意図が不明であり、また、問題文には、この問題を考えるに当たっての、例えば市場構造要因（β分野の各社のシェア等）が明らかではなく、回答が困難と思われる。また、第2問については、正当化事由の判断基準に係るものであり、そのこと自体は首肯し得るものの、その判断をどの基準に置くか、また、保険取引における慣行等の知識によって、回答は大きく異なってくると思われる。
・解答に必要な情報が十分示されていない。特に問題1。
・数通りの解答があり得る問題で，ロースクールの基本的，基礎的知識を問う　問題としては不適切。
e. 適切でない
＊複数回答
・問２は独占禁止法に対する通常の理解があれば解ける問題であるので、適切であると考える。問1については、参考にしたと思われる技術取引に関する相談事例（http://www.jftc.go.jp/dk/soudanjirei/gijyutsutorihiki/gijutu7.html）があり、出題趣旨が受験者に対して、この相談事例の回答のラインに沿って「ノウハウを守るための購入先の制限は合理性のある範囲で問題はないとする」回答を期待するものであれば、知財ガイドライン（知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針）に関する知識を問う問題となりかねず、基本的な思考の力を計る採点基準の下に採点が行われなければ問題を生ずると思われる。【a,c】
 (9)国際関係法(公法系）
a. 適切である
・国際刑事法、国家責任法、外交関係法など、国際法の主要な分野を広くカバーした上で、実務的にも重要な論点を扱っており、良問だと考えられる。
・第1問は、ICJの重要判例を組み合わせた問題であり、設問も適切な誘導型になっている。やや関連判例を盛り込み過ぎている感は否めないが、受験生が外交的保護に関する判例を整理して理解しているかを問う良問であると判断する。
　第2問は、管轄権、引渡、責任追及という、一見すると別個の論点が組み込まれた形になっている。恐らく受験生は問題事案だけを読むと事案の性質が理解できないであろうが、問われている内容は設問の中で詳しく説明してあり、特に高度な内容が問われている訳ではないと言えよう。なお、設問3は意表を突く内容であり、やや「取って付けた」感もあるが、全体としては基本的知識を問う良問であると判断する。特に、教科書の章毎に分断的に勉強するのではなく、分野横断的に、あるいは分野間の連関を意識して勉強する必要があることを示す点でも、良問であると言える。
・第一問、第二問ともにこれまでの事例を参考にしながら、国際法の基本的な概念の理解を求めている。また、基礎的な知識とともに、国際法上必要な法的思考能力を求め、具体的な適用状況を考えさせるものとして適切と考えられる。第一問、第二問ともにこれまでの事例を参考にしながら、国際法の基本的な概念の理解を求めている。また、基礎的な知識とともに、国際法上必要な法的思考能力を求め、具体的な適用状況を考えさせるものとして適切と考えられる。
・国内管轄事項、国家管轄権、外交的保護、犯罪人引渡し等広範な分野を取扱っている。
・設例・設問とも適切な配慮がなされているから。
・出題範囲、論点、難易度が妥当であるから。
b. どちらかといえば適切である
・第1問、第2問とも、刑事管轄権の行使に関連するものであるが、国際法は多様な分野を対象にしている以上、２つの設問は別個の分野について問うことが望ましい。また、設問の中で、「普遍的管轄権の行使が認められるとして（第1問、設問2（a））」といった形で前提を与えている。現実に生じうる問題について法律上の論点を発見し、整理する（場合分けをする）ことが法曹としては重要であることに鑑みると、その能力を見るという観点からは、出題の仕方に再考の余地があろう。
・設問の事実関係はやや複雑であるが、国際法に関する最近の動向や重要な判例等を意識した設問となっており、どちらかといえば適切であると評価できる。
・基本的な問題を取り上げる構成としては適切だが、やや論点が多すぎる。
・個々の問題は，基本的論点に関するものとは思うが，それでも広範囲にわたる学習を余儀なくされる受験生の立場からすると，やはり多少荷が重いのではないか。
・２問とも、国際法の基本的事項についての知識を問う問題で、素直な良問である。ただし、第1問で通商制限の話を持ち出しておきながら、両国間に条約上の義務はないとするのは設問の仕方として疑問である。国際経済法の知識を問わないようにするための工夫であろうが、非現実的な設定となったような気がする。
・設問に若干の重複ないし偏り見られるが、出題の趣旨は明確で、国際法上の諸制度の基本的な理解を問う内容になっている。
・例年と比べ、やや難易度が高いように思われる。
・いずれも典型的な論点を組み合わせた設問で、全体的には良問と思われるが、第1問はやや難しいと思われる。
・国際法の過去の判例からも想定できる内容であり、論文構成の一応のイメージが、バランス良くできあがるような設問となっている。
・試験で扱われている題材の大部分が、多くの教科書に記載されている標準的なものであるため。
・試験で扱われている題材の大部分が、多くの教科書に記載されている標準的なものであるため。
・国際港法分野の中でも実務上生じうる事案を想定したものであるため。
・出題範囲・出題方法ともに、非常にオーソドックスであった。
・設問がやや分散しているきらいがある
c. どちらともいえない　
・第一問：設問の内容が複雑すぎて、受験生が内容を整理し、十分な回答をするには時間が足りないのではないかと考える。設問自体は関連する先例もあって悪くない。
　第二問：関連事例もあり、報道等に通じていれば国際法の基礎知識で回答できる範囲と考える。
・問題により難易度にばらつきがある。かつ問題テーマも国家主義、外交不可試験、条約法条約とほとんどテーマとなっているものが限られている。
・採点基準がわからないので判断が困難
・問題の難易度は適切であり、また基本的な論点について答えさせるもので、以前と比較すると随分改善された。しかし、論点が細かすぎ、またわざわざ論理的には別の論点についても答えさせるのは考えものである。論点を増やすより、論述を深める方に受験生の注意を向けた方がよかったのではないか。積み上げ式の小問を設けるような工夫がほしい。
d. どちらかといえば適切でない
・法科大学院の講義の範囲を超える。
・第1問は、各枝問が大きな論点を含んでおり、受験生にとって詳細に論じることは時間的に不可能ではなかっただろうか。第2問の設問には、「どのように応じるべきか」とか「どのような責任追及ができるか」といった抽象的な質問があり、質問意図が不明確で、受験生は「どのように」解答すべき困難を来したのではないだろうか。的確な質問がなされるべきである。
e. 適切でない
＊無回答
・第1問
設例の問題文にはいろいろな問題点が詰め込まれていて、初見では時間内に十分な解答を書くことができるかという懸念をもつが、枝問の内容は特定の論点のみを聞いており、国際法を勉強した学生であれば、簡明に解答することが可能であろう。
たとえば枝問1．については、禁輸措置が内政干渉であるとする主張に対して、一般国際法に基づく反論だけを問うているから、国家の貿易規制の自由を前提に報復措置として論じればよいだけになる。しかし禁輸措置あるいは国家の一方的制裁措置としてこれを国内管轄事項への干渉を構成する違法な措置と見る場合には、重大な違法行為に対する対抗措置としての違法性阻却を論じなければならないことになる。そうなると、拷問行為の違法性を議論する必要が生じ、拷問禁止の慣習法性や元首の免除との関係における介入の強制性などを議論する必要が生じ、また拷問が違法行為であるとしても、その直接の被害国でない国が禁輸措置をとることが認められるかなど国家責任上の問題を論じる必要が生じてくる。とくに受験者はこの設例をみて、解答のどこかで拷問禁止条約の慣習法化を議論する必要が生じると予感するであろうところ、他の枝問にその点を問うものがないから、この点を含めて、拷問行為の違法性を指摘した上で、枝問1．で禁輸措置の合法性を議論する必要があると判断するであろう。そうなると第三者対抗措置として議論するのか、さらには「保護する責任論」を前提として一方的制裁措置を論じることになるため、解答は複雑化し、時間内に解答することは困難になるかもしれない。
枝問2．(a)は、元首の免除の観点から論じることを特定しており、またこの点の基礎となるベルギー逮捕状事件はどこの大学でも教えているので比較的には解答はしやすい問題である。
(b)は、外交官の免除が対抗措置においても侵害されてはならないとする国家責任条文の「対抗措置」に関する知識を聞いているので、知っていれば解答は簡単であろう。
枝問３．会社の株主の外交的保護という点を聞くものであるが、バルセロナ・トラクション事件の先例を知っていれば、解答は容易である。ただし設例には、この資産没収が国内法の根拠なしになされているとか、会社は存続しているなどの記述があり、それを解答に結び付けて論じる必要があるとすれば、バルセロナ・トラクション事件が示した基準をしっかり理解している必要があり、また国内法上違法な没収措置と司法拒否との関係など、外交保護の一般論にも及ぶ必要が生じ、解答はかなり複雑化する。そこまで要求しているとすると、時間内に解答を作成するのはかなり厳しいようにも思われる。
第2問
設例の問題文は簡単に事件の概要をつかめる適正なものであり、執行管轄権の行使、犯罪人引き渡し、財産窃取のそれぞれ連鎖した独立の事件について、枝問も対応していて、解答は比較的容易であると判断する。
設問については、枝問１．については、Ｂ国の国内刑法の域外適用（国外犯）規定が設例中に明示されていないので、正当化する根拠があるのかないのか不明であるが、進行中の刑事手続が国内法上適法であるとすれば、いわゆる消極的属人主義規定があるということを前提に議論することになるのであろう。わが国に関連して生じたタジマ号事件とその処理及びその後の刑法改正（刑法第3条の２）を知っていれば、解答は容易である。
枝問２．については、政治犯不引渡の原則と犯罪人引き渡しの要件のうち特定主義を問うものであるが、問題の趣旨が必ずしも明確ではない。引渡す意思があるということを前提とすれば、政治犯でないという点を問おうとしているのか、政治犯でも「特定主義」のもとでの引渡は可能であるかを問おうとしているのか、その全部を場合分けして解答することを求めているのか迷うところである。いずれにしても、条約で政治犯不引渡を規定している場合、それが単に引渡さない権限を規定しているのか、不引渡義務を約束したものであるかが問題となり、前者であれば引渡してもよいことになるが、後者であればそもそもそれが紛争発生回避のためのもの（政治犯として判断すれば、引き渡してもらえなくても引渡を要請する国は、政治犯でないとことを理由に引渡への義務の違反を主張できないだけ）か、それとも政治信条の国際的保護のためのものか（この場合には、政治犯を引渡すことは国際的保護法益への侵害ともなり、引渡がそもそもできないはず）という本質的な問題を答える必要が生じる。そうなると、解答を時間内に終えることができるか問うことが問題となろう。
枝問３．については、国家機関の行為が国際法上の国家責任を生じさせることを前提として、その処理を問うものである。財産損害が第三国船上で発生した事例であるが、設問では「事実関係に即して論じ」ることが求められている。事実関係が何を示唆しているのか不明であるが、令状なしに客室に立ち入ったという記述があることからすれば、国家機関の権限ゆ越の場合に、その行為が国際法上、国家に帰属して国家責任を発生するかをまず問うているように思われる。ただし、問題文では、責任追及ができることを前提に、その処理の方策を問うているだけのようにもみえ、解答者が困惑するかもしれない。その点で、設問の趣旨は必ずしも明確ではない。設問の設定の仕方にもう少し工夫があってもよかったように思う。
 (10)国際関係法(私法系）
a. 適切である
・基本的な理解を要するものであり、難度として適切
・第１問：共同縁組をめぐる問題及び養子縁組における各法律問題が適切な配分のもと出題されていること。第2問：労働契約に関する準拠法決定と国際裁判管轄の問題が適切な配分のもと出題されていること。
・奇をてらった出題ではなく、国際関係法（私法）の基本を問う良問であると考えられるため。（東北）
・いずれも基本的な論点の理解を問う問題なので。（京都）
・第1問，第2問のすべての設問で問われていること自体は，授業などで受験生の方々にも馴染みがあるものと思われる。とはいえ，解答自体は必ずしも容易ではないように見える。実際，受験をした学生さんに聞いてみると，何をどこまで論じるかについてかなり悩んだ，と言っていた。その意味で，問題の所在，その問題の解決のための規範の提示，その理由，規範のあてはめを適切に論述することが求められていると理解できる。昨年と同じような趣旨かと思われる。国際関係法（私法系）に関する法規範，法体系がしっかり理解できるかどうか，が結局のところは問われていると捉えられ，資格試験という観点から見ると適切な問題と言うほかない。
・国際家族法分野、および国際財産法分野の双方から、法選択、国際裁判管轄に関する基本的知識を確認するものであり、試験問題として適切であるように思われる。財産関係事件の国際裁判管轄に焦点を当てた点も、明文規定の解釈を問う趣旨として、好意的に評価できる。
・基本をしっかりと学んで答えることができる。（青山）
・2問とも、基本的な論点について出題されており、とくに問題とすべきところはない。（神戸）
・国際私法の基礎力を問う良問といえるため（熊本）
・第１問は国際家族法，第２問は国際財産法からの出題であり，出題領域に偏りがありません。また，いずれも基本的な条文の適用をマスター出来ているか否かを確認することに主眼を置いた問題であり，国際私法・国際民事手続法の理解到達度を判断するために適切な水準が確保されていると考えます。
・基本的な教科書に書かれていることであり、教科書を理解している受験生にとっては、見慣れない問題や難解に感じた問題はなく、いずれも基本的な事項について問うものである。その意味で、適切であったといえる。少し気になるのは、設問2については、基本的な知識を問うという意味では良いのであるが、若干平易すぎるのではないかという感じがしており、受験生として素直に条文を当て嵌めて書いて行った場合、これで良いのか、どこまで書けばよいのかという不安を覚える可能性がある。今後、改正民訴法の条文をそのまま問うのではなく、もう少し応用力を問う設問であってもよいかと考える。（関西）
・基本的な知識が問われており、問題はない。
・国際関係法(私法系）の範囲となる基礎知識を問いつつ、法的思考力も問うバランスのよい問題である。
・第1問は解釈問題（設問1(1)における解釈問題はやや発見が難しい）が中心、第2問は条文の機械的な当てはめが中心であるところ、全体としては、実務家に必要な資質である問題発見、規範定立・法の解釈、あてはめの能力を、易しめではあるが適度に問うものとなっている。ただ、第1問で、普通養子のみに問題を限定することを問題文で明らかにすべきであったように思われることと、第2問で、設問1(3)の「本件雇用契約の準拠法が甲国法であるとした場合に」とあるのは、「本契約は甲国法に規律され解釈されるという書面の合意が有効であるとした場合に」の趣旨であろうが、12条1項で定まる法も「準拠法」であるため、無用の誤解が生じうるおそれがあることが、気に懸かった。
・基本的な事項を問う良問であったと思われる。
・実務にとっても重要な論点で構成されている。（東海）
・第１問および第２問ともに、様々な論点を織り交ぜて、国際法の基本事項について出題しており、いずれも良問であると思う。第１問１．は国内管轄事項不干渉原則、２．は国家元首の享有する刑事裁判管轄権免除特権、３．は株主への外交的保護権行使の要件について問うており、また、第2問１．は沿岸国管轄権の内水における行使（やややさしい問題）、２．は政治犯不引渡原則の解釈、３．は国家責任に関する国際法の一般規則（2001年のＩＬＣ条文草案参照）に関する具体的な適用のあり方について考えさせる問題であり、両問ともに事実関係および論点の整理をきちんと行える能力を試しており、幅広い知識と多面的な思考を求めているバランスの良い工夫された問題である。（南山）
・難易度および出題範囲ともに法科大学院での教育で十分に回答可能な内容である
b. どちらかといえば適切である
・国際私法に関する基本的な理解を問うものであり、おおむね適切である。
・出題の難易度は適切であるが、設問数が多いのではないか。実際の受験生のレベルにもよるが、もう少し設問数を減らし、じっくりと記述をさせることも考えられるのではないか。
・分量は適切である。
・設問の質は基本的なことを問うものであって適切であると考えるが、設問の数がやや多すぎるのではないかという印象を受ける。
・狭義の国際私法、国際民事手続法、国際取引法についての一応の理解があれば、その基礎知識とその応用力をもって答案は十分に書ける、と思われるからです。
・第1問の養子縁組は、国際私法の理解度を確認するのに適切なテーマであるので、そのこと自体は適切である。しかし、設問は、国際私法の理解度を試すものには必ずしもなっていない。31条2項の適用をからめた、より適切な設問があってしかるべきであったと思われる。第2問の雇用契約の問題も、法の適用に関する通則法の制定及び民事訴訟法の改正により大きくルールが変更になっており、適切なテーマ選択であると思われる。しかし、設問があまりに単純であり、深く理解をしている受験者とそうでない受験者を適切に選別できないおそれがあるように思われる。もう少し骨のある設問が含まれていてよいように思われる。
・解答上の難易度からいえば、平易ないしおおむね適切と思われる。ただし、
とりわけ第２問については、いささか教室設例にすぎる嫌いがあるように感じられる。
・設問に紛らわしい、ないしは必要十分な情報が欠けていると思われるものがあったため。
・第１問が身分行為，第２問が契約関係（雇用契約）でいずれも問題量，質的内容共にさほど複雑な内容ではない。ただし，雇用紛争につき民事訴訟法改正の国際裁判管轄権につき出題されたのはテーマとしてはホット過ぎると思われる。
c. どちらともいえない　
・第一問設問１・２共に、（準拠法が日本法になると考えた場合には、）日本民法（家族法）についての理解を前提とし、その理解内容が解答に直接に反映しうるものです。選択科目の出題としての適否を検証の余地があろうかと思います。
 第二問は、一方で問題文に提示された事案が具体性に著しくかけるため、その部分を補ったうえで一定の結論を示すには、解答に要求される作業は大きく、他方で、そうした具体性に言及せずとも、（現在の学説の状況を前提とすれば）解答でき、しかもその場合にはきわめて単純な作業で解答しうる出題と評価します。
設問１と２も明示されているように脈絡にかけ、出題の構成の点で、高くは評価しかねます。
・第1問は，養子縁組の成立とその結果としての親子関係が単位法律関係として別であることの理解を前提にした問題であり，その点は評価する。ただし，嫡出でない子のある相手との婚姻で養子縁組をする場合に，共同して養子縁組すべきかどうか，という問題は，国際私法固有の問題か，民法の問題なのか，やや疑問が残る。また戸籍法は民事法の参照法令の一つではあるが，国際私法の授業ではかならずしも戸籍法まで手が届いていない。戸籍上の届出についての出題は意外の感がある。
第２問は，民事訴訟法にわが国の国際裁判管轄権の規定が設けられたことを踏まえており，また，とくに同３条の４と３条の７第５項，第６項の関係は，かならず授業で取り上げるべき点であるから，その意味では適切である。しかし，国際私法の問題（通則法１２条）として，わが国の労働契約法１６条は，絶対的強行規定か否かを理解していなければ答えられない。『注釈・国際私法・上巻』２９０頁を理解していることを要するが，民事法・国際関係法（私法系）のいずれでも労働契約法は参照法令ではないから，この出題に違和感がある。
法文登載法令について一点，疑問がある。国際関係法（私法系）の登載法令として，「外国仲裁判断の承認及び執行に関する条約」（ニューヨーク条約）が挙げられている。この条約の理解には，わが国の「仲裁法」の知識を要するが，民事系の登載法令に「仲裁法」は挙げられていない。昨年までは「仲裁法」は登載されていた。そうすると仲裁法の知識がなくても，ニューヨーク条約に関連する出題が可能なのか，疑問である。
・国際関係法（私法系）の出題範囲として基本的な知識を問う問題としては、適切であると思われるも、事例としては、特に第二問については、受験者が想定している範囲を超えており、適切であるとはいえず、出題範囲については、今後の不安を除くためにも工夫が必要であろう。 
第一問については、婚姻関係にある日本人と外国人が、その外国人の連れ子の養子縁組に関して発生する準拠法問題（特に、養親の本国法を適用するのか、外国人養親の本国法である外国法が適用されるかの問題）が中心であるので、通則法３１条の適用に関する基本的な知識を問うという点では、事例のあてはめということからは、それほど難しくはないであろう。 
第二問については、外国企業と外国人との間の個別労働事件が事例として出題され、いわゆる労働法に関する問題が出題されたという点で、受験者としてはやや驚きがあったのではないかと推測される。これまでは、どちらかというと一般的な民商事問題を含む、国際取引に関する問題が事例となっていたが、選択科目として独立している他の科目の出題範囲に踏み込むことが出題範囲として許されるとなると、今後は、労働法だけでなく、知的財産権法や租税法等にまでその準備を広げることが必要となるという点で、問題ではなかろうか。特に、小設問２は、退職後の競業避止義務を扱っているので、その質問が国際裁判管轄権の問題に限定されているとしても、やや不適切ではないかと思われる。なお、小設問１は、労働契約に関して、日本の裁判所以外の合意管轄の有効性や通則法１２条の強行規定の適用の可否を問うものであり、通則法の制定時に導入された弱者保護の条文の適用問題を問うという点では適切な問題であるが、事例としては、工夫があってしかるべきかと思う。
・採点基準がわからないので判断が困難
・第1問設問1において、日本法上の特別養子縁組は考える必要のないことを問題文で教示した方がよかったのではないかと思われる。南敏文ほかの学説によればこの場合には特別養子縁組は成立しないが、そのことは国際私法の教科書類や学生向け教材には明示されてはいない。受験者が特別養子縁組の成立も可能であると考えた場合［日本民法795条本文の解釈として外国人たる養親の本国法で決定型しか認められていない場合にも夫婦共同縁組を認めるとの解釈が一般的であるので、同817条の3第2項本文においても同様の解釈をすることも可能な解釈のひとつであろう］、小問（2）への解答が複雑なものとならないかとの懸念がある
・全体的にやや容易
d. どちらかといえば適切でない
・第１問（家族法）は、設問の数が多すぎて、じっくり考える時間がない。設問をひとつ減らすべきであった。第２問（財産法）は、まだ実務経験のない受験者にとって、問題文が長すぎる。設問２は、不要であったと思われる。
・条文を見れば答えが導けるような問題が多く、受験者の間に差が出難いように思われるから。
e. 適切でない
 (11)環境法
a. 適切である
・ポイントが浮かび上がるように素材がうまく加工されている。
・二つの事例問題の中に，環境法の中で，主たる法規制である水質汚濁防止法，廃棄物処理法，大気汚染防止法，環境影響評価法（特に2011年以降の改正の趣旨を踏まえて），生物多様性基本法など，具体的な事例の中に様々な法規制が関係する局面を織り込み，環境法制に対する理解度を測る適切な問題であると考える。
・今日的な環境問題(紛争)の状況を適切に反映した事案・設問だと思われる。
・第１問、第２問とも、環境法の基本的な法律の基本的な理解を問うものであり、法科大学院における環境法の学習到達度と、実務への対応力のレベルを適切に判定できるよい問題であると考える。
・環境訴訟で必要な実定環境法のポイントとなる点を出題している。
・問題は全体としてきわめて適切であり，法科大学院の教育内容を十分に反映するものであると評価する。以下，個別に意見を述べる。
第1問について
第1問は，水質汚濁防止法違反という刑事責任が問われているように見えるが，設問の中心は2の方にある。すなわち，水質汚濁防止法違反で有罪となり罰金刑を受けた者が，同時に廃棄物処理法による処理施設の許可を受けていた場合に，その有罪となったことが処理施設の許可にどういう影響を与えるかということである。
この問題では，廃棄物処理法15条の3において，一定の要件がある場合には，知事は廃棄物処理施設の許可を「取り消さなければならない」と定められ，許可の取消が義務的なものとされていることが指摘される必要がある。これは2003年の改正で取り入れられたものであるが，その趣旨は，従来のような裁量的取消では，取消の要件があっても，許可権者に対する不当な圧力などのため，許可の取消が行われない場合があることを考慮して，そのような余地をなくすことにあるとされる。このことは教科書でも強調されているところであり，法科大学院の授業においても必ず言及される点であって，基本論点といえる。
ただ，この場合，設問は，水質汚濁防止法違反による有罪が廃棄物処理法上どのような影響を与えるか，と問うており，資料として政令の規定があげられているから，取消が義務的なものとされていることの指摘だけでは足りず，それが義務的取消につながっていることを，法令上の根拠を示して説明することが必要であろう。そうすると，廃棄物処理法15条の3第1項1号は，同法14条5項2号イからヘまでに該当することをあげており，その14条5項2号1イでは7条5項4号イからトまでに該当することが求められ，その7条5項4号ハでは，政令に定める生活環境の保全を目的とする法令に違反して罰金刑を受けることがあげられており，その政令は[資料]にあるとおり，水質汚濁防止法違反をあげているから，設問の場合がこの義務的な許可取消要件を充たしていることになる。
なお加えて，このように，水質汚濁防止法違反で罰金刑を受けただけで，直ちに取消が義務的に行われるということについては，比例原則との関係で問題がなくはないことを指摘してもいいだろう。
いずれにせよ，上記のような条文の読取能力を示すことが必要である。これは実務につく場合にも必要な能力であり，一定の練習を必要とする。通常，法科大学院の授業において練習問題として行われているところであり，そのようなことを司法試験で問うということはよいことであると考える。
第2問について
第2問は環境影響評価法にかかわる。設問1は，環境影響評価が適切に行われていないにもかかわらず，許可権者によって許可がなされた場合の問題である。環境影響評価法は，いわゆる横断条項によって，環境影響評価が適切になされていない場合には，許可権者が許可を与えないようにしようとしているが，それが無視された場合に，行政訴訟でそれを争うことができるかという問題である。
この点では，問題がモデルにしていると思われる石垣空港事件の判決がある。2011年とごく最近の判例であるが，このような最新の判例にも関心を向けておくべきだとするメッセージと受け止めることができる。環境法の世界は常に新しい。過去に学びつつ，最新の情報をも消化していくことが求められる。そういうことを意識させる問題として有益である。
設問2も，2011年に行われたばかりの環境影響評価法の改正を取り上げるもので，最新情報をもとにするものである。この改正は，従来の方法書の前の段階として，「配慮書」という手続を置いて，より早い段階から環境影響評価をはじめようとするものである。そしてそこでは，資料のように，複数案の提示が「基本的事項」として示された。これを戦略アセスメント，いわゆるSEAと評価する向きもあるが，その評価には疑問を呈するものも少なくない。いずれにしても，より早く，できるだけ計画段階で環境影響評価を行い，場合によっては事業自体を断念する可能性をふくめて，より適切な環境影響評価を行おうとするものである。設問はその趣旨を問うものだが，二様の評価がありえよう。本来のSEAにはなっていないとして否定的に評価するか，よりましな制度になったとして積極的に評価するかということである。受験生は，こういう問題に対しては，かなり自由に自己の見解を述べることができ，また出題者としても答案の中に受験生の意識を読み取ることができて，環境法の問題として適切なものと考えるが，それだけにまた，どのような答案が高評価を受けるのかについて，受験生の間に不安も残るところではないだろうか。そうすると，このような問題においては，ぜひ，実際の答案のなかで高評価を受けたものを，例示的に提示してもらいたいと思う。それによって受験生は，どういう答案が高評価を受けるのかを知ることができる。出題者の意図が抽象的に語られるだけでは，そのようなニーズに答えることはできない。
設問3は，生物多様性基本法25条と，今回の環境影響評価法改正の関係を問うものである。生物多様性基本法25条は，生物多様性が不可逆的な影響を受けることに配慮して，従前よりも早い段階での関係の実施を求めており，今回の環境影響評価法改正の直接の要因ともなったものとされる。しかし結局それは本来求められたSEAにはならなかった。それは環境基本法にかかわる。環境基本法20条では，環境影響評価は「事業の実施に当たり」行うものとされているため，事業を実施するかどうか，という段階での環境影響評価が想定されていないとされるのである。今後はこの点は克服される必要があるだろう。環境基本法20条自体では，その制定段階での議論も影響して，環境影響評価を法律によって行うかどうかも明言されていないわけで，環境影響評価法制定から15年余を経過した現在，環境基本法自体がその制度改善にブレーキをかけるようなことになりかねない状況が出てきている。こういうことを明確に指摘する答案が，高評価を受けてほしいと思う。
・第１問について、刑事系の出題は久しぶりであるが、個別の環境法の中でも基本中の基本であり、司法試験用六法登載法令でもある水質汚濁防止法・廃棄物処理法・大気汚染防止法の基礎をきちんと勉強していれば、一定レベル以上の答案を書くことはそれほど難しくないと思われる。第２問についても、普段から個別の各環境法の改正の有無や改正の趣旨・内容等、環境政策をめぐる社会的・政治的な動向などを視野に入れて勉強していれば、当然、想定の範囲内の出題といえ、参考資料も添付されていることに鑑みるならば、むしろ近年の中では易しい部類に入るのではないかと思われる。未だ「出題の趣意」等が公表されていない段階なので、出題者が何を書かせたいと考えたのか、本当のところは不明であるが、ここ数年みられがちだった比較的“マニアックな”論点につき書かせようとする傾向は、取り敢えずは影を潜めたように思われる。しかし、裏を返せば、各法を、ひいては環境法ないし環境（法）政策それ自体を、真の意味で理解出来ているか否かが答案に如実に現れる問題ともいえるのであって、そうした観点からも、適切な出題であったと考える。
・環境法の基礎的理解を前提に、近時の法改正の動向を踏まえつつ、環境法政策、環境訴訟につきバランスよく問う良問である。
b. どちらかといえば適切である
・出題の内容は、最近の改正点を中心に標準的な概説書には書かれている基本等事項を問う良問であると思う。しかし、ここ数年、一つの問題に視点の異なる複数の設問が出題される方法がとられており、回答と採点のし易さがある反面、3時間で回答をするにはかなりの要領の良さも必要と思わる。第1問と第2問では出題の仕方に違いを設けるなどの配慮があってもよいのではなろうか。
・環境法の典型論点についての条文解釈力や法政策的な理解を試す良問であるが，法科大学院の通常のカリキュラムでこのレベルに達するのは相当の工夫を要するように思われる。
・簡単な事例を手がかりに環境法の基本的な問題を考えさせるという点では従来のスタイルを踏襲しており、また、現行法の解釈適用にとどまらず、その課題についても考えさせるなど、環境法の特質に沿った出題となっている点は評価できる。ただし、第１問（特に設問２の⑴）は、やや、細かすぎるように思われる。第２問は、アセスメントの現状と課題についての問題であり、適切な内容だと思われる。ただし、設問２と３は、この点について直接の記載のある教科書があり、（他の本で学習していても解答できないわけではないので不適切とまでは言えないが）公平性の点で疑問がないわけではない
・例年の行政分野、民事訴訟分野一問ずつという構成から離れて、環境政策への理解に踏み込んだ出題となっている。行政法と民事法の基礎力があれば解ける問題から、環境法特有の制度理解（主な環境規制法の相互関係、環境影響評価手続）や研究者の主張と裁判例が対立する領域で立論する能力が必要な問題へと変化している。採点方法基準にもよるだろうが、出来不出来が分かれる結果になるのではないだろうか。環境法の理解を聞く問題としては、過去の問題より良い問題だと思うが、受験生は「それなりに準備が必要な科目」と感じただろう（少なくとも今年については「裏切られた」）。この２点のバランスで「どちらかといえば適切」にチェックを入れた。
・出題範囲、出題形式ともに、バランス面で配慮がなされており、また、設問内容も、とくに法政策、法解釈に関する設問は、基本的な理解力を問う問題といえる。
・第1問は、水質汚濁防止法による規制に関し、特定施設・特定事業場・排出水の関係に加え、廃掃法とのつながりなど、法規制の理解を訊くものであった。法規制の基本ながら見過ごされがちな論点に関わっているが、解答時間からは論点が多岐にわたりすぎたのではないか。第2問は、空港新設の環境影響評価に関し、環境配慮の瑕疵の争い方、さらに法改正の焦点であったＳＥＡをめぐる政策的論点を尋ねるものであった。これは環境法政策の展開への理解を確認する問題として適切なものと思われる。
・環境法の問題としてよく練れている。
・応用力をためしている。
・第1問、第2問ともに環境法のオーソドックスな論点を聞こうとしている趣旨は評価できるが、ともに最近の改正についての問題があり、知識によって差がつくようにも思われるため。
・いささか細かで高度な内容も含まれてはいるが、全般的には標準的な出題であると思われる。
・応用力を試す事ができる。
・工夫された良問であるが、受験生による得点差が大きくなりすぎる印象がある
・難易度は適正であると思われるが、設問の分量がやや多いと感じられる
・重要な制度について、多面的な質問がなされている。
・出題の趣旨は適切であるが、出題の事例が短かったり、1行問題的な設問がやや多い点が気になった
・時節問題のみならず、環境法の理念に関する設問も検討されたい。
c. どちらともいえない　
・第一問：考えさせる問題ではあるが、読むテキストによって答えやすさが異なるように思われる。
　第二問：「空港予定地の土地所有者D」としながら土地収用法を介しないで空港設置許可自体を争わせる問題設定では、それに固有の論理があるかと思われるが、それを問うているのか。
・各問題の内容については適切であると考えるが，それぞれ設問が３つあり，制限時間内に論文を作成させる上で，大分過ぎるのではないかとの印象が否定できないため
・刑法に関する問題は、授業であまり扱っていないので、この問題は扱いにくい。
・問題の内容自体は適切であると思われるが、特定の教科書を使用して勉強している受験生が有利と思われる問題が複数含まれているように思われるのでcとした。
・採点基準がわからないので判断が困難
・第１問は水質汚濁防止法における排水規制の特質を適切に把握しているか否かを大気汚染防止法上の排出規制との比較で問う良問題であり、また第２問は、環境影響評価法に基づく評価手続制度の基本設計を多面的に問う良問題ではあるが、いずれも難度が高く、特に第１問は公害対策法制の細かな論点に関わる難しい問題である。
・解答すべき量が多すぎるのではないか
d. どちらかといえば適切でない
・第１問設問３については、設問の趣旨を理解し、法的な分析によって、明確に回答することを期待することは、難しいと考える。
・私法分野の問題も出題されることが望ましい。
e. 適切でない
試験全体についてのご意見、司法試験のあり方についてのご意見
· ＜Ａ＞の表記は，Ａ法科大学院から寄せられた意見を示す。校名は匿名とした。
＜Ａ＞
既に様々な会議で検討されている課題ではあるが、選択科目間の難易度の差が最終的な司法試験の公平さに疑義を生じさせているとともに、そもそも選択科目を含めて7科目という科目数そのものが過多であると思われる。
＜Ｂ＞
（商法）短答式において、手形法・小切手法から２問だけ出題されているが、バランスが良いという見方もできる半面、会社法の問題のように、ある程度総合的に手形法・小切手法の能力を評価することはむつかしいように思われる。
＜Ｃ＞
・短答式の試験科目を憲・民・刑の3科目に削減すればたしかに受験生の負担軽減には繋がると考えられる。他方でこれら以外の基本科目を論文式に限定すると，基本的事項でありながら論文式では問い難い内容を受験生が学習しなくなるおそれがあり，こうした事項について学習機会を確保する何らかの工夫が必要であるように思われる。
・憲法については，「採点実感等に関する意見」が不適切な内容で，むしろ受験者の混乱を招くことがあったが，昨年度は改善されたのは望ましく思われる。
＜Ｄ＞
　・短答式試験の科目から民事訴訟法を除外する意見があるが，民事訴訟法の主要な条文・手続などの民事訴訟法に関する基礎的知識は法曹が必ず備えるべきものであるから，短答式試験の科目から除外することには反対である。
・司法試験が始まり，８回目を迎え，問題が特定の法律の特定の条文の理解を前提にしたものになっている印象がある。司法試験は資格試験であり，法曹になったあとに，経験を積んで，さらに広く深く法律を理解するものであり，司法試験の段階では，各法律分野の基本的な構造の理解を確認することでよいのではないかと思う。
上記の「国際関係法（私法系）」の論文試験についてのコメントに記載したところであるが，平成２５年司法試験用法文登載法令では，民事系から「仲裁法」が削除された。昨年までは「仲裁法」が登載されていたものである。平成13年6月12日の司法制度改革審議会意見書は，仲裁を含めたＡＤＲが「国民にとって裁判と並ぶ魅力的な選択肢となるよう，その拡充，活性化を図っていくべきである」としていたが，この理念はどうなるのか，疑問がある。
＜Ｅ＞
・法科大学院修了後５年以内に３回しか受験できない現行の制度には合理的理由は見出しがたいと考える（特に受験回数制限）。
・司法試験は、法科大学院修了者であれば、何回でも受けられるようにすべきである。そうすれば、余裕を持った授業内容や運営ができる。現在の予備試験は、「経済的事情や既に実社会で十分な経験を積んでいるなどの理由により、法科大学院を経由しない者にも法曹資格取得の道をひらく。」ための試験になっていないので、合格者は例外とすべきである。特に、受験年齢資格を設けて22歳以上とすべきである。
・民事再生法については、破産法の基本的な素養があれば、実務に就いた後で十分に対応できると思われるので、試験科目とすること自体に疑問がある。
＜Ｆ＞
民事に関する問題を毎年出して欲しい。
本学では環境法は民事専門と行政法専門の教員で担当しているので、この点の配慮をお願いする。
＜Ｇ＞
・受験回数制限の変更
　→受験可能期間について、固定的に5年とするのでなく、出産・育児・介護・本人の重大な病気等の事情がある場合には、延長を認めるなどの柔軟な措置も含めて検討すべきではないかと考える。
・論文式試験選択科目の廃止
・論文式試験選択科目の廃止には反対する。選択科目は、将来の実務に関係する科目を学ぶインセンティブとなっており、受験負担軽減の観点からそれをなくしてしまうのは、法科大学院における教育の質という点で問題がある。
・短答式において、正誤問題の形式を過度に束縛しないよう、「適当な（でない）もの」という聞き方や、正しい命題の数を設問で明らかにしつつその組合せを問う形式など、多少の工夫はあるべきである（パズルではないので、複雑な問い方や、二重に誤ると正解になってしまう「誤った命題の数」を問う設問などは避けるべきである）。［公法系教員より］
・一定水準の基本的理解を問うのであれば、商法についても、択一式の試験は存続させるべきだと考える（公認会計士試験においては、年2回、択一式試験の受験機会が確保されている。制度として、参考にすべきと考える）。
・(下記の(1)(2)は刑事系教員より)
（１）短答式試験について
短答式試験刑事系問題の「出題形式」について，再考されるべきである。すなわち，問題によって「正しいものを選べ」（刑事系短答式20，26）「誤っているものを選べ」(21,40)「誤っているものの組み合わせを選べ」(22,28,32,38)「正しいものの組み合わせを選べ」(29,30,31,35,37,39)「（一定の要件を充たすもの）の組み合わせを選べ」(23,27)「正しいものを１、誤っているものを２とせよ」(24,33)、「正しいものの個数を答えよ」(25)「同一の見解に立つものを選べ」(34)「当該見解に対する批判になり得ないものを選べ」(36)というように，設問ごとに，受験者が「何をどのように」正答とすべきなのかの形式がまちまちであり，受験者に過度の負担を掛けているように思われる。しかも、「正しいものの組み合わせを選べ」(30,31)との設問が続いたかと思えば，その直後に今度は「誤っているものの組み合わせを選べ」(32との設問が登場するという順序は，受験生を混乱させるものと言わざるを得ない。
また、同じく短答式試験刑事系問題には、一定の見解を前提として，「当該見解と同一の見解」を選ばせるもの（34）、「当該見解と相反する見解」を選ばせるもの(28,32), 「当該見解に対する批判になり得ないもの」を選ばせるもの(36)といった設問があるが、こうした問題は、法曹実務家を養成するという司法試験の目的から考えて，適切なものであるかについて疑問がある。（教員Ａ）
（２）論文式試験について
　①論文式試験の問題形式を長文問題にする必要があるのか甚だ疑問である。特に刑訴法においては，長文問題にすることで出題分野が限られ，容易に出題を予測できてしまうため，刑事裁判手続全体を理解せずとも合格答案を起案できてしまうおそれが極めて高いと言わざるを得ない。刑事裁判手続の中のある程度の範囲を俯瞰させる出題をすべきであり，出題形式にこだわるべきではないと思料する。（教員Ｂ）
　②長文問題にする必要があるかどうかという論文式試験の問題形式の点はともかく、問題の内容としては、基本的な論点に関する基本的な理解が受験生に身についているかを問うオーソドックスな姿勢を維持していくべきである。（教員Ｃ）
＜Ｈ＞
今年度の試験問題とは直接の関係はないが、法曹養成制度検討員会では、論文式試験について、選択科目を廃止する意見が出されている。しかし、それは、受験生の負担を軽減するというより、試験執行側の負担を軽減するものであろう。多様な素養を持ち幅広い分野で活躍する法曹を育てるという改革の目的から見れば、むしろ、選択できる科目を増やし、得意な分野を持たせるように誘導することが必要である。司法試験考査委員からも、試験執行の負担減ではなく、幅広い法曹の要請という観点から、積極的な意見表明が望まれる。
＜Ｉ＞
・法科大学院の学生が試験科目以外広く勉強しない傾向があるので、税法や保険法など日常生活に不可避の法律についても試験科目（短答式でよいが）に含めるべきではないかと思っている。ところが短答式の問題を旧試験のように3科目に限定することが検討されているのは、グローバル化時代において多様な人材を育てる趣旨に合わないように思う。
・選択科目間の難易度の調整は行われているのか。
＜Ｊ＞
(1) 租税法についての要望
第２問の設問２は、懇親会費等が交際費等に当たるのか家事費に当たるのかについて、Ａが個人である場合と法人である場合とにおける相違を問う問題であると考える。そうだとすると、交際費等については、いずれの法科大学院においても、租税特別措置法の規定を含め、講義等で取り上げているものと考えるが、答案作成において、租税特別措置法の規定にどこまでの範囲で言及すべきであるのか、この点、参考までに、出題の趣旨で言及していただけるとありがたいと思う。
＜Ｋ＞
制度改革の必要があることは重々理解しているが、少なくとも現在、現場で奮闘している学生と担当教員に対して不当に不利益をもたらすような内容への「改革」だけは、細心の注意を払った上で絶対に避けていただきたい。
＜Ｌ＞
¦ 1 全体として、問題の分量も減り、一定量の知識があるとどう解答したらよいのか予想がつく、やさしい問題になってきているような印象がある。知らない問題をどう処理するかで差がつく、骨っぽい問題を出題するという意欲が弱くなっている印象がある。
2 毎回、指摘しているが、短答式試験を最終日に行うことはすぐにでも改め、初日に実施すべきである。体力的な問題を考えると、女性受験生に対する実質的差別となっている。普段の学力に照らしありえない点数しか取れないという例は女性の修了者に比較的多く、推測するに、体力的限界から、考える力、処理する力を発揮できないためではないかと思われる。精神衛生上も、受験生に相当の負担になっている。
¦ 試験の目的や方向性が定まっていない印象を受ける。
¦ 予備試験と本試験との関連をどうとらえていくか。
論文試験は、要求されるレベルの解答をするには、時間との戦いとなるので、授業等の普段の学習についても、短時間で論点を抽出し、要点をまとめあげる能力をどうつけていくか。
¦ 論文式試験問題は、総則、物権、債権の問題解決能力を試すものとしてよくできていると思う。民法（債権関係）改正中間試案が敷金と賃料債権の賃借人側からの相殺を排除しようとしている点についても、その点を回避するものとなっており、受験生に混乱を招かない点でも配慮が行き届いていると思われる。
¦ 当初の理念とはあまりにもかけ離れた方向性に進んでしまっているのはあまりに悲しい。このままではアジア諸国の中でも法律事務所や紛争解決のハブ地としての活用の点でも大きく遅れをとってしまうと懸念される。
¦ 選択科目の在り方については、合格・弁護士登録後に専門性を高めるためのベースとなるので必須と考える。とくに知財法を選択科目から外すことは、知財に強い人材の層を薄めることになるので、反対である。 
　＜Ｍ＞
１）短答式試験全体について
　　　　・短答式試験から刑訴法等を外すのは一つの方策としてありうる。但し、そのために憲法、民法、刑法のいわゆる上三法が旧司法試験時代のように、パズル的な難問奇問の出題形式、内容にならないように留意すべき。
　　　　・合格点（肢切点）をもっとあげた方がいいのではないか。
　２）論文式試験全体について
・刑訴法の論文式試験は、内容的によく練れている問題だが、いわゆる純粋未修者には、難しいのではないかと思われる年度もある。もう少し問題文量を減らして、じっくり考えさせる問題にしてもよいのではないか。現在の問題文量で、答案構成をし、要領よく２時間で論述していくのは、ややきついようにも思われる。
　　　　・時間の割に分量が多いと思う。
　　　　・論文試験選択科目廃止について：廃止には反対である。廃止の趣旨は、学生の試験準備の負担の軽減であるが、短答試験の科目を憲民刑の３科目に学生の負担はかなり軽減することができると考えられるので廃止する必要はない。また、仮に選択科目を廃止するならば、事実上、法科大学院在学中に、基本科目以外の科目を積極的に勉強しないという傾向を助長することになると思われる。法科大学院に進学する学生の質は、設立当初に比して、確実に落ちている現状を考えるならば、これから法科大学院に進学してくる学生は、受験科目にのみ精力を費やす傾向をさらに強めると予想される。
また、基本科目のみに習熟した卒業生を送り出すことは、多様な法曹を社会に送り出す法科大学院設立のそもそもの趣旨に反する。私の担当する経済法は、法科大学院設立に伴い試験科目となった科目である。１０年間かけて、地域に専門家を輩出することができたのは、試験科目であったことが大きい。また、試験科目として真剣に勉強することにより、力は飛躍的につくのであって、試験科目を廃止したうえで、単に、法科大学院での教育を充実させるという意図は、合格最優先の学生の現状を鑑みると、実現が難しいのではないか。
　　３）司法試験のあり方について
　　　　・受験回数が５年５回になったのはよい。選択科目を試験科目から外すのは慎重に考えるべき。学生が受験科目のみ勉強し、他は手を抜くことが予想される。しかしそれは、幅広い知識を習得した法律家の養成という理念に反する。また、予備試験は、廃止も含めて抜本的に見直すべき。少なくとも、資力証明書などを提出させて、経済的困窮度をきちんと確認すべき。そうしないと法科大学院制度が骨抜きになると考える。
・旧司法試験のように短答５月、論文７月と分けたらどうか。
・受験回数制限について：受験回数を卒業後５年５回に改正する点については賛成である。法務省は、法案を１年以内に国会に提出をするということであるが、可能な限り、速やかに法案を成立させ、その施行期日を平成２６年４月からとし、短答試験を憲、民、刑とするのを平成２７年４月からとする必要があるのではないか。法曹養成制度検討会議は、結局、結論を先送りにしたに過ぎないとの批判をできる限り回避し、法曹養成制度の改革を少しでも可能なところから、スピード感をもって、実施しているとの印象（実績）を残さなければ、法曹養成制度に対する社会の信頼を取り戻すことは難しく、さらに、若者の法科大学院離れを食い止めることができないように思われる。法学部生の中で、法科大学院進学を考えている者は、激減しつつある。具体的な成果を可能な限り早く、少しでも多く示し、社会に改革をアピールをする必要がある。
＜Ｎ＞
(1)憲法
法科大学院入学者の学力レベルは、年ごとに低下しており、授業では従来以上に基本事項の説明に時間を割かなければならなくなっている。そのため、授業のレベルは、法科大学院開設当初と比較して十分高いとはいえないのが現実である。もし司法試験にあまりに難度の高い問題が出題されると、学生は、基本事項の理解が不十分なまま、授業をおろそかにして試験勉強に専念する傾向を助長することになる。あまりに複雑・高度で長文の問題は避けるべきである。
憲法についていえば、最近の司法試験（論文式）問題は、初期の頃と比較すると、基本的論点がわかりやすく（簡単に）なっているが、この傾向を全科目について更に進めるべきである。各科目につき採点対象となる答案の半数程度が合格答案となる程度の試験問題で十分であろう。
また、問題文の分量も短縮することを考えてよい。
短答式問題は、論文の採点対象にならない答案を排除するのが目的であるから、基本的な知識と理解を確認することに重点を置くべきである。
(2)商法
試験自体の負荷の量や、試験準備の量の広さ・深さにつき、もう少し軽減できないかを検討すべきではないかと思う。たとえば、短答式試験を３科目だけにするというのは受験者に与える効果を考えるとあまり良い提案だとは言えないが、少し負担を軽くする試験制度はありうるのではないだろうか。
(3)経済法
※経済法科目の出題について：改善の要望
第1問の事例は、公取委の相談事例集の平成17年度・事例６を、商品、市場シェア等を変更してはいるが、含まれる論点はほぼ同じである。また、第2問の事例は、相談事例集の平成19年度・事例６および平成18年度・事例３と、ほぼ同じ論点を含むものである。　このような出題の仕方は、過去にも例があったようにも思われるが、以下の点において、ロースクールの経済法教育にマイナスの影響を及ぼすと思われるので見直してもらいたい。
①公取委の相談事例集は、一部の学生が受験対策として使ってはいるが、ロースクールの経済法教育における必須教材ではない。相談事例集に掲載されている事例から出題されると、相談事例集をみた受験生とそうでない受験生とで有利・不利が生じ不公平である。
②ロースクールの経済法教育において、教科書を読み独禁法の基礎的な理解を得るための学習、主要な事例に即して応用能力を身につけるための学習がおろそかになる。
(4)法曹養成制度検討会議の議論に関する要望
論文式試験選択科目の廃止の論点について、以下の理由で、選択科目、とりわけ「経済法」について、存置するよう要望する。
①
選択科目について実務と理論を架橋する教育は、法科大学院においてはじめて可能になった。
②
独禁法は事件の数こそ少ないが、企業法務におけるニーズは著しく高まっている。法科大学院における経済法教育は、独禁法について基礎的な理解を得、事例に即した応用能力を養成する場として重要である。
③
司法試験の選択科目とされていることで、法科大学院において学生が真剣に学習に取り組むと考えられる。すくなくとも中央大学法科大学院において選択科目の学習が負担となって基本法律科目の学習がおろそかになるといった事態は生じていない。
＜Ｏ＞
①試験問題は現状で良いと思う。選択科目の廃止について詳細は知らないが、勉強する範囲をこれ以上狭めるような改革には反対である。
　また、予備試験はぜひ見直してほしいと思う。受験回数内に合格できなかった人の救済としてのみ認めるべきだと思う。
　欧米と比較して弁護士のニーズがあまりないといえる原因は、司法書士や社会保険労務士などの司法隣接職の存在であると思われるので、法科大学院の数を減らせばいいという議論だけではなく、司法隣接職も含めて、せっかく作った法科大学院を生かせないのかどうかについて、議論すべきではないかと思う。
②事例問題にこだわる必要があるのか、と思っている。
③最初のころに比べて基本的な事項を問う洗練された内容に改善されてきたと思われるが、さらに一層基本的な事項に絞って、受験生の問題発見能力、論理的思考力、表現力を見ることができる問題に改めていくことが必要だと考える。論点を複雑化すればするほど差がつきにくくなり、正確に能力を測ることが難しくなる。また、いたずらに受験対策的な指導が入ってくることにもなりかねない。司法試験は法科大学院教育の成果を見るものであり、それがそのような試験としてより一層着実に機能するようになれば、法科大学院教育のほうもそれに合わせて理想に近づいていくものと考える。
④学部生の間でも「予備試験合格組がもっとも優秀」という観念が定着しつつある。
　　また、法律事務所への就職等の点で予備試験組が有利であることは、マスメディアでも報道されるところとなっており、社会一般における理解としても、上記の観念が固着化しつつあるように思われる。
⑤問題について十分に考える時間を確保するため、解答時間を長くすることが考えらえる。
⑥短答式は憲法、民法、刑法の３科目とすべきである。
⑦個々のレベルはそれほど高いとは思わないが、全体として分量が多く、結果として体力と事務処理能力の勝負となり本来の実力が発揮できない受験生が多いのではないかと思える。法律家としての基礎的な知識とものの考え方を身に着けたかを見るべき試験で、このような試験方法を採用することに意味があるのかは疑問なしとしない。
⑧商法に関しては、短答式試験は早期に廃止すべきであろう。　試験形式上、基本法といわれる法律の中でも特殊な法律構造である商法の細かい条文知識を暗記させるような試験にしかなりえないが、そうした学習を法科大学院生に求めるのは学生にとっても無駄であるし、教育体制としてもこれに対応する体制がとれるているわけでもない。
＜Ｐ＞
【意見その１】
短答式試験の問題と解答の公表の仕方について、それぞれがHP上別々のページに掲載されているのは、理由があることとしても検索には不便であるため、一体として掲載されることを希望する。さらにいえば、各回の試験に関する情報は、現在のように「実施」と「結果」に分けるのではなく、年度ごとに、その全体について一覧性をもって掲載されることを希望する。
司法試験のあり方について、回数制限の緩和は本来の趣旨に反するものであるが、最終的には受験生個人の判断の問題であるとも考えられることから、強く反対するものではない。
短答式科目の削減について、憲法・民法・刑法とする方向で検討されているところ、実務法曹に求められる基本知識の確認という観点から、民事・刑事の両訴訟法を外すことに疑問がある一方、個別の技術的な論点もさりながら、同時にいわば大きな考え方の枠組みを扱うものといえる憲法について、その知識を短答式で問うことにはかねてより違和感がある。そのため、負担軽減の観点から何らかの科目を削減するのであれば、憲法を外すことには理由があると考えられるが、両訴訟法を外すことには反対である。
論文式試験選択科目の削減については、基本法律科目への傾斜を強める結果を招き、幅広い分野について学習する態度を失わせるものといえ、法曹養成の方向性として疑問がある。
予備試験は、特にその受験資格の付与について、法科大学院での就学を経ることを法曹養成の本則とする考え方による以上は、あくまで、既に一定の実務経験があることなどから、実務家になるためには重ねて法科大学院で就学することを必要としない者に限定されるべきであって、司法試験法5条1項も、予備試験の趣旨についてその点を明記するよう改めるべきである。
なお、敢えて付言すれば、上記の趣旨による受験資格の限定が行われるならば、予備試験を廃止し、上記の趣旨に合致する資質を有すると認められる者にはただちに司法試験の受験資格を認めることも考えられてよいように思われる。というのも、現在、予備試験と司法試験の考査委員が重なり合い、試験科目において（のみならず短答式試験においては問題にまで）も重複がみられるが、予備試験合格者の司法試験合格率の高さも併せて考えると、結局のところ同じ能力（法律学の試験に合格する能力）を二度に分けて測定しているだけで、予備試験合格者との関係でも無用に手続を煩瑣にしているとの印象があるためである。一般に、受験資格に求められるのは、試験に受かる能力の判定ではなく、試験を受けさせるべきかどうかの判定である。たとえば司法試験と同様に資格試験である医師国家試験の問題は、医学部での履修内容を踏まえれば解答可能な内容として作られているが、これに合格水準の解答をすることができない者でも、医学部を卒業する見込みがあればその受験資格は与えられるし、合格水準の解答をすることができる者でも、医学部を卒業する見込みがなければ受験資格は与えられない。司法試験との関係でも、法科大学院というプロセスを経ていることと、司法試験に合格する能力があることは、無関係とは言わないまでも別個の事柄であり、現行制度は両者を充足することを法曹資格認定の必要条件としているものと考えるべきであるが、今の予備試験が、前者に相当する資質の有無を判定するための手段として適切なものといえるか（司法試験と同一の機能を果たすに過ぎないのではないか）の点に疑問がある。のみならず、そもそもそのような資質を一回の試験で判定しうるのか、してよいのか、といった点に根本的な疑問がある。そして、司法試験受験資格の付与が試験による判定に適さないのであれば、予備試験は廃止し、司法試験の出願資格については一定の要件を定めたうえで、その充足について個別に資格審査をするものとすることなどを検討すべきである。また、予備試験を存続させるにしても、受験資格付与判定に適した制度とする観点から、それ自体の受験資格を含めそのあり方（考査委員、試験科目、出題問題）を抜本的に改める必要がある。
最後に、現行の司法試験が法科大学院修了後に行われ、合否の判定にも長期を要していることは、受験生が修了後一定期間何らの身分も有しない状態に置かれざるを得ないという点で、大きな負担となっており、改善が必要である。医師国家試験と同様に、在学中に試験を実施し、修了までに合否を判定することが目指されるべきであるが、それが困難であるならば、たとえば修了後も研鑽を図ることを可能にするために、修了後の一定期間は出身法科大学院における授業を無償で聴講することを修了生に認めることができるように、制度を改めることなどが検討されるべきである。
【意見その２】
・（現在の試験に対して）
　商法に関しては、年度によって多少のばらつきはあるが、短答式・論文式とも、概ね適切な出題が続いており、現在の出題方針を維持すべきである。
・（「法曹養成制度検討会議取りまとめ」に対して）
　短答式試験の試験科目削減には反対であるが、仮に削減するのであれば、実務家登用試験であることを念頭に置き、民事訴訟法・刑事訴訟法は残し、憲法・行政法・商法を削減すべきである。憲法を残し、訴訟法を削減するという方針は、短答式試験に適する科目選択の優先順位の付け方として不適切であると考える。
・（「法曹養成制度検討会議取りまとめ」に対して）
　真に受験生の負担軽減を言うのであれば、たとえば商法について、手形法・小切手法、商法総則・商行為法を出題するのか否か限定した方がよい。
　短答式試験の試験科目から削減することで、これらの分野の短答対策の負担はなくなるわけであるが、論文式試験に出る可能性があるのであれば、負担は大きくは変わらない（学習者が少なくなれば、出題しづらくなるだろうが、仮に不意打ち的な出題をした場合、その年度の司法試験で適切な差が付かないのみならず、翌年度以降の受験者の負担は増える。出題されるかどうかわからない状況は、学生の疑心暗鬼を招き、心理的負担を与える。）。論文式で出題するかもしれないという可能性を示して学習を促すことは、受験者の負担を削減するという短答式試験の科目削減の目的との関係で適合的ではない。
　他方、この部分の負担を削減する（学習を要求しない）ことは、手形法や商法総則の基本的知識すら有さない実務家を量産する可能性をもたらす。この事態を懸念し、論文式試験に出る可能性を残して学習を要求するのであれば、本質的に学習負担は変わらないのであるから、むしろ現状と同じく短答式で出題し、最低限の知識の獲得は要求してもよいと考える。
＜Ｑ＞
（１）当初７，８割という合格率の下で制度設定された５年間で３回という受験回数の制限は、当初の前提が違っている以上、撤廃すべき。
　また、短答式試験は、最終日に実施され、疲労がピークに達している中での受験となるため、特に法学未修者にはきついと思われる。よって、短答式試験は、必要　最低限の基礎知識をシンプルに問う出題にすべき。
　　民事系の論文式試験は、民法・商法・民事訴訟法で各２時間であり、内容的にはまずまずではあるが、分量が多い。特に法学未修者にとっては、合否に直結するような影響が生じる恐れがある。
　　本法科大学院は法学未修者主体であるため、司法試験の出題範囲や難易度・分量については、特に法学未修者に配慮して検討して欲しい。このような観点から、短答式科目は憲民刑に削減することや、論文式試験の選択科目の廃止も、もっと検討されてよいように思われる。
（２）受験回数制限の変更については、法科大学院修了又は予備試験合格後５年以内に５回までということでよいと思われる。受験回数の制限は維持すべきである。
短答式科目の削減や論文式試験選択科目の廃止については、合格者の質の確保という観点から、安易な削減・廃止を行うべきではないと考える。
（３）短答式試験から行政法を外すことに反対する。論述式試験のみで十分な実力を試そうとすると、そちらの難易度が高くなりかねない。現在の行政法短答式試験は基本的な法律・判例知識を問うもので、通常の講義内容で十分対応できる程度であり、受験生の負担を過度に重くしているとは考えにくい。
＜Ｒ＞
論文試験の採点基準を公開すべき。
＜Ｓ＞
旧司法試験と比較すると新司法試験は、法的論点を理解し、法律構成を正確に行う能力よりも、文章読解力、作文能力が重要な試験となっていると考える。これには賛否両論あるだろうが、まとまって法解釈論を勉強する機会は、裁判官などは別として多くの法曹にとっては、在学中、受験生時代だろうから、法律の試験という性格を強化していただきたいと希望する。さらに、いかに事実を見る力といっても、試験では文章読解力だが、現実には文章に限られない実践知が重要だろうから、司法試験とは無縁のものではないかと考える。
＜Ｔ＞
・アンダーラインを引いた箇所を答えさせる論点指摘の設問のやり方は、結局、旧試験に回帰する結果となっているのではないでしょうか。
・著名な事件が受験生の頭には浮かぶだろうが、事案を拾って検討して解答をする必要があり、考えさせる問題であった。ただし、問題文が比較的短かったため、あてはめ部分では多くの受験生の答案が似通った内容になってしまい、差がつかないのではないか、より詳しい事情を記載して、分析力を試すべきではないかと思われる（刑法）。
・捜査と証拠法の両方からの出題で、範囲は適切である。ただし、例年の出題傾向から伝聞法則に偏りすぎているきらいがある。証拠法については伝聞以外にも重要な項目があるので、偏らないようにすべきではないか。検討すべき項目にアンダーラインが引いてある点は、採点の都合上やむを得ないものとは思われるが、問題抽出能力を見るという面ではマイナスと思われ、アンダーライン形式の出題は一部に限るべきではないかと思われる（刑事訴訟法）。
＜Ｕ＞
経済法担当教員及び国際私法担当教員よりそれぞれ下記のような意見が出されたことをご参考までに付記しておきます。なお、これらの意見はいずれも大阪市立大学大学院法学研究科法曹養成専攻の専攻会議を経て提起されたものではなく、したがって本法曹要請専攻全体の意見ではないことにご留意下さい。
【経済法担当者からの意見】論文式選択科目の廃止について、経済社会の新たなニーズに応え、高度かつ先端的な法律上の諸問題に対応することができる法曹を育てるということに、法科大学院制度の意義を見いだしていたところ、廃止論が唱えられるようになったのは残念なことです。選択科目の履修が基本六法科目で学ぶこととは違う幅広く柔軟な思考方法の涵養に役立っているだろうこと、司法試験合格後に選択科目で履修する内容の知識を得ることは困難であろうことを考えれば、消費者法や経済学等を選択肢に新たに取り入れる等して科目数を増やすとともに、選択科目への配転を増やすなどして、選択科目のウエイトをむしろ増やすべきなのではないかと思われます。受験者にとって現行の試験制度が過度の負担となっているのであれば、選択科目の廃止ではなく、他の科目（行政法の負担軽減、基本六法科目の出題範囲縮小、民事訴訟・刑事訴訟法選択制の復活）などをまずは検討すべきではないでしょうか。法科大学院により差が出やすいといったことは、このように多数・多様な法科大学院間で競争をさせていることの当然の帰結であって選択科目を廃止する理由になるとは思えません。
【国際私法担当者からの意見】「法曹養成制度検討会議取りまとめ」においては、司法試験について「選択科目の廃止」の可能性に言及されている。しかし、これは「法曹有資格者の活動領域」の拡大の要請に反するものである。
＜Ｖ＞
法科大学院制度の危機的状況の原因の一つは、司法試験の合格率の低迷にあることは明らかであり、この問題は、一法科大学院の問題にかぎらず、日本の法曹の基盤を支える人材確保の問題と認識すべきである。したがって、検討中とされる、受験回数制限の緩和、短答式試験科目削減は早急に実現されるべきである。しかしながら、回数制限の緩和は、受験人口の増大につながることは確実で、より合格率が下がることが予想される。したがって、法科大学院の合格率のよる評価も、この事実を織り込んで、見直されるべきである。
＜Ｗ＞
（民法担当教員の意見）
　短答式の問題については、個々の問題は適切だと考えるが、全体として問題数を減らし、試験時間を短縮できないか。集中力の持続の問題がありそうである。
　論文式についても、実際に受験生が書く論述量を減らし、より時間をかけて考え、考えをまとめる問題がありえるかもしれない。筆記力の持続の問題がありそうである。
＜Ｘ＞
各法分野を個別的に検討すると出題としては適切であるように思われる。しかし，受験生にとって短答式の負担が大きいなど改善の余地は大いにある。例えば，公法分野においては，毎年出題傾向が大きく変わっており，受験生が，法科大学院においてどのような学習を進め行くべきかの方向性を決定できないといった混乱をもたらしている印象を受ける。
司法試験は，資格試験として一定の能力を有する者に法曹資格を与えるという制度であるべきである。しかし，現時点では競争試験化しており，当該受験生のおよそ２０００人以内の者のみが合格となっている。毎年２０００人前後の受験生のみが一定程度の能力を有すると判定されている運用には法曹人口を限定しようとする意図がうかがわれると言わざるを得ない。人為的操作ではないとすれば，採点基準等の公表が必要だと思われる。
＜Ｙ＞
■2時間の問題にしては問題文が長い気がする。予備試験の合格率がロー卒の1.5倍くらいまで調整したほうがよい。
■現状では、予備試験を経て司法試験を受験しようとする受験者にとって、選択科目の対策は一つのハ－ドルとなっていると推測される。将来、選択科目が廃止されれば、予備試験ル－トの受験者を大きく利する結果となろう。
■環境法担当教員であるから当然のことになるかもしれないが、３．１１の後、環境法が、日々、大きくとりあげられる日本と国際社会において、選択科目を廃し、それに伴い、環境法を廃止するという理由がどこにあるのか。
本法科大学院の環境法選択者は、裁判官、検察官、弁護士のほか、環境省、経済産業省などの官僚、大学の専任講師などの分野において活躍をしている。土地の売買の瑕疵担保責任の問題において、土壌汚染対策法を知らないということ自体、弁護過誤になるであろう。実務になってからは、忙しくて、選択科目などをまともに勉強することはできず、つけは依頼者である国民にくることが目に見えている。
■短答式試験については、各受験者の成績（あるいは合否）と、各問題の正誤との関係（いわゆる識別値）を公表すべきである。短答式試験の意義について各方面で議論があるのだから、議論のために必要な統計データは広く一般に公表されるべきである。
■短答式・論文式を通じて従来よりも易化した――法科大学院修了生であれば十分対応し得るという意味で適切な難易度に落ち着いた――との印象である。ただし短答式については実務的な問いがやや少ないとの感を受けた。
■刑事訴訟法の短答式試験を廃止することには反対である。受験生の負担軽減という趣旨は理解できないでもないが，刑事訴訟法が技術的色彩の強い科目であること，その一方で技術的知識の習得に充てられる実務修習期間が従来よりも大幅に短縮されていることに照らすと，短答式試験の存在が手続の仕組みに関する知識の習得の動機づけとして機能している点を無視すべきではないと考える。（いわゆる論点に関する解釈論は知ってはいるが，手続の仕組みを知らないという，実務上使い物にならない修了生が量産されることをおそれる）
■現行会社法は、ア従来の有限会社法制を取り込んだことによる規制の複雑化（機関など）、イ運営の選択肢を増加させ自由度を高めたことによる規制の複雑化（期中配当をも取り込んだ分配可能額の定めなど）などにより、受験生の負担が増している（実務家においてもそのすべてに精通した者は限られる）。この点に配慮した出題事案とすることを望みたい。
■過去に，授業でなかなか扱わない・扱いにくい，ストライクゾーンをはずれた出題があったように思えます。その場で考えることを期待しているのでしょうが，過去問として出された受験生にはそんなところまでやらなければならないのかという心理状態に陥り，かえって基本の習得の妨げになっていないか懸念します。
＜Ｚ＞
国際関係法（私法系）については，問題の難易度及び分量ともに適切で，相当であると思われます。ただし，対象事項として狭義の国際私法のほか，国際民事手続法，国際取引法が含まれ，学生が勉強すべき範囲がかなり広くなっていますので，もし可能であれば，出題範囲を少し限定していただければ大変ありがたく存じます。
＜ＡＢ＞
・司法試験制度については、とりわけ予備試験については、150人程度に限定し続けることと、司法試験合格者数については、今後とも2000人を維持することが、法科大学院による法曹養成および法曹人口・法曹サービスの充実に重要である。
　司法試験の内容については、法律知識・能力を図るに足るものでよいとすれば、現状のような各科目ごとの設問配置で十分かと思われる。ただし、判例偏重に傾きすぎると、法律家としての立論能力よりも判例を良く知っていることを図る試験になりかねないので、留意が必要である。判例知識は、短答式で基本的に問えばよく、論文式ではより論理力を問う内容にするべきと思われる。
・受験回数制限は、例えば、法科大学院に入学し直すなど、再度の受験資格の取得で回避可能であり、必ずしも実効性がないばかりか、個人の資金力による不平等をもたらしかねない。したがって、撤廃には賛成である。
　科目の削減等は、受験者の負担軽減には繋がるが、法曹としての知識不足ないし能力低下をもたらしかねない。したがって、安易に賛成はできない。
　予備試験制度は、法科大学院修了を前提とする現在の司法試験制度とは両立し得ない。とはいえ、司法試験を法曹資格試験と位置づける以上、合格水準にあるものから受験資格を奪うことも不合理である。したがって、予備試験制度のみならず、現在の司法試験制度全体の見直しが必要である。
　なお、合格実績の低い法科大学院の修了生に司法試験の受験資格を与えない、との案も検討されているようである。この案には、当該法科大学院への入学希望者を減らすことにより統廃合をすすめ、規模を縮小することで制度を維持しようという意図があるように思われる。しかし、このような措置は、個人の能力とは関係なく法曹となる機会を奪うものであって、制度の維持のために個人を犠牲にする案といわざるを得ない。したがって、このような方向で検討が進められていることには賛成できない。
・【司法試験用六法登載法令について】国際関係法(公法系)では慣習法が主要な法源の一つであるが、これらの規範は必ずしも成文化（条約化）されていない。慣習法は、日本国を拘束する実定法の一部を構成している。それゆえ国際裁判手続において慣習法の証拠として頻繁に言及される重要な宣言等(たとえば友好関係原則宣言や国家責任条文等)については、たとえば「参考」として司法試験用六法に登載できるようにしてもらえないだろうか。
・司法試験はあくまで出発点であるから、あれもこれもと知識の多さを問うのではなく、基礎的思考力を見れば足る。したがって、出題科目数を思い切って刈り込む方向で検討すべきであろう。
＜ＢＣ＞
【司法試験用六法登載法令について】国際関係法(公法系)では慣習法が主要な法源の一つであるが、これらの規範は必ずしも成文化（条約化）されていない。慣習法は、日本国を拘束する実定法の一部を構成している。それゆえ国際裁判手続において慣習法の証拠として頻繁に言及される重要な宣言等(たとえば友好関係原則宣言や国家責任条文等)については、たとえば「参考」として司法試験用六法に登載できるようにしてもらえないだろうか。
＜ＣＤ＞
・種々、問題点が出てきているようであるが、現在のところ事の推移を見守りたい。
・短期的な検討と変更を想定していること自体が気懸かりです。
試験科目の削減・廃止については｢受験者の負担軽減を図る｣趣旨とのことですが、科目減は、学習不要とのメッセージであり、実務で求められる多様なニーズに応える改正とは思えません。
科目が少なくなり、同時に予備試験へのシフトが進むようなら、法曹の質の低下につながる懸念があり、そもそもの司法制度改革および法科大学院制度導入の意義も失われると考えます。
・ア　短答式の科目の削減、論文式試験選択科目の廃止についてはいずれも反対。
そんなことをしたのでは、法科大学院における学生諸君の関心が今以上に法律基本科目（中でも憲法、民法、刑法）だけにしか向かわなくなりかねない。それでは、司法修習期間が１年しかないことと相俟つとき、本当に勉強不足の法曹が大量に生み出されるということになりかねない。
　イ　受験回数制限の変更（３回→５回）は賛成。
　　　現在の回数制限はあまりにも過酷であるということを実感するため。
ウ　現行の予備試験制度には強い疑問を禁じ得ない。速やかな見直しが求められる。
法科大学院修了以外にも司法試験受験資格が認められて然るべきであるということは一般論としては十分理解できる。しかし、現行の予備試験制度は法科大学院制度の基盤を掘り崩しかねないものである。
予備試験の受験資格を最短の法科大学院修了年齢とし、その間の就労経験を要するものとするなどの見直しが必要であろう。
＜早稲田＞
　・特に短答式試験問題の範囲は広すぎる。例えば、刑法各論では国家法益に対する犯罪、刑訴法では上訴などは試験範囲から除くべきである。
・法科大学院の教員がもっと多く司法試験の出題に関わるべきと考えます。現在の仕組みでは、法科大学院教育を必ずしも熟知しない実務家の先生が自分の経験を中心にして考えがちのように見受けられます。今の時代にあった教育そして、その習熟度を計る試験でなければならないと思います。
＜ＤＥ＞
　・憲法は論述式を中心にすべきで、憲法の短答式については、設問の数を減らし、設問の内容も、学説の当否を問うことは極力避けるべきであろう。
＜ＥＦ＞
【刑事系教員①】
・受験回数について、5年内に5回とすることに賛成である。受験控えは弊害の方が多い。
　　・短答式科目の削減については、反対である。基本的な法知識が不足している受験生の足仕切りであれば、主要3科目による判定で足りるが、修習開始の段階で、それ以外の基本法や手続法についての基本知識を備えていることが必要である。
　　・論文式試験選択科目の廃止については、反対である。これからの法曹は法廷実務家以外の分野での活動が期待されているわけであるから、専門性獲得の契機ともなり得る科目を選択科目として司法試験に残すべきである。
　【刑事系教員②】
・受験生がいろいろ悩む必要がないようにすべく年数制限と回数制限とに差を設けない方が良いと思う。
　【民事系教員①】
　　・短答式を廃止しても、論述式の部分で充分な基礎的知識の定着が確認できるような内容であれば良いと思う。
・ここ2、3年出題形式が似か寄っている感じがするが、時々聞き方を変更してはどうだろうか。
　【民事系教員②】
　　・短答式科目の削減には反対する（短答式試験にも教育的効果がある）。
　　・論文式試験選択科目の廃止には賛成する（法科大学院生に時間的余裕を与えて、基礎科目をじっくり学ばせる）。
　　・予備試験制度は廃止するべきである（経済的状況から法科大学院への進学が困難な者のためには、経済的支援制度の拡充を図るべきである）。
　【民事系教員③】
　　・受験回数制限は5年5回への変更に賛成します。
　　・短答式科目は削減せず、設問のより基本問題化を進めることで負担軽減を図るべきと考えます。
　　　基礎知識の修得は必要であり、短答式科目とすることに大きな意義があると思われるからです。
　　・予備試験制度は、あくまで法科大学院制度と両立しうる形で制限的に運用されるべきと考えます。でないと、国家的な政策として統一がとれず、余りに無責任といえます。
＜ＦＧ＞
　・予備試験の導入等に伴う法科大学院志願者の全国的な減少傾向に対して、本当に、ロースクール修了生で法曹に相応しい者を選抜する試験として機能しているような試験となっているか疑問も感じる。徒にモラトリアムを長引かせる制度なっていまいか。
　　どうしても受験指導的な内容にロースクールの講義等でも重点が置かれ（学生も、教員もともに）がちであり、以前から言われていたことではあるが、制度設計自体にもう一度反省の目を向ける必要を感じる。
　　更には修了生、試験合格後の人々の受け皿の用意も社会規模で検討しなくてはならないはずである。いい意味での法曹間での競争を導入できるような状態を作り出せるよう既存法曹間での努力も必要なのではないか。
・予備試験制度は、法科大学院のプロセスを経ていない者について司法修習に進むことを認める制度であるので、合格者の質、数を厳格に制限することが望ましい。
・合格を確信できない修了生が「受け控え」をすることを解消するために、５年５回に回数制限を変更することが望ましい。
＜ＧＨ＞
（１）司法試験合格者、合格率を大きな判断基準としているように思われ、当初の司法制度改革審議会の理念、目的（高度な法曹教育を受けた者を社会のあらゆる分野に輩出する）が忘れられているのではないか。
（２）司法試験制度そのものの改善が考えられていないのではないか。
（３）司法試験合格者数3000人を減らすということは、弁護士を増やさないことでもあり、既得権擁護ではないのか。
（４）米国のロースクールも近年、受験者は減少し、ロースクール修了生の就職先も法律関連分野は少なくなってきているが、それに対する米国のロースクール、法曹の対応策は日本と大分異なっているように思えます。
＜ＨＩ＞
・奇抜ではなく、基礎を問う問題にして欲しい。法科大学院の意義を踏まえた試験体制を構築してほしい。
・受験回数制限は、撤廃が望ましい。
・短答式科目は、現状のまま、存続させることが望ましい。
・論文式選択科目は、やはり存続させることが望ましい。ただし、科目数を絞ることは検討されてしかるべきであろう。
予備試験制度そのものについて、現状で問題があるとも思えない。法科大学院制度の存続を優先させるという観点からの見直しには、反対である。ただし、法科大学院で身につけさせることが予定されているが、現行の予備試験で測れないような類の能力を、予備試験合格者に身につけさせるような方策は、検討されてしかるべきであろう。
＜ＩＪ＞
論文式試験において、刑事系第１問（刑法）を別にすれば、論点抽出等に関するヒントが与えられており、事案の分析・論点抽出・事案の解決のすべてについての能力を確認する試験内容が維持されていない（「できなくなっている」という言い方がより正確か？）。論文試験のあり方全体について、検証すべきであろう。
＜ＪＫ＞
○予備試験の位置づけは，法科大学院制度そのものの存在意義にかかわる重大問題である．旧試験の方がよかったとする評価は，教員・学生双方にもたらした法科大学院の成果を見誤っているであろう．現在の司法試験は，双方向的手法を大幅に取り入れた法科大学院修了を前提にしているのであり，予備試験は，実質的意味で法科大学院修了程度の素養を試すものにする必要がある．
○現在の司法試験は，受験生への要求が過多であると思われるので，短答式試験は，憲法，民法，刑法だけにし，論文式試験から選択科目をなくすという方向に賛成である。
○解答時間内でじっくり考えて書ける程度に、問題点を絞り込むべきである。
刑事系の論文問題でも、他の科目で実際に行われているように、当事者の立場からの立論を問う出題形式を採り入れるべきである。
資料として判例を示して、それと設例の事案との比較を考えさせる出題形式を増やすべきである。
○司法試験全体については、もう少し、解答時間に余裕ができる程度の問題量にしてはどうかと思う。また、現在のような予備試験は、法科大学院における基本的かつ幅広く多様性のある教育プロセスを経験してきたことを前提とした司法試験という法曹養成の基本構造に重大なダメージを与えかねないように思う。
○選択科目について司法試験科目から外すことは受験生の負担軽減からありうる選択肢であるかもしれないが、司法修習を受ける際の要件として法科大学院での一定数の選択科目の履修を義務づけることが考えられてもいいように思う。受験生の負担軽減だけを考えて選択科目を廃止すると、司法試験科目以外は真面目に勉強しなくてもよいという印象を与えることになる可能性がある。
＜ＫＬ＞
・国際関係法（公法系）については、引き続き、基本事項や基本判例の理解を問う良問の作成にご尽力いただき、この科目の履修者増、受験者増に寄与していただければ幸いである。
・修了後５年の受験可能期間を維持し、毎年受験可能とすること。
　　修了後５年間勉学して合格しなければ、法曹への道を断念させ、進路変更の契機とすべきである。５年間に３回という制限が修了生に心理的なプレッシャーを与え、受け控えを増加させているが、受け控えをすることが学力向上に結び付いていない。
・選択科目を試験科目から撤廃すること。
　　純粋未修者および長期社会人学生は標準既修者と比較して重要なハンデを負っており、修了後同一内容の試験で優劣を決する現行制度には制度設計上の過誤があるといわざるを得ない。現行制度を前提とする限り、ハンデを軽減するには、選択科目を廃止するほかない。展開・先端科目のうち、選択科目の勉学に集中させるより、幅広く履修、勉学させる方が法科大学院教育の趣旨に適合する。
・出題者が、自分の能力が試されているかのように、難しい問題を出してしまう傾向が一部の選択科目などにあるとすれば、それは司法試験の趣旨に反するのではないか。そうした懸念を抱かざるを得ない。
・「とりまとめ（案）」の方向に賛成。
＜ＬＭ＞
○商法の論文式試験の出題範囲は、会社法に限定すべきではないか。実務における重要性という観点からすれば、このような取り扱いの方が望ましいのではないか。
　○論文式試験選択科目の廃止には反対である。日本経済のグローバル化が進む昨今、国際的な事件に適切に対応できる日本の法曹（とりわけ弁護士）の必要性は高まる一方である。この点については６月26日に公表された「法曹養成制度検討会議取りまとめ」においても述べられているとおりである。それにもかかわらず、受験者の負担軽減から廃止が検討されるのは本末転倒と言わざると得ない
＜ＭＮ＞
①刑事訴訟法　→　司法試験の科目数や時間を論じるにあたっては、法科大学院教育の内容はもちろんのこと、司法修習の期間・内容、裁判官・検察官任官や弁護士登録後のあり方についての検討（必要な変更）とセットになっていなければ、適切な法曹養成制度の構築は望めないと考えられる。
②民　　　法　→　本年度の民法は、昨年にくらべると、奇をてらったような問題は出ていないが、２時間で解答を作成するという点から考えると、どうしても表面的な分析を書くのが精一杯という現実がある。
法曹養成制度検討会議では、検討の対象とはされていないが、やはり司法試験の質そのものを、予備試験受験者等に有利な形になっていないかという視点も含めて再検討する必要があると思料する。（静岡）
＜ＮＯ＞
・短答式試験の科目は、憲法・民法・刑法の3科目で足りよう。なぜなら、この試験の役割は、実務家としての基本的な法的素養が欠缼しているかを判定できればよいから。かかる素養の具備をみるのに、現行の科目数は不要であり、法律基本科目中の基礎科目といえる3科目で十分と思料する。論文式試験の選択科目は廃止。それでも7科目あり、受験生の負担は相当である。法科大学院で所定の教育課程を修了した者が、実務家としてのスタートラインに立つ適格があるかを見極めるのが、司法試験であるはずとすれば、実務家として必須の基本的な法的資質、論理的思考が備わっているかを判別するのに、現行の選択科目は必ずしも必要ないだろう。重要なのは、実務家の法的思考の基盤を形成している基本六法の修得である（その意味では、行政法も不要かもしれない）。
　知識の丸覚え的なことを問う試験ではなく、法的理解力、応用力を見ている試験のように思われる。とりわけ、論述試験においてそれが顕著だと思う。
＜ＯＰ＞
・予備試験は法科大学院制度と相いれないものなので直ちに廃止し、経済的困窮者には奨学金を給付する等、別の方法で対処すべきである。
・受験生の負担が過重である現状から、行政法を選択科目の１つにすべきという意見がある。
・受験回数の制限は、試験対策に偏重する傾向を助長するものであり、廃止すべきという意見がある。
＜ＱＲ＞
・全体的に思考力を問う内容になっているのは評価できる。
＜ＲＳ＞
・会社法に関し、定款や取締役会・株主総会の議事録の記載事項や内容は、（場合により事実関係も）問題文には記載せず、可能な限り、別添資料として添付する方向を支持する。
事例問題を物語としてとらえるのではなく、あくまでも原資料から読み取り、自ら文書を作成する能力を養うのに役立つからである。
＜ＳＴ＞
・短答式の最終日というのは、もう今後、動かすことはできないでしょうか。
＜ＴＵ＞
・試験委員の登用に当たって、８年くらい長期になってきている科目もあるので、試験傾向が例年同じようになっている嫌いがあるので、さらなる工夫を検討されたい。
・予備試験は、制度の在り方として矛盾そのものであり、さらに現実の運用が法科大学院制度を歪めていると思われるので、委員会としても検討のうえ何らかの意見表明をしていただきたい。
・試験全体については、現状は多少の課題を含みつつも順調に推移しているものと思われる。司法試験のありかたについては、非常にかまびすしい議論が交わされているが、以下の点を指摘したい。
第一に、予備試験を廃止すべきである。予備試験は、本来の意義を失って旧司法試験の弊害を露わにしている。受験生を惑わさないためにも、またメディアに誤った認識を得させないためにも（予備試験合格者の司法試験合格率が高いのは、もともと予備試験合格率が1％程度だからであり、予備試験「受験者」の司法試験合格率は法科大学院「受験者」の司法試験合格率の十分の一に過ぎない）、廃止することが最善と思われる。
第二に、予備試験廃止にともなう経済的困窮者等への対応は、法科大学院入学における入学金や学費のサポートシステムを拡大強化することで行うべきである。
第三に、法科大学院の数を30校程度に絞り、定員総数を3000人としたうえで、司法試験の合格率を80％程度に高めるべきである。そのために、期限と数値を明らかにして工程表を作成すべきである。たとえば、上記の数値の達成期限を五年とし、毎年5～10校程度減少させるなどの目標を明らかにすべきである。
＜ＵＶ＞
・今後も、法科大学院の実務教育の内容に即した、基礎的・基本的な理解を総合的に問う設問を期待したい。
＜ＶＷ＞
・新司法試験の実施から８年経ち、分野によっては問題（論点）が一巡したところもあります。今後の出題の仕方、内容の選定には難しさもより大きくなりますが、論文でいえば現代に適しいものを、短答については、やはり古本を踏まえたものを望みます。
＜ＷＸ＞
・
短答式・論文式とも、近い将来に一部の科目が削減されるようであるが、学生が落ち着いて勉強できるためには、いつからどうなるのかという情報をできるだけ早く学生に教えるべきであり、法科大学院協会としても、そのことを立法等に関係する当局に強く働きかける必要がある。
＜ＸＹ＞
・「短答試験の不合格の場合には、論文試験の採点を行わないなら、短答試験と論文試験を分離して実施すべきであると思われる。試験実施上の便宜さではなく、受験者の立場で司法試験を工夫すべきである。」との意見があった。
＜ＹＺ＞
・　以下は、ＦＤで出された司法試験全体に関する意見を紹介するものであって、本研究科の統一的見解というものではない。
○短答試験は基本的な知識を問う問題であるが、出題形式が正文の組み合わせを問うものなど様々であり、その結果、解答テクニックなるものが話題になることもある。出題形式は単純に正誤を問うものを基本とすべきである。
○論文式試験は、事例と資料を読み込ませて解答させる現在の方式が適切であると考えるが、解答時間が少ない。現在の出題からすれば、１問に３時間以上の解答時間を与えるべきではないか。そのためには論文式試験の必修科目を減らすことも考えられる。他方、各実定法分野の基礎的知識を修得することは重要であり、短答試験科目数を減らすこと（法曹養成制度検討会議とりまとめ）には、にわかに賛成できない。
○法科大学院共通的到達目標と短答試験問題が必ずしも相応していない。短答式試験については、各肢設ごとに、法科大学院教育との関係で、その適否を詳細に検討すべきであろう。論文式試験は、本アンケートでも、そのおおよその評価をなしうる。司法試験問題と法科大学院の教育目標・教育内容が適切に相応することが大切である。
